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序　　　　　文

独立行政法人国際協力機構は、2009 年 11 月 10 日にチュニジア共和国と締結した討議議事録

（R/D）に基づき、2010 年 6 月より地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）の枠組みに

よる「乾燥地生物資源の機能解析と有効利用」を 5 年間の計画で実施しています。

当機構は、プロジェクト開始から約 4 年半が経過した 2015 年 1 月から 2 月にかけて、当機構

農村開発部参事役、本村知睦を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣し、チュニジア共和国

側の評価団と合同でこれまでの活動実績並びにその結果について終了時評価を行いました。本報

告書は、同調査団によるチュニジア共和国政府関係者等との協議及び終了時評価調査結果等を取

りまとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されることを願う

ものです。

最後に、本調査にご協力頂いた内外の関係者各位に対し、心からの感謝の意を表します。

平成 27 年 8 月

独立行政法人国際協力機構

農村開発部長　北中　真人
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１－１　協力の背景と概要

チュニジア共和国（以下、「チュニジア」と記す）は、地中海から沙漠までの距離が 100 ～

350 km と短い独特な地形を有し、そのほとんどが乾燥地あるいは半乾燥地に属する。地域内の

乾燥度変化は大きく、多様な生物分布を有している。乾燥地という極限環境下に対応するため、

沙漠における微生物・植物には、抗酸化物質等の機能性食品として利用価値の高い生物資源が

多く存在することが明らかになってきている。

一方、チュニジアにおける生物資源の機能探索や利用の事例は乏しい。チュニジアの 2015 年

のオリーブオイル輸出量は世界第 2 位であると予想されているが、その多くはバルクタンクで

の輸出であり、付加価値づけがなされていない。薬用植物も、メラニン合成阻害成分等、有用

成分を有していることが解明されているが、これまで利用されていない。

今後は、これらの有用生物資源の機能を探索し、その利用法についても開発することによっ

て、付加価値を高めることが必要である。また、環境に順応した品種の改良手法を開発し、量

産化に向けた取り組みを開始することも重要である。

これらの課題に対応するため、共同研究実績があり、共同研究の実施体制が整っている日本

に、本案件「乾燥地生物資源の機能解析と有効利用」が、チュニジア国政府により要請された。

要請を受け、チュニジア側研究機関と日本側研究機関が共同で、地球規模課題となっている乾

燥地生物資源の機能解析と有効利用のための研究を行うことになった。

これまで、「生物資源有用性評価」・「生産基盤調整」・「育種方法開発」・「製品化技術開発」・

「データベース構築」の 5 グループごとに関連分野に係る現地調査及び研究が実施されるととも

に、カウンターパート（C/P）への技術移転が行われた。

１－２　協力内容

本プロジェクトはチュニジアにおける乾燥地生物資源の機能解析と有効利用のために、乾燥

1. 案件の概要

国名：チュニジア共和国 案件名：乾燥地生物資源の機能解析と有効利用

分野：農林水産－農業－農業一般 援助形態：地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム

所轄部署：農村開発部 協力金額：3 億 9,600 万円（評価時点）

協力期間：2010 年 5 月～ 2015 年

5 月（60 カ月間）

先方関係機関

・高等教育・科学技術省（MHESR）
・スファックス大学工学部（ENIS）
・スファックス・バイオテクノロジーセンター（CBS）
・国立乾燥地研究センター（IRA）

・ボルジュ・セドリア・バイオテクノロジーセンター（CBBC）
・チュニジア国立農業研究センター（INAT）

日本側協力機関

・筑波大学

・京都大学

・東京工業大学

他の関連協力：なし

評価調査結果要約表
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地生物資源の有用成分の探索・機能性評価・生産・製品化といった一連のプロセスを統合的な

基礎を構築することをめざし、上記 5 研究グループで日本側研究機関とチュニジア側研究機関

が共同で研究を実施した。

（１）上位目標

１．実施機関が乾燥地生物資源の機能解析の中核的研究拠点になる。

２．有用生物資源を用いて開発された製品の商品化により地域経済が活性化される。

（２）プロジェクト目標

乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の有用成分の探索・機能性評価・

生産・製品化といった一連のプロセスを統合的に行うための技術的な基礎が構築される。

（３）成　果

成果１．�乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の有用成分の機能性及びそ

の生息環境が解析される。

成果２．乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の生産のために、地域環境

に適合した高度水利用技術や安定的・持続的な生産環境に改善するための方法が

開発される。

成果３．乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）に関するライブラリーを含

む統合データベースが構築される。

成果４．分子マーカーを活用した耐非生物ストレス食用作物の育種方法が開発される。

成果５．乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の利用・製品化に関する技

術が開発される。

（４）投入（評価時点）

＜日本側＞（総投入額　3 億 9,600 万円）

長期専門家の派遣：業務調整　2 名

研究者のチュニジアへの派遣：28 名、114 回、計 1,200 日間

研修員受入れ（本邦）：長期研修 6 名、短期研修 29 名 33 回、招聘 4 次 25 名

機材と消耗品：1 億 8,679 万 5,000 円及び 26 万 9,000 チュニジア・ディナール

現地活動費：73 万 9,000 チュニジア・ディナール

＜チュニジア側＞

研究者： 97名（教授 11名、准教授 14名、助教 7名、研究員 4名、技術者 16名、技師 2名、

博士研究員 2 名、博士課程学生 33 名、修士課程学生 8 名）

機材：24 万 7,000 チュニジア・ディナール及び 14 万 4,000 ユーロ（主要な機材のみ）

現地活動費：19 万 9,000 チュニジア・ディナール

２．評価調査団の概要

調査者

日本側

団長／総括 本村　知睦 JICA 農村開発部　参事役

協力企画 会津　菜穂 JICA 農村開発部第 1 グループ第 2 チーム　調査役

評価分析 鶴井　純 株式会社サステイナブル　コンサルタント
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３－１　実績の確認

（１）成果１：達成されている。

13 の有用成分の機能性が同定され、多くの研究成果が発表された。

指標 1-1（関連分野の論文発表数、国際学会発表数、特許出願数が、15、50、5 以上にな

る）については論文数 30、国際学会発表数 63、特許出願数 5 であり、達成されている。指

標 1-2（機能性解析に必要な分析能力を備えた研究者、学生、技術系職員の数が、CBBC、
CBS、IRA において、7、6、5 名以上になる）については各 11、7、6 であり、達成されて

いる。指標 1-3（有望な生物資源の機能性が、8 以上特定されている）についても 13 の有

望な機能性が特定されており、すべての指標が達成されている。

（２）成果２：おおむね達成されている。

4 つの水利用技術が開発され、多くの研究成果が発表された。

指標 2-1（関連分野での論文発表数と国際学会発表数が、12 と 28 以上になる）について

は各 25、31 であり、達成されている。指標 2-2（当該分野の技術開発に必要な能力を備え

た研究者、学生、技術系職員数が、CBS、ENIS、INAT、IRA において、2、10、3、1 名以

上になる）は各 5、8、8、0 であり、ある程度達成されている。

（３）成果３：ある程度達成されている。

植物種のデータが一定程度入力されているが、データベース構築には至っていない。

ライブラリーに関する指標のうち、指標 3-4（統合データベースに含まれる品種数が 360
種以上になる）は 430 種となっており達成されている。指標 3-5（ライブラリーを運営管

理できる職員数が、CBBC、CBS、IRA において、それぞれ 1 名以上になる）は該当職員数

がそれぞれ 3、3、4 名であるが、これらの職員はライブラリー維持管理の一部業務ができ

るだけであり、指標 3-6（ライブラリーの運営管理マニュアルが整備されている）は、終

了時評価時点では同マニュアルは完成には至っていない。統合データベースに関する指標

では、指標 3-1（統合データベースに含まれる品種数が 60 種以上になる）は植物種／品種

の数が 87 種／品種であるが、データベースは完成しておらず、データセットに入力されて

いる情報も不完全である。指標 3-2（統合データベースを運営管理できる職員数が各機関 1
名以上になる）は職員数が各機関とも目標値を上回っているが、これらの職員は統合デー

タベースの運営管理ができるわけではない。指標 3-3（統合データベースの運営管理マニュ

アルが整備されている）についてドラフトは作成されており完成には至っていないものの、

いずれもがある程度達成されている。

（４）成果４：達成されている。

分子マーカーを活用した耐乾性、耐塩性、耐病性食用作物の育種方法が開発された。

指標 4-1（関連分野での論文発表数と国際学会発表数が、それぞれ 5 以上になる）は 14

チュニジア側

総　括 Helmi MARDASSI チュニス・パスツール研究所教授

団　員 Moktar HAMDI 国立原子力科学技術センター（CNSTN）所長／教授

団　員 Mohamed EN NABLI 前国立研究活動評価委員会（CNEAR）会長／教授

調査期間 2015 年 1 月 24 日～ 2 月 13 日 評価種類：終了時評価

３. 評価結果の概要
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となっており、指標 4-2（関連する分析を実施できる能力を備えた研究者、学生、技術系

職員の数が、INAT において 6 名以上になる）は 9 名となっており、いずれも達成されてい

る。

（５）成果５：おおむね達成されている。

製品化には至っていないが、将来的な製品化の可能性がある 2 つの技術が開発された。

指標 5-1（関連分野での論文発表数、国際学会発表数、特許出願数が、6、8、1 以上にな

る）は各 10 報、10、1 件と達成されており、指標 5-2（利用法・製品化に関する技術開発

能力を備えた研究者、学生、技術系職員の数が、CBBC、CBS、IRA において、それぞれ 3
名以上になる）も合計 9 名でおおむね達成されている。

（６）プロジェクト目標の達成度：達成されている。

指標１（実施機関の研究能力全般）には数値目標が設定されていないが、指標は達成さ

れていると考えられる。チュニジアと日本の研究者による共著論文が 40 報作成され、6 件

の特許申請が行われ、バイオアッセイなどの研究手法が新たに導入されたからである。

指標２（実施機関間の協働体制）も数値目標が設定されていないが、指標は達成されて

いると考えられる。プロジェクト開始当初、実施機関は互いに協働して研究を行った経験

がなかったが、類似の研究機材を導入した研究機関同士が協働して分析機材の不具合に対

応するなど、プロジェクトを通じて協働体制が強化されたためである。

３－２　評価結果の要約

（１）妥当性：高い。

プロジェクトは、チュニジアの開発政策「2012–2016 年 経済社会開発戦略」の掲げる優

先課題に応えるとともに、2013 年に策定されたわが国の対チュニジア国別援助方針の重点

分野にも合致している。また、最先端研究による経済発展を目指すチュニジア側研究機関

のニーズに応えており、チュニジアと日本の政策とも整合性が保たれている。

（２）有効性：高い。

終了時評価時点においてプロジェクト目標は、達成されている。新たな研究手法が導入

され、多くの論文が作成されるなどチュニジア側研究機関の研究能力は強化されており、

協働体制も強化された。また、5 つの成果は相互補完関係にあるとともに、生物資源の有

効利用に貢献しており、成果からプロジェクト目標に至る論理性が認められる。

（３）効率性：ある程度高い。

成果３を除き、成果達成の可能性は、概して高い。成果３の植物種データベース構築は、

作業がやや遅れているが、プロジェクト終了時までに改善が期待できる。投入は、日本側、

チュニジア側とも適切であり、高価な研究機材もほとんどが問題なく稼働している。チュ

ニジアの革命、運搬時の交通事故による研究機材の破損、東日本大震災による日本側研究

サンプルの喪失など想定外の事態に見舞われ作業に遅れが生じた時期もあったが、関係者

の努力により作業の遅れはほぼ解消されている。

（４）インパクト：ある程度高い。

民間企業数社から、研究成果に対する問合せが既に届いており、研究成果が将来的に製
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品化される可能性が示唆されている。また、そのような民間企業を含め、政府機関、市民

に研究機関の能力が理解されることにより、将来的にチュニジア側研究機関が中核的研究

拠点になる可能性もあり、上位目標は達成に向かっている。ENIS が環境関連データベース

の構築を始めるなど、想定外の成果も得られている。チュニジア乾燥・半乾燥地へのアク

セスが確保されたことは、日本側研究者にも便益をもたらした。なお、負のインパクトは

特にはない。

（５）持続性：中程度

上記のとおりチュニジアの政策に合致しており、政策面、組織・制度面、の持続性は高

い。人的資源面では、日本で研修を受けたチュニジア研究者の継続雇用が課題になってい

る。現時点では環境面の問題はないが、将来的には生物資源が枯渇しないよう工夫して利

用する必要がある。技術面では、迅速に修理を行える販売代理店が不足していることが課

題である。財政面では、機材の深刻な故障や消耗品の購入に対応できる予算の不足が懸念

される。

３－３　効果発現に貢献した要因

（１）計画内容に関すること

本邦研修と研究機材購入計画との調和がとれていた。研修生は、本邦研修で技術を学び、

帰国後はチュニジアで同じ機材を使いながら研究を進めることができた。

（２）実施プロセスに関すること

小豆島など日本の研究機関と産業界を視察したことが、チュニジア側研究者の意欲を刺

激し、チュニジア生物資源の有効利用を進める契機となった。

３－４　問題点及び問題に起因した要因

（１）実施プロセスに関すること

・2010-2011 年のジャスミン革命により、チュニジアでの研究活動に遅れが生じた。

・機材のチュニジア国内輸送時に生じた交通事故により、研究機材の搬入が遅れた。

・ 2011 年の東日本大震災により日本側研究機関の試験サンプルが喪失し、留学生が帰国す

るといった事態に直面した。

３－５　結　論

プロジェクトは多くの成果を創出しており、その目的である「生物資源の有効利用に係る技

術的基盤の構築」を成し遂げている。チュニジア側研究機関は、多くの最先端研究機材を導入

し、技術を向上させることによって、最先端レベルの研究活動が行えるようになった。研究機

関間の協調体制も強化された。結果として、人材育成、技術移転、生物資源の有効利用可能性

などの面において、大きな成果が得られた。

合同評価団は、当初計画どおり 2015 年 5 月にプロジェクトが終了されるべきと結論する。
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３－６　提　言

＜プロジェクト終了後に対応することが求められる事項＞

（１）日本側への提言

１）チュニジア側研究機関との協力関係維持

日本側研究機関は、さまざまなネットワークを駆使して、プロジェクト終了後もチュ

ニジア側研究機関と何らかの協力関係を維持することが必要とされる。

２）日本企業への情報提供など連携の強化

上位目標２「有用生物資源を用いて開発された製品の商品化により地域経済が活性化

される。」を達成するために、日本側研究機関及び研究者は、プロジェクト終了後も引

き続き、日本あるいは海外企業との連携拠点となることが求められる。これらの努力に

よって、共同研究や生物資源の有効利用が促進されることが期待される。

（２）チュニジア側への提言

１）日本側研究機関との協力関係維持

チュニジア側研究機関は、さまざまなネットワークを駆使して、プロジェクト終了後

も日本側研究機関と何らかの協力関係を維持することが必要とされる。

日本側研究機関との協力関係が特に必要なのは、特許取得製品が関係する分野（分子

構造、分子基盤の作用、構造機能の解析など）である。なかでも薬用植物の抗腫瘍作用

に関する協力関係維持は重要であるが、プロジェクトによる特許申請が行われたすべて

の分野で協力関係を維持していくことが必要とされる。

２）研究成果の実用化・製品化の促進に資する産学連携プラットフォームの設立・運営

上位目標２「有用生物資源を用いて開発された製品の商品化により地域経済が活性化

される。」を達成するためには、多分野を対象にした水平型あるいは総合的研究活動から、

特定分野に絞り込んだ垂直型あるいは実用化型研究に移行していく必要がある。言い換

えれば、バイオテクノロジーからバイオインダストリーへの転換が期待されている。

チュニジアでは、テクノパークが産学連携の基盤となっている。テクノパーク内の産

学連携機能が更に強化され、研究機関とチュニジアあるいは国際的な企業との連携が強

化されていくことが必要とされる。

３）生物資源の有用な機能性に関するデータベースの公開と関係者からのアクセス促進

データベースは、共同研究や生物資源の有効利用を促進するための重要な基盤である。

チュニジア側研究機関は、プロジェクト終了後も主体的にデータベースの開発を継続し、

関係者からのアクセスを促進していくことが必要とされる。

４）チュニジア側研究メンバーの継続的雇用（本邦研修受講者の雇用確保など）

上位目標 1「実施機関が乾燥地生物資源の機能解析の中核的研究拠点になる」を達成し、

チュニジア側研究機関の研究能力を維持発展させるためには、プロジェクトに参画した

チュニジア側研究者が、機関によって継続的に雇用されなくてはならない。これらの研

究者が、プロジェクト活動を通じて身に付けた研究能力と経験を継続的に発揮し、自ら

の研究機関を発展させていくことが必要とされる。

５）研究機材の適切な維持管理

R/D にも明記されているとおり、研究機材の維持管理はチュニジア側の責務である。

機材の修理や消耗品の購入等について、例えば機材販売業者との維持管理契約の締結、

高等教育・科学技術省（MHESR）からの維持管理に関する予算配布等、適切な維持管理

体制が構築されなくてはならない。
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３－７　教　訓

（１）生物資源の製品化を実現するための要件

プロジェクトの研究成果は、基礎科学から応用科学までを含むものであり、生物資源を

市場に持ち込み有効利用しようとする試みもみられた。しかしながら、プロジェクト関係

者の努力では乗り越えられない壁があることも明らかになった。生物資源を製品化し国内

あるいは国際的な市場に製品を届けるためには、今回のプロジェクト期間を超えるレベル

でチュニジアと日本間の関係を維持・強化していくことが必要である。

（２）有用な生物資源特定をする際に伝承的知識を活用する有効性

プロジェクトは、有用な生物資源を特定する第一歩として、地域の伝統的知識を収集し

た。伝統的知識に基づき生物資源を分析した結果、伝承的な薬効をもつとされる植物は、

有用な機能成分を含んでいることが科学的に証明されており、伝統的知識を利用すること

によって、有用な生物資源の探索が効率的に行うことができる可能性がある。

（３）研修と機材供与の有効な組み合わせによる効果的な技術移転

チュニジア側研究者への技術移転の主な手段は、日本の大学での短期及び長期研修で

あった。これら研修プログラムと並行して、チュニジア側研究機関には日本の大学と同様

の研究機材が導入された。日本での研修を終えたチュニジア側研究者は、チュニジア帰国

後もただちに研究を続けることができた。研修と機材供与の組み合わせは、技術移転の手

法として効果的な方法であった。

（４）多機関連携の強化に向けた各機関の役割の明確化

複数の研究機関が参画するプロジェクトにおいてより強固な連携を実現するためには、

各機関の役割を明確にし、より強力なリーダーシップの下で活動を実施することが必要で

ある。強力なリーダーシップを発揮するためには、実施国において学術的に著名で、プロ

ジェクト管理や運営に秀でており、かつ、プロジェクト活動にフルタイムで参加できる人

材を、研究チームの統括者に任命することが望ましいであろう。

（５）適切な機材の購入による持続性の確保

先端的な研究を行うためには最先端の研究機材を導入する必要があるが、研究活動の持

続性を担保するためには適切な維持管理が不可欠である。一般に、最先端の研究機材は維

持管理が難しいので、機材を選定する際には、関係者が十分協議して適切な機材を選定し

なくてはならない。現地に良い代理店があるか否かもあらかじめ確認することが重要であ

る。
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1. Background of the Project
Tunisia has a unique topography with the distance from the Mediterranean Sea to desert areas being 
VKRUW �������� NP�� PRVW RI WKH GHVHUW DUHDV EHORQJ WR DULG RU VHPL�DULG ]RQH� 7KHUH LV D VLJQL¿FDQW 
difference of dryness in these areas with a variety of bio-resources. It is known that microorganisms 
and plants in these desert areas have adapted to the marginal environment and they contain valuable 
biologically functional constituents. However, research examples of antioxidant functions are few. 
Tunisia is expected to be the second largest exporting country of olive oil in the world in 2015 but 
most of the exported olive oil is in the form of bulk tank; value added bottled products for example 
are limited. Regarding medicinal plants, several practices and analyses suggest that they may contain 
several useful components such as melanin synthesis inhibition molecules, etc. However; again, such 
valuable components are not utilized so far.
Therefore, it is imperative to search for the possible functional usefulness of bio-resources, develop a 
method to use, and add value to the products thereof. It is also necessary to develop methods for breeding 
new varieties adaptable to the arid environment and where possible ensure the mass production of those 
bio-resources whose availability is rather limited in the arid land.
The Government of Tunisia requested this project, “Valorization of Bio-resources in Semi-Arid and Arid 
Land for Regional Development”, as Tunisian-Japanese joint research activities already exist between 
WKH WZR FRXQWULHV� 7KH 3URMHFW KDV EHHQ VWDUWHG LQ -XQH ���� ZLWK D ¿YH�\HDU EULGJH DQG LQFOXGHV UHVHDUFK 
LQVWLWXWLRQV LQYROYLQJ QRW RQO\ WKH ¿YH 7XQLVLDQ LQVWLWXWLRQV EXW DOVR WKUHH LQVWLWXWLRQV LQ -DSDQ�

Summary Results of the Evaluation Study

I. Outline of the Project

Country: Republic of Tunisia Project Title: Valorization of Bio-resources in Semi-Arid and 
Arid Land for Regional Development

Issues/Sector: Agriculture Cooperation Scheme: Science and Technology Research 
Partnership for Sustainable Development

Division in Charge:
Rural Development Department

Estimated Total Cost: 396 million yen (At the time of 
evaluation)

Period of Cooperation:
May 2010 – May 2015 (60 months)

Implementation Organizations in the Partner Country:
Ɣ 0LQLVWU\ RI +LJKHU (GXFDWLRQ DQG 6FLHQWL¿F 5HVHDUFK 
 (hereinafter referred to as “MHESR”)
Ɣ 1DWLRQDO 6FKRRO RI (QJLQHHUV RI 6ID[ �(1,6�
Ɣ &HQWHU RI %LRWHFKQRORJ\ RI 6ID[ �&%6�
Ɣ ,QVWLWXWH RI $ULG 5HJLRQV �,5$�
Ɣ &HQWHU RI %LRWHFKQRORJ\ RI %RUM &HGULD �&%%&�
Ɣ 1DWLRQDO $JURQRPLF ,QVWLWXWH RI 7XQLVLD �,1$7�
Supporting Organizations in Japan:
Ɣ 8QLYHUVLW\ RI 7VXNXED
Ɣ .\RWR 8QLYHUVLW\
Ɣ 7RN\R ,QVWLWXWH RI 7HFKQRORJ\

Related Cooperation: –
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2. Project Overview
This project is implemented to develop the integrated basis to conduct the prospection of useful 
compounds in bio-resources in semi-arid and arid land, evaluation of their functionality, their 
cultivation and the commercialization through the joint research between Japanese and Tunisian 
research institutions.

(1) Overall Goal
1. Implementing institutions become the center of excellence for valorization of bio-resources in semi-arid 

and arid land.
2. Commercialization of the products developed based on useful bio-resources stimulates regional 

development

(2) Project Purpose
Integrated technical basis to conduct the prospection of useful compounds in bio-resources (olives, 
medicinal plants and halophytes) in semi-arid and arid land, evaluation of their functionality, their 
cultivation and the commercialization are developed.

(3) Outputs
1. Function of useful compounds in bio-resources (olives, medicinal plants and halophytes) in semi-arid 

and arid land and their habitats are analyzed.
2. Advanced technology of water use appropriate to the local environment and the method to ensure a 

stable environment which is sustainable for the production of bio-resources (olives, medicinal plants 
and halophytes) in semi-arid and arid land are developed.

3. Integrated database of bio-resources (olives, medicinal plants and halophytes) in semi-arid and arid land 
that links to the library/sample bank is developed.

4. Breeding methods of abiotic stress-tolerant food crop species using molecular marker are developed.
5. Techniques to valorize and commercialize bio-resources (olives, medicinal plants and halophytes) in 

semi-arid and arid land are developed..

(4) Inputs
Japanese Side: estimated total cost: 396 million yen (at the time of the evaluation)

Researchers: 89 members (10 professors, 11 associate professors, 12 assistant professors, 13 
researchers, 1 technical assistant, 15 PhD students, 27 master students, 4 others)

Dispatch of researchers to Tunisia: 28 members, 114 trips, 1,200 days in total
Dispatch of project coordinator to Tunisia: 51.9 person-months (including leave period)
Equipment and consumables: JPY 186,795 thousand plus TND 269 thousand
Local cost: TND 739 thousand
Invitation programs to Japan: 4 times 25 people
Training program in Japan: 6 people for long-term and 29 people 33 times for short-term

Tunisian Side:
Researchers: 97 members (11 professors, 14 associate professors, 7 assistant professors, 4 researchers, 

16 technicians, 2 engineers, 2 postdoctoral, 33 PhD students, 8 master students)
Major equipment: TND 247 thousand plus EUR 144 thousand
Local cost: TND 199 thousand
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1. Achievements
1-1. Outputs
(1) Output 1: Achieved

7KH UHVHDUFK JURXS IRU 2XWSXW � KDV LGHQWL¿HG �� SURPLVLQJ IXQFWLRQDOLWLHV DQG QXPEHUV RI RULJLQDO 
articles were published.
All of Indicator 1-1 (Number of publications, international conference presentations, and application 
RI SDWHQWV LQ WKH UHODWHG ¿HOG LV DW OHDVW ��� �� DQG � UHVSHFWLYHO\� DQG DFKLHYHPHQWV DUH ��� �� DQG � 
respectively), Indicator 1-2 (Number of researchers, students and technical staffs who have adequate 
knowledge to analyze functionality is at least 7, 6 and 5 respectively at CBBC, CBS and IRA, and 
achievements are 11, 7 and 6 respectively), and Indicator 1-3 (Number of promising functionalities of bio-
UHVRXUFHV LGHQWL¿HG QHHGV WR EH DW OHDVW �� DQG �� KDYH LGHQWL¿HG DV DFKLHYHPHQW� KDYH EHHQ DFKLHYHG�

Evaluation Team

Members Japanese members
Mr. Tomochika 
MOTOMURA

Leader Senior Advisor to the Director General, 
Rural Development  Department, JICA

Ms. Naho AIZU Cooperation  Planning Assistant Director, Field Crop 
Based Farming Area Division, Rural  
Development Department, JICA

Dr. Jun 
TSURUI

Evaluation Analysis Consultant, Sustainable Inc.

(Observers)

Dr. Makie 
.2.8%81

Science and
Technology Planning 
Leader

-67 3URJUDP 2I¿FHU� 3URIHVVRU�  
Graduate School of Agricultural  
Science, Tohoku University

Mr. Masayuki SATO Science and 
Technology Planning 
Evaluation

Principal Researcher, Department of 
International Affairs, JST

Dr. Hiroko ISODA Project Leader Director, Alliance for Research on North 
Africa (ARENA)/ Professor, Faculty 
of Life and Environmental Sciences, 
University of Tsukuba

Tunisian member
Pr. Helmi 
MARDASSI

Leader The Institut Pasteur de Tunis

Pr. Moktar HAMDI Member General Director of the National Center 
for Nuclear Science and Technologies

Pr. Mohamed EN 
NABLI

Member Ex-President of the National Committee 
of Evaluation of Research Activities

Period of Evaluation: 24 Jan - 13 Feb 2015 Type of Evaluation: Terminal Evaluation

III. Results of Evaluation
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(2) Output2: Fairly achieved
The research group for Output 2 has developed four advanced technology of water use and numbers of 
original articles were published.
,QGLFDWRU ��� �1XPEHU RI SXEOLFDWLRQV DQG LQWHUQDWLRQDO FRQIHUHQFH SUHVHQWDWLRQV LQ WKH UHODWHG ¿HOG 
is at least 12 and 28 respectively, and achievement are 25 and 31 respectively) has been achieved. 
Indicator 2-2 (Number of researchers, students and technical staffs who have adequate knowledge to 
further develop the related technologies is at least 2, 10, 3 and 1 respectively at CBS, ENIS, INAT and 
IRA, and achievements are 5,8,8 and 0 respectively) has been moderately achieved.

(3) Output 3: Moderately achieved
Data sets of plant species have been prepared for some extent but the database has not been established.
Regarding library/sample bank establishment, Indicator 3-4 (Number of samples preserved in the 
library/sample bank is more than 360, and achievement is 430) has been achieved. Indicator 3-5 
(Number of staffs who can maintain the library/sample bank is at least 1 respectively at CBBC, CBS 
DQG ,5$� DQG DFKLHYHPHQWV DUH ��� DQG 4 UHVSHFWLYHO\ EXW LW VKRXOG EH QRWHG WKDW WKH ¿JXUH VKRZV 
number of staff members who can maintain library/sample bank to some extent) and Indicator 3-6 (A 
management manual for the library/ sample bank is developed, have not been completed at the time of 
Terminal Evaluation) have been moderately achieved. As for the integrated database, all of Indicator 
3-1 (Number of species and information included in the integrated database is more than 60, 87 are 
listed, but it should be noted that the data lists does not include full information), Indicator 3-2 (Number 
of staff who can maintain the integrated database is at least 1 at each Tunisian institution, the number of 
staff members who can prepare data lists is more than the indicator but it does not means that they can 
operate integrated data system), and Indicator 3-3 (A management manual for the integrated database is 
developed, the manual has been drafted but it is still under revision at the time of Terminal Evaluation) 
have been moderately achieved.

(4) Output 4: Achieved
The research group for Output 4 has developed breeding methods of drought tolerant, salinity tolerant, 
and disease tolerant food crops using molecular markers. 
Both of Indicator 4-1 (Number of publications and international conference presentations in the related 
¿HOG LV DW OHDVW � DQG � UHVSHFWLYHO\� DQG WKH DFKLHYHPHQW LV �4 LQ WRWDO�� DQG ,QGLFDWRU 4�� �1XPEHU RI 
researchers, students and technical staffs who have adequate knowledge to conduct the related analysis 
is at least 6 at INAT, and the achievement is 9) have been achieved.

(5) Output 5: Fairly achieved
Although commercialization of bio-resources has not become reality, the research group for Output 5 
has developed two technologies which could be commercialized in the future.
Both of Indicator 5-1 (Number of publications, international conference presentation, and application 
RI SDWHQW LQ WKH UHODWHG ¿HOG LV DW OHDVW �� � DQG � UHVSHFWLYHO\� DQG WKH DFKLHYHPHQWV DUH ����� DQG � 
respectively) and Indicator 5-2 (Number of researchers, students and technical staffs who have adequate 
knowledge to valorize and commercialize bio-resources is at least 3 at each of CBBC, CBS and IRA, 
and the achievement is 9 in total) have been moderately achieved.
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1-2. Project Purpose: Achieved
Although Indicator 1 (Overall research ability of implementing institutions) is devoid of numerical 
target, the Indicator is conceived as achieved. There are 40 original articles published jointly by 
Tunisian and Japanese researchers. There are six cases of joint patent application. Several research 
methods such as bio assay were newly introduced to the Tunisian institutions.
Indicator 2 (System of collaboration among implementing institutions) is also lack of numerical target, 
but it has been assessed as achieved. Tunisian research institutions had not experienced joint research 
among them before the Project. At present, the institutions have developed system of collaboration. For 
example, institutions which are operating similar equipment have been helping each other for trouble 
shooting of the equipment.

2. Evaluation Results
2-1. Relevance: High (High at the time of Mid-term Review.)

7KH 3URMHFW LV LQ FRQVLVWHQF\ ZLWK WKH WHQ LPSRUWDQW LVVXHV IRU 7XQLVLDQ GHYHORSPHQW VSHFL¿HG LQ WKH 
³(FRQRPLF DQG 6RFLDO 'HYHORSPHQW 6WUDWHJ\ ���������´� DV ZHOO DV WKH SULRULWL]HG DUHDV LGHQWL¿HG LQ 
the COuntry Assistance Policy of Japan for Tunisia. The Project is also responding needs of Tunisian 
research institutions which is “leading-edge research activities to contribute to economic development 
of Tunisia”. The Project is also in line with policies of Tunisia and Japan.

2-2. Effectiveness: High (Potentially high at the time of Mid-term Review.)
The Project Purpose has been achieved by the time of Terminal Evaluation. Novel research methods 
have been introduced to Tunisian research institutes and it led to numbers of research publications. The 
logicality between the Project Purpose and the Outputs are appropriate, and the Project Purpose was 
achieved through the achievement of each Output. System of collaboration has been developed among 
WKH 7XQLVLDQ UHVHDUFK LQVWLWXWLRQV DQG LW HQDEOHG WKHP WR ZRUN WRJHWKHU HI¿FLHQWO\�

���� (I¿FLHQF\� 0RGHUDWHO\ KLJK �0RGHUDWH DW WKH WLPH RI 0LG�WHUP 5HYLHZ��
Expectancies of achieving the Outputs is high in general, expect for the Output 3.The integrated 
database has not been established yet though the situation is expected to be improved by the end of the 
Project. Inputs from Japanese and Tunisian were appropriate and most units of expensive equipment 
DUH FXUUHQWO\ IXQFWLRQLQJ 7KH 3URMHFW IDFHG VHYHUDO XQH[SHFWHG GLI¿FXOWLHV VXFK DV SROLWLFDO FKDQJH 
DQG VRFLDO LQVWDELOLW\ RI 7XQLVLD� WUDI¿F DFFLGHQW GXULQJ WUDQVSRUWLQJ HTXLSPHQW� DQG WKH *UHDW (DVW 
Japan Earthquake in Japan. However, such delay has been recovered by efforts made by Tunisian and 
Japanese members.

2-4. Impact: Moderately high (Potentially high at the time of Mid-term Review.)
Tunisian research institutions have been already receiving several inquiries from private companies. 
The facts indicate the possibility of the Tunisian institutes being recognized as the center of excellence 
for valorization of bio-resources in the future and commercialization of bio-resources. ENIS has 
been developing an “environmental database” which was not planned at the beginning by using data 
obtained by the Project activities. Japanese researchers were enabled to access the Tunisian sites where 
collections were made. 
There was no negative impact that came up during the project period
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2-5. Sustainability: Moderate (Secured at the time of Mid-term Review.)
As mentioned above, the Project is in consistency with the policy in Tunisia, Sustainability on policy, 
organization and institution, are secured. Recruitment of researchers who have trained in Japan by the 
Tunisian research institutes is a challenge. There is no fear of environmental deterioration at this time 
but domestication of bio-resources might be undertaken to protect bio-resources in the future. Lack 
RI UDSLGO\ UHVSRQGLQJ PDLQWHQDQFH VHUYLFHV DUH FUXFLDO LVVXHV� ,QVXI¿FLHQW EXGJHW IRU PDLQWHQDQFH RI 
equipment and consumables procurement is another concern.

3. Supporting factors that promoted realization of effect
(1) Factors relevant to planning

Ɣ  7UDLQLQJ SURJUDPV LQ -DSDQ ZHUH FDUHIXOO\ DQG DSSURSULDWHO\ GHVLJQHG� 7UDLQHHV FRXOG DFTXLUH 
technologies in Japan and use them once back in Tunisia.

 (2) Factors relevant to implementation process 
Ɣ  9LVLWLQJ UHVHDUFK LQVWLWXWHV DQG -DSDQHVH LQGXVWULDO VHFWRUV� LQFOXGLQJ WKRVH LQ 6KRGRVKLPD LVODQG LQ 

Japan, inspired Tunisian researchers to valorize Tunisian bio-resources.

4. Factors that impeded realization of effect 
(1) Factors relevant to implementation process

Ɣ  3ROLWLFDO FKDQJH DQG VRFLDO LQVWDELOLW\ DV D FRQVHTXHQFH RI WKH UHYROXWLRQ GHOD\HG WR VRPH H[WHQW 
research activities in Tunisia.

Ɣ 7UDI¿F DFFLGHQW GHOD\HG LQVWDOODWLRQ RI VRPH RI UHVHDUFK HTXLSPHQW�
Ɣ  7KH *UHDW (DVW -DSDQ (DUWKTXDNH LQ ���� KLQGHUHG DFWLYLWLHV LQ -DSDQ� 0DQ\ VDPSOHV IRU DQDO\VLV 

had been deteriorated and foreign students had returned to their countries.

5. Conclusion
The Project has achieved its main purpose that is the setup of integrated technical basis for the 
valorization of bio-resources (prospection of useful compounds in olives, medicinal plants and 
halophytes; evaluation of their functionalities and commercialization potential).
7KH 7XQLVLDQ LQVWLWXWLRQV KDYH EHQH¿WWHG RI VWDWH�RI�WKH�DUW HTXLSPHQW DQG GHYHORSHG WKHLU VNLOOV� DQG 
are now capable of performing up-to-date research activities. Collaboration among the Project partners 
KDV EHHQ LQWHQVL¿HG� $V D UHVXOW� QXPHURXV RXWFRPHV KDYH EHHQ SURGXFHG LQ WHUPV RI FDSDFLW\ EXLOGLQJ� 
technology transfer and potential of bio-resources valorization.
The Terminal Evaluation Team concludes that the Project can be terminated in May 2015, as it was 
planned.

6. Recommendations
(1) To the Japanese Side After the Project

Ɣ &RQWLQXRXV FRRSHUDWLRQ ZLWK 7XQLVLDQ VLGH
Ɣ (IIRUWV WR DWWUDFW -DSDQHVH DQG IRUHLJQ LQGXVWULHV

(2) To the Tunisian Side After the Project
Ɣ &RQWLQXRXV FRRSHUDWLRQ ZLWK -DSDQHVH VLGH
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Ɣ  (VWDEOLVKPHQW DQG IXQFWLRQDOL]DWLRQ RI D SODWIRUP IRU DFDGHPLF�LQGXVWULDO DOOLDQFH WR DFFHOHUDWH 
valorization of research outcomes

Ɣ  (QVXUH DFFHVV WR WKH 'DWDEDVHV RQ XVHIXO IXQFWLRQDOLWLHV RI ELR�UHVRXUFHV WR VWDNHKROGHUV
Ɣ  &RQWLQXRXV LQYROYHPHQW RI 7XQLVLDQ UHVHDUFK SHUVRQQHO �HVSHFLDOO\ IRU SDUWLFLSDQWV RI WUDLQLQJ 

programs in Japan)
Ɣ  3URSHU PDLQWHQDQFH RI HTXLSPHQW E\ KROGLQJ PDLQWHQDQFH FRQWUDFW ZLWK VXSSOLHUV� SURYLVLRQ RI 

maintenance budget by MHESR, etc.

7. Lessons Learnt
Ɣ  9DORUL]DWLRQ RI ELR�UHVRXUFHV UHTXLUHV ORQJ SHULRGV ZLWK WKH LQFOXVLRQ RI LQGXVWULDO SDUWQHUV� 
Ɣ  &RPELQLQJ WUDGLWLRQDO NQRZOHGJH ZLWK VFLHQWL¿F DSSURDFKHV HQDEOHV WR VSHHG XS GLVFRYHULQJ XVHIXO 

bio-resources
Ɣ  7HFKQRORJ\ WUDQVIHU FDQ EH DFFHOHUDWHG E\ KDUPRQL]LQJ WUDLQLQJ DQG HTXLSPHQW DFTXLVLWLRQ 
Ɣ  &OHDU DVVLJQPHQW RI UROHV DQG D VWURQJ OHDGHUVKLS LV HVVHQWLDO WR (QKDQFH PXOWL�LQVWLWXWLRQDO FROODERUDWLRQ 
Ɣ  3ULRU GLVFXVVLRQ DPRQJ UHVHDUFK LQVWLWXWLRQV DQG VXSSOLHUV ZLWK ORFDO UHSUHVHQWDWLRQ DUH WKH NH\ 

issues for sustainability of Equipment.

xv



第１章　調査の概要

１－１　協力の背景

チュニジア共和国（以下、「チュニジア」と記す）は、地中海から沙漠までの距離が 100 ～

350 km と短い独特な地形を有し、そのほとんどが乾燥地あるいは半乾燥地に属する。地域内の

乾燥度変化は大きく、多様な生物分布を有している。乾燥地という極限環境下に対応するため、

沙漠における微生物・植物には、抗酸化物質等の機能性食品として利用価値の高い生物資源が多

く存在することが明らかになってきている。

一方、チュニジアにおける生物資源の機能探索や利用の事例は乏しい。チュニジアの 2015 年

のオリーブオイル輸出量は世界第 2 位であると予想されているが、その多くはバルクタンクでの

輸出であり、付加価値づけがなされていない。薬用植物も、メラニン合成阻害成分等、有用成分

を有していることが解明されているが、これまで利用されていない。

今後は、これらの有用生物資源の機能を探索し、その利用法についても開発することによっ

て、付加価値を高めることが必要である。また、環境に順応した品種の改良手法を開発し、量産

化に向けた取り組みを開始することも重要である。

これらの課題に対応するため、共同研究実績があり、共同研究の実施体制が整っている日本

に、本案件「乾燥地生物資源の機能解析と有効利用」が、チュニジア国政府により要請された。

要請を受け、チュニジア側研究機関と日本側研究機関が共同し、地球規模課題となっている乾燥

地生物資源の機能解析と有効利用のための研究を行うことになった。

これまで、「生物資源有用性評価」・「生産基盤調整」・「育種方法開発」・「製品化技術開発」・「デー

タベース構築」の 5 グループごとに関連分野に係る現地調査及び研究が実施されるとともに、カ

ウンターパート（C/P）への技術移転が行われた。

１－２　評価対象プロジェクトの概要

プロジェクトの枠組みを示すために作成された文書が、プロジェクト・デザイン・マトリック

ス（PDM）である。

PDM の第１版は、プロジェクト開始前の 2009 年 8 月に作成されており、以降、PDM は 2 回

改訂された。最新版の PDM 第３版は、2013 年 6 月 19 日の第４回合同調整委員会（JCC）で承認

されたものである。今回の終了時評価調査は、最新の PDM 第３版に基づいて実施された。PDM
第１版～第３版の詳細は付属資料１の Appendix 1 に示す。終了時評価時点におけるプロジェクト

の概要は、以下のとおりである。

プロジェクト名 乾燥地生物資源の機能解析と有効利用

スキーム 地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）

プロジェクト期間 2010 年 5 月～ 2015 年 5 月（60 カ月間）

チュニジア側実施

省庁
高等教育・科学技術省（MHESR）
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チュニジア側研究

機関

スファックス大学工学部（ENIS）
スファックス・バイオテクノロジーセンター（CBS）
国立乾燥地研究センター（IRA）

ボルジュ・セドリア・バイオテクノロジーセンター（CBBC）
チュニジア国立農業研究センター（INAT）

受益者 ENIS、CBS、IRA、CBBC、INAT の研究者、学生、技術系職員

対象地域 チュニジア国の乾燥・半乾燥地域

上位目標 １．実施機関が乾燥地生物資源の機能解析の中核的研究拠点になる。

２．有用生物資源を用いて開発された製品の商品化により地域経済が活

性化される。

プロジェクト目標 乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の有用成分の探索・

機能性評価・生産・製品化といった一連のプロセスを統合的に行うため

の技術的な基礎が構築される。

成　果 １．乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の有用成分の

機能性及びその生息環境が解析される。

２．乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の生産のために、

地域環境に適合した高度水利用技術や安定的・持続的な生産環境に

改善するための方法が開発される。

３．乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）に関するライ

ブラリーを含む統合データベースが構築される。

４．分子マーカーを活用した耐非生物ストレス食用作物の育種方法が開

発される。

５．乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の利用・製品

化に関する技術が開発される。

１－３　目　的

終了時評価の目的は、①プロジェクトの成果と結果を確認する、②プロジェクト及び関係者に

対し必要な事項を提言する、③将来または類似のプロジェクトにとって参考となる教訓を抽出す

る、の 3 点である。

１－４　手　法

（１）評価団の構成

終了時評価は、日本側評価団とチュニジア側評価団の合同評価団によって実施された。

１）日本側評価団

日本側評価団は、以下に示す 3 名で構成された。そのほかに、科学技術振興機構（JST）
から 2 名、評価対象プロジェクトのプロジェクト・リーダー 1 名が、オブザーバーとして

参加した。
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担　当 氏　名 所　属

団長／総括 本村　知睦 JICA 農村開発部　参事役

協力企画 会津　菜穂 JICA 農村開発部第 1 グループ第 2 チーム　調査役

評価分析 鶴井　純 株式会社サステイナブル　コンサルタント

＜オブザーバー参加＞

担　当 氏　名 所　属

科学技術計画・

評価

国分　牧衛 JST プログラム・オフィサー／東北大学農学研究科教授

科学技術計画・

評価

佐藤　雅之 JST 国際科学技術部（地球規模課題協力グループ）上席

主任調査員

プロジェクト・

リーダー

礒田　博子 筑波大学　北アフリカ研究センター長／生命環境系教授

２）チュニジア側評価団

チュニジア側評価団は、以下に示す 3 名で構成された。

担　当 氏　名 所　属

総　括 Helmi MARDASSI チュニス・パスツール研究所教授

団　員 Moktar HAMDI 国立原子力科学技術センター（CNSTN）所長

団　員 Mohamed EN NABLI 前国立研究活動評価委員会（CNEAR）会長

（２）分析の対象範囲

終了時評価調査における分析の対象範囲は、①実施プロセス、②達成度、③評価５項目、

の 3 点である。

１）実施プロセス

プロジェクトの実施プロセスとして、以下に示す項目などを調査した。

・実施体制

・関係者間のコミュニケーション

・モニタリング

・意思決定プロセス

・導入された技術

・技術移転

２）達成度

PDM に基づき、以下に示す項目の達成度を調査した。

・投入のタイミングと量

・活動の実績
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・成果の達成度

・プロジェクト目標の達成度

・上位目標の達成度

３）評価基準（評価５項目）

プロジェクトの評価は、以下に示す評価５項目に基づいて実施された。

基　準 視　点

妥当性 プロジェクト目標及び上位目標は、ターゲットグループ・相手国・ドナー

の優先度並びに政策・方針との整合性がとれているか。

有効性 プロジェクト目標は達成されたか。プロジェクト目標に対し成果は適切か。

効率性 プロジェクトへの投入が、有効に活用されているか。投入の手段やタイミ

ングは適切だったか。

インパクト プロジェクトによって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じ

る、正・負の変化があるか。上位目標の達成見込み。

持続性 プロジェクト終了後にプロジェクトで発現した成果が持続する見込み。

（３）データの検証

１）データ分析

客観的にプロジェクトを評価するためには、データの分析が重要である。評価団は、プ

ロジェクトによって収集された定量的データの分析を行った。既存のデータや情報につい

ては、文献調査も実施した。文献調査の主な対象は、政策に関する文書であった。

２）質問票とインタビュー

プロジェクトの評価を行うためには、現状だけでなく過去の実施プロセスも把握するこ

とが不可欠である。プロジェクトの実施プロセスを把握する目的で、質問票調査とインタ

ビュー調査を実施した。インタビュー調査では、質問票調査でカバーできなかった項目に

ついても、対象者と討議を行った。インタビュー調査の対象者は、付属資料１の Appendix
2 に示した。

３）観　察

インタビュー対象者のなかには、プロジェクト活

動に関する感想を率直に表現することに抵抗がある

人がいる可能性がある。プロジェクト活動が行われ

ている現場を訪問し状況を視察することを通じ、プ

ロジェクト活動の真の成果を把握することに努め

た。

４）三角検証

「データ分析」「質問票とインタビュー」「観察」

といった各種情報を三角検証することによって、事

実をできる限り正確に把握するよう努めた（右図参

照）。
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図 0.1 三角検証 

事実

データ分析

観察
質問票とインタ

ビュー

(2) 質問票とインタビュー 

プロジェクトの評価を行うためには、現状だけでなく過去の実施プロセスも把握する

ことが不可欠である。プロジェクトの実施プロセスを把握する目的で、質問票調査とイ

ンタビュー調査を実施した。インタビュー調査では、質問票調査でカバーできなかった

項目についても、対象者と討議を行った。インタビュー調査の対象者は、付属資料１の

Appendix 2 に示した。 

(3) 観察 

インタビュー対象者の中には、プロジェクト

活動に関する感想を率直に表現することに抵抗

がある人がいる可能性がある。プロジェクト活

動が行われている現場を訪問し状況を視察する

ことを通じ、プロジェクト活動の真の成果を把

握することに努めた。 

(4) 三角検証 

「データ分析」、「質問票とインタビュー」、「観

察」といった各種情報を三角検証することによ

って、事実をできる限り正確に把握するよう努

めた（図 0.1 参照）。 

1.5 調査日程 

チュニジアでの現地調査は、2015 年 1 月 25 日から開始され、2015 年 2 月 12 日に終

了した。調査団は、関係する研究機関を訪問し、研究者、学生、技術職者と協議を行っ

た。調査日程の詳細は、以下に示すとおりである。 
日付 曜日 日本側評価団 チュニジア側

評価団 団長／総括 

協力企画 

評価分析 

1 月 24 日 土  東京発 

チュニス着 

 

1 月 25 日 日 JICA チュニジア事務所員によ

るブリーフィング 

1 月 26 日 月 業務調整員へのインタビュー 

JICA チュニジア事務所員への

インタビュー 

1 月 27 日 火 INAT と CBBC でのインタビュー 

ケルアンへ移動 

1 月 28 日 水 民間企業 CarthageFood 社の視

察とインタビュー 

スファックスへ移動 

CBS でのインタビュー 

1 月 29 日 木 ENIS でのインタビュー 

ジェルバへ移動 

1 月 30 日 金 メドニンへ移動 

IRA でのインタビュー 

チュニスへ移動 

1 月 31 日 土 報告書作成 

2 月 1日 日 東京発／チュニス着 

団内会議 

報告書作成 

団内会議 

2 月 2日 月 JICA チュニジア事務所での打ち合わせ 

三角検証
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１－５　調査日程

チュニジアでの現地調査は、2015 年 1 月 25 日から開始され、同年 2 月 12 日に終了した。調

査団は、関係する研究機関を訪問し、研究者、学生、技術職者と協議を行った。調査日程の詳細

は、以下に示すとおりである。

日　付 曜　日

日本側評価団
チュニジア

側評価団
団長／総括

協力企画
評価分析

1 月 24日 土
東京発

チュニス着

1 月 25日 日
JICA チュニジア事務所員によるブリー

フィング

1 月 26日 月

業務調整員へのインタビュー

JICA チュニジア事務所員へのインタ

ビュー

1 月 27日 火
INAT と CBBC でのインタビュー

ケルアンへ移動

1 月 28日 水

民間企業 CarthageFood 社の視察とイン

タビュー

スファックスへ移動

CBS でのインタビュー

1 月 29日 木
ENIS でのインタビュー

ジェルバへ移動

1 月 30 日 金

メドニンへ移動

IRA でのインタビュー

チュニスへ移動

1 月 31日 土 報告書作成

2 月1日 日

東京発／チュニス

着

団内会議

報告書作成

団内会議

2 月 2日 月

JICA チュニジア事務所での打合せ

業務調整員へのインタビュー

高等教育・科学技術省（MHESR）表敬

チュニジア側評価団員とのキックオフ会議

2 月 3日 火
チュニジア側研究機関とのキックオフ会議

INAT でのインタビュー

2 月 4日 水

CBBC でのインタビュー

民間企業 Sopraco 社の視察とインタビュー／合同評価団協議

スースへ移動
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2 月 5日 木
スファックスへ移動

CBS と ENIS でのインタビュー

2 月 6日 金

メドニンへ移動

IRA でのインタビュー／合同評価団協議

チュニスへ移動

2 月 7日 土 報告書作成

2 月 8日 日 報告書作成

2 月 9日 月 合同評価団協議

2 月 10
日

火
プロジェクト運営管理ユニット（PMU）会議／合同評価団協議

合同評価報告書署名

2 月 11
日

水
JCC 会議、M/M 署名

JICA チュニジア事務所への報告

2 月 12
日

木
日本大使館への報告

チュニス発

2 月 13
日

金 東京着
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第２章　実施プロセス

２－１　実施組織

（１）チュニジア側実施組織

１）研究機関

チュニジア側の研究機関は、以下に示す 5 機関である。

・スファックス大学工学部（ENIS）
・スファックス・バイオテクノロジーセンター（CBS）
・国立乾燥地研究センター（IRA）

・ボルジュ・セドリア・バイオテクノロジーセンター（CBBC）
・国立農業研究センター（INAT）

２）省　庁

高等教育・科学技術省（MHESR）は、日本政府機関との連携等を担うチュニジア側政

府機関である。同省は、ENIS、CBS、CBBC の管轄省庁でもある。INAT と IRA の管轄省

庁は農業水資源水産省であり、運営費は農業省予算によってまかなわれているが、研究活

動費の多くは MHESR から配布されている。

３）ジェネラル・コーディネーター

ジェネラル・コーディネーターは、プロジェクトのプロジェクト事務と実施の責任者で

ある。MHESR 技術革新局長が、ジェネラル・コーディネーターに任命されている。

４）サイエンティフィック・コーディネーター

サイエンティフィック・コーディネーターは、プロジェクト管理と技術面の責任者であ

る。CBS 所長（前バイオプロセス研究室長）の Sami SAYADI 教授がサイエンティフィック・

コーディネーターに指名されている。

（２）日本側実施組織

１）研究機関

日本側の研究機関は、以下に示す 3 大学である。

・筑波大学

・京都大学

・東京工業大学

２）プロジェクト・リーダー

プロジェクト・リーダーは、プロジェクト実施に係る事項について、ジェネラル・コー

ディネーター及びサイエンティフィック・コーディネーターと同等の責務を負っている。

筑波大学の礒田博子教授が、プロジェクト・リーダーに任命されている。

２－２　研究グループ

成果１から成果５までの 5 つの成果に対応するために、日本側及びチュニジア側研究者は、5
つの研究グループに分かれて研究活動を行った。
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（１）成果１研究グループ

１）チュニジア側グループ

チュニジア側グループのリーダーは、CBBC 所長の Chedly ABDELLY 教授である。メン

バー構成は表２－１、メンバー一覧は付属資料１の Appendix 4 に示すとおりである。

表２－１　成果１研究グループのチュニジア側メンバー

職位／組織 ENIS CBS IRA CBBC INAT 合　計

教　授 0 1 1 1 0 3

准教授 0 1 0 3 0 4

助　教 0 4 0 2 0 6

研究員 0 0 2 0 0 2

技術者 0 4 5 2 0 11

技　師 0 1 0 1 0 2

博士研究員 0 0 0 0 0 0

博士課程学生 0 7 2 3 0 12

修士課程学生 0 1 0 0 0 1

合　計 0 19 10 12 0 41

２）日本側グループ

日本側グループのリーダーは、筑波大学の礒田博子教授である。メンバー構成は表２－

２、メンバー一覧は付属資料１の Appendix 4 に示すとおりである。

表２－２　成果１研究グループの日本側メンバー

職位／組織 筑波大学 京都大学 東京工業大学 合　計

教　授 5 1 0 6

准教授 2 4 0 6

助　教 6 1 0 7

研究員 5 0 0 5

技術補助員 1 0 0 1

博士課程学生 9 1 0 10

修士課程学生 12 7 0 19

その他 4 0 0 4

合　計 44 14 0 58
注：筑波大学グループの 1 名は、博士課程学生と修士課程学生の双方に分類されている。

外部機関に所属しているが 3 大学と共同で研究を行っているメンバーを含む。
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（２）成果２研究グループ

１）チュニジア側グループ

チュニジア側グループのリーダーは、ENIS の 0RKDPHG .6,%, 教授である。メンバー構

成は表２－３、メンバー一覧は付属資料１の Appendix 4 に示すとおりである。

表２－３　成果２研究グループのチュニジア側メンバー

職位／組織 ENIS CBS IRA CBBC INAT 合　計

教　授 3 1 0 0 4 8

准教授 5 0 0 0 0 5

助　教 0 0 0 1 0 1

研究員 0 0 0 0 0 0

技術者 2 0 0 0 1 3

技　師 0 0 0 0 0 0

博士研究員 0 0 0 0 0 0

博士課程学生 3 4 0 0 5 12

修士課程学生 1 0 0 0 4 5

合　計 14 5 0 1 14 34

２）日本側グループ

日本側グループのリーダーは、東京工業大学の石川忠晴教授である。メンバー構成は表

２－４、メンバー一覧は付属資料１の Appendix 4 に示すとおりである。

表２－４　成果２研究グループの日本側メンバー

職位／組織 筑波大学 京都大学 東京工業大学 合　計

教　授 2 0 2 4

准教授 2 0 1 3

助　教 1 0 1 2

研究員 2 0 2 4

技術補助員 0 0 0 0

博士課程学生 1 0 1 2

修士課程学生 3 0 3 6

その他 0 0 0 0

合　計 11 0 10 21
注：東京工業大学グループの 1 名は、研究員と修士課程学生の双方に分類されている。

外部機関に所属しているが 3 大学と共同で研究を行っているメンバーを含む。
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（３）成果３研究グループ

１）チュニジア側グループ

チュニジア側グループのリーダーは、IRA 研究局長の Mohamed NEFFATI 教授である。

メンバー構成は表２－５、メンバー一覧は付属資料１の Appendix 4 に示すとおりである。

表２－５　成果３研究グループのチュニジア側メンバー

職位／組織 ENIS CBS IRA CBBC INAT 合　計

教　授 1 1 1 1 0 4

准教授 0 0 0 2 0 2

助　教 1 1 0 0 0 2

研究員 0 0 2 0 0 2

技術者 0 0 1 1 0 2

技　師 0 0 0 0 0 0

博士研究員 2 0 0 0 0 2

博士課程学生 0 1 1 2 0 4

修士課程学生 0 0 0 0 0 0

合　計 4 3 5 6 0 18

２）日本側グループ

日本側グループのリーダーは、筑波大学の川田清和助教である。メンバー構成は表２－

６、メンバー一覧は付属資料１の Appendix 4 に示すとおりである。

表２－６　成果３研究グループの日本側メンバー

職位／組織 筑波大学 京都大学 東京工業大学 合　計

教　授 1 0 0 1

准教授 3 0 0 3

助　教 2 0 0 2

研究員 0 0 0 0

技術補助員 1 0 0 1

博士課程学生 0 0 0 0

修士課程学生 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

合　計 7 0 0 7
注：外部機関に所属しているが 3 大学と共同で研究を行っているメンバーを含む。
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（４）成果４研究グループ

１）チュニジア側グループ

チュニジア側グループのリーダーは、INAT の Moncef HARRABI 教授である。メンバー

構成は表２－７、メンバー一覧は付属資料１の Appendix 4 に示すとおりである。

表２－７　成果４研究グループのチュニジア側メンバー

職位／組織 ENIS CBS IRA CBBC INAT 合　計

教　授 0 1 0 0 3 4

准教授 0 0 0 0 0 0

助　教 0 0 0 0 0 0

研究員 0 0 0 0 0 0

技術者 0 0 0 0 0 0

技　師 0 0 0 0 0 0

博士研究員 0 0 0 0 0 0

博士課程学生 0 0 0 0 4 4

修士課程学生 0 0 0 0 2 2

合　計 0 1 0 0 9 10

２）日本側グループ

日本側グループのリーダーは、筑波大学の奥野員敏研究員（前教授）である。メンバー

構成は表２－８、メンバー一覧は付属資料１の Appendix 4 に示すとおりである。

表２－８　成果４研究グループの日本側メンバー

職位／組織 筑波大学 京都大学 東京工業大学 合　計

教　授 2 0 0 2

准教授 0 0 0 0

助　教 1 0 0 1

研究員 2 0 0 2

技術補助員 0 0 0 0

博士課程学生 3 0 0 3

修士課程学生 2 0 0 2

その他 0 0 0 0

合　計 10 0 0 10
注：筑波大学グループの 1 名は、教授と研究員の双方に分類されている。筑波大学グループの別の 1 名は、研究員と

助教の双方に分類されている。
外部機関に所属しているが 3 大学と共同で研究を行っているメンバーを含む。
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（５）成果５研究グループ

１）チュニジア側グループ

チュニジア側グループのリーダーは、CBS 所長の Sami SAYADI 教授である。メンバー

構成は表２－９、メンバー一覧は付属資料１の Appendix 4 に示すとおりである。

表２－９　成果５研究グループのチュニジア側メンバー

職位／組織 ENIS CBS IRA CBBC INAT 合　計

教　授 1 1 1 1 0 4

准教授 3 0 0 0 0 3

助　教 0 1 0 0 0 1

研究員 0 0 1 0 0 1

技術者 0 0 1 0 0 1

技　師 0 0 0 0 0 0

博士研究員 1 0 0 0 0 1

博士課程学生 0 3 2 1 0 6

修士課程学生 0 0 0 0 0 0

合　計 5 5 5 2 0 17

２）日本側グループ

日本側グループのリーダーは、筑波大学の中嶋光敏教授である。メンバー構成は表２－

10、メンバー一覧は付属資料１の Appendix 4 に示すとおりである。

表２－ 10　成果５研究グループの日本側メンバー

職位／組織 筑波大学 京都大学 東京工業大学 合　計

教　授 3 0 0 3

准教授 1 0 0 1

助　教 3 0 0 3

研究員 2 0 0 2

技術補助員 0 0 0 0

博士課程学生 0 0 0 0

修士課程学生 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

合　計 9 0 0 9
注：外部機関に所属しているが 3 大学と共同で研究を行っているメンバーを含む。
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２－３　合同調整委員会（JCC）

（１）役割と機能

JCC は、プロジェクトに関する重要な意思決定を行う目的で設立された。

プロジェクトの討議議事録（R/D）によれば、JCC の機能は以下に示すとおりである。

・ R/D に記されている条件の下、研究計画と年研究計画を承認する。

・プロジェクト全体進捗と年研究計画達成度を評価する。

・プロジェクトの円滑な運営に資するその他の事項を討議する。

（２）構成員

R/D によれば、JCC の構成員は以下に示すとおりである。

１）チュニジア側

・ジェネラル・コーディネーター（議長）

・サイエンティフィック・コーディネーター

・プロジェクト・リーダー

・ MHESR 代表者

・農業水資源水産省農業研究・高等教育センター（IRESA）代表者

・外務省代表者

・環境・持続発展省国立遺伝子バンク代表者

・ ENIS のコーディネーター

・ CBS のコーディネーター

・ IRA のコーディネーター

・ CBBC のコーディネーター

・ INAT のコーディネーター

・その他（議長により指名された者）

２）日本側

・筑波大学代表者

・京都大学代表者

・東京工業大学代表者

・ JICA チュニジア事務所長

３）オブザーバー

・在チュニジア日本大使館員

・ JST 代表者

４）その他

・議長により指名された者

（３）討議の内容

終了時評価調査時点までに、JCC が 5 回開催され、以下に示す議題が議論された。
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表２－ 11　JCC での討議内容

回　数 日　付 主な議題

第１回 2010 年 6 月 22 日

・ PDM の説明

・研究機材

・日本での長期研修

第２回 2011 年 5 月 27 日

・研究機材の調達

・交通事故

・日本での長期及び短期研修

・物質移動合意書

第３回 2012 年 9 月 7 日

・研究機材の利用

・消耗品の調達

・日本での短期研修

・特許申請

・ PDM 第２版の承認

第４回 2013 年 6 月 19 日

・研究活動の進捗

・中間レビューの結果

・ PDM 第３版の承認

第５回 2014 年 11 月 28 日

・研究活動の承認

・共同研究活動のプロセス

・特許申請

（４）PDM の改訂

JCC の重要な役割のひとつは、プロジェクトの枠組みを示す重要な文書である PDM を、

必要に応じて改訂することである。表２－ 12 に示すとおり、終了時評価時点までに、JCC
による PDM の改訂は 2 回行われた。中間レビュー調査以降は、改訂が行われていない。

PDM の第１版～第３版を、付属資料１の Appendix 1 に示す。

表２－ 12　PDM の改訂履歴

PDM の版 時　期 主な改訂箇所

第１版から

第２版へ
2012 年 9 月

・成果４の表現が精緻化された。

・成果４と５に関する活動が明確にされた。

第２版から

第３版へ
2013 年 6 月 ・成果に対する指標に数値目標が導入された。

２－４　プロジェクト運営管理ユニット（PMU）

（１）役割と機能

PMU は、プロジェクト運営のために設立された。R/D によれば、PMU の機能は、以下に

示す 4 点である。

・チュニジア側研究機関の活動・財務計画を審査し、JCC での協議にかける。
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・チュニジア側研究機関の研究活動を監督する。

・半期報告書を JCC メンバー、JICA、JST、MHESR に提出する。

・プロジェクトの円滑な実施に資するその他の事項を協議する。

（２）構成員

R/D によれば、PMU の構成員は以下に示すとおりである。

１）チュニジア側

・サイエンティフィック・コーディネーター（議長）

・プロジェクト・リーダー（副議長）

・ ENIS のコーディネーター

・ CBS のコーディネーター

・ IRA のコーディネーター

・ CBBC のコーディネーター

・ INAT のコーディネーター

・その他（議長により指名された者）

２）日本側

・筑波大学代表者

・京都大学代表者

・東京工業大学代表者

３）その他

・議長により指名された者

２－５　コミュニケーション

（１）チュニジア側研究機関間

チュニジア側研究機関間の主なコミュニケーション手段は、JCC と PMU 会議であった。

日本への招聘プログラム、日本での短期研修、民間企業を対象にしたセミナー開催等のプロ

ジェクト活動を通じても、研究機関間のコミュニケーションは、徐々に強化されてきた。研

究機材の共同利用も、コミュニケーションの強化につながった。例えば、成果１に関する研

究活動を実施するために、CBBC、CBS、IRA には、同じような研究機材が導入された。こ

れら機関の研究室は、機材を共同で使用したり、消耗品を一括購入したりするなど連携を図

るようになった。

（２）日本側研究機関間

日本側研究機関の研究者間のコミュニケーション手段は、電話、電子メール、会議等で

あった。

（３）チュニジア側研究機関と日本側研究機関間

日本側研究者がチュニジアでの現地調査を行う際には、チュニジア側研究者との打合せが

行われた。日本側研究者が日本で研究を行っている期間には、電子メールやスカイプを通じ

てコミュニケーションが図られた。
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日本での長期研修に参加しているチュニジア側研究者は、所属するチュニジア側研究機関

に対し、3 カ月に 1 回、研究の進捗を報告した。

チュニジア側研究者 29 名が日本での短期研修に参加したことも、チュニジア側研究者と

日本側研究者のコミュニケーションを強化することにつながった。

（４）MHESR と農業水資源水産省

MHESR への報告は、主として JCC 会議を通して行われた。チュニジア側研究機関の研究

者が高等教育・科学技術省あるいは農業水資源水産省を訪問する際に、プロジェクトの進捗

が報告されることもあった。

（５）JICA チュニジア事務所と本部

日本側研究者は、チュニジアでの現地調査実施時に、JICA チュニジア事務所を訪問し、

報告を行った。特に、プロジェクト・リーダーは、平均して年 5 回程度 JICA 事務所への報

告を行った。

プロジェクト・リーダーは、日本側研究者を代表して、JICA 本部への進捗の報告を行っ

た。加えて、筑波大学－ JST － JICA による三者会議を隔月実施し、情報共有を図った。

２－６　モニタリングと評価

（１）モニタリング

R/D に示されているとおり、モニタリング活動の一環として半期報告書が 6 カ月ごとに和

文で作成された。半期報告書の内容は学術的な内容であり、PDM の項目ごとに整理されて

いなかったため、中間レビュー調査では、半期報告書に加えて、PDM の活動に基づいたプ

ログレス・レポートを作成することが提案された。中間レビュー調査以降は、英文のプログ

レス・レポートも作成されるようになった。ほかにも、チュニジア側研究機関は、活動の進

捗をプロジェクトのスタッフに毎週報告することが求められており、それらの情報は日本の

プロジェクト・リーダーに報告された。

PDM の活動に基づいたプログレス・レポートが作成されるようになったとはいえ、プロ

ジェクトのモニタリング活動は学術的研究の進捗を確認することに主眼が置かれており、

PDM の指標を定期的に確認する形式でのモニタリングは実施されていなかった。

（２）評　価

2013 年 6 月に、中間レビュー調査が実施された。 中間レビュー調査での提言内容とそれ

に対する関係各機関の対応を示したものが、表２－ 13 である。
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表２－ 13　中間レビュー調査での提言内容と関係各機関の対応

中間レビュー調査での提言 関係各機関の対応

１．プロジェクトへの提言

・残りのプロジェクト期間内での成

果・目標達成に向けた活動促進

・消耗品の一括購入を行うなど業務の効率化が図

られ、研究活動が円滑に進むようになった。

・日本側・チュニジア側研究者間の

情報共有体制の強化

・チュニジア側研究機関の進捗が、週単位で日本

のプロジェクト・リーダーに報告される制度が

導入された。

・残りのプロジェクト期間内の詳細

活動計画作成

・詳細な活動計画が研究グループごとに作成され

たが、計画は文書化されていない。

・ PDM の修正（具体的数値目標の設

定）

・ PDM 第２版が第３版に改訂され、成果につい

ては具体的な数値目標が設定された。

２．日本側への提言

・日本側研究機関間の情報共有体制

の強化

・遺 伝 資 源 の 移 転 に 関 す る 合 意 書（Material
Transfer Agreement）の作成等の場面において、

日本側研究機関間で情報が共有された。

・英文報告書の作成とチュニジア側

への共有

・英文のプログレス・レポートが作成されるよう

になったが、学術的見地からの専門的な内容は

あまり含まれていなかった。

３．チュニジア側への提言

・チュニジア側研究機関の協働体制

の強化

・さまざまなプロジェクト活動を合同で実施する

ことを通じて、チュニジア側研究機関のコミュ

ニケーションが促進された。

・類似の分析機材を共同で使用するなどの経験を

通じて、異なる研究機関であっても研究室間の

連携を促進された。

・サイエンティフィック・コーディ

ネーター、グループリーダーの役

割の明確化

・サイエンティフィック・コーディネーターとグ

ループリーダーの役割が明確化された。グルー

プリーダーは、各研究グループを統括する立場

であり、サイエンティフィック・コーディネー

ターは横断的事象について責任をもつ立場であ

ることが確認された。

・機材の適切な維持管理 ・チュニジア側の全研究機関は、チュニジア側が

機材の維持管理を行わなければならないことを

理解しており、機材を丁寧に使用している。し

かし、不安定な電源など研究機関だけでは改善

が難しい項目もあり、終了時評価時点で CBBC
の飛行時間型質量分析計が故障している。
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２－７　技術的アプローチ

チュニジア側研究機関への聴き取りによれば、プロジェクトで用いられた研究手法には、新規

なものがいくつかあった。新規の研究手法としては、以下に示すものがある。

・機能性をスクリーニングする手段としてのバイオアッセイ

・生物活性分子の精密な定性化及び定量化

・分子マーカーを使った作物育種方法

２－８　技術移転

プロジェクトにより新たに導入されたさまざまな技術は、オンザジョブ・トレーニングや本邦

研修を通じて、チュニジア研究者、学生、技術者に移転された。表２－ 14 に示すとおり本邦研

修に参加したのは 39 名、うち 6 名（すべて博士課程学生）が長期研修、33 名が短期研修参加者

であった。6 名の長期研修参加者は、全員が博士号を取得した。ほかにも、2 名の博士課程学生

は、文部科学省奨学金（SATREPS 枠）を受けて、筑波大学で博士号を取得した。

表２－ 14　本邦研修参加者数

職位／組織 ENIS CBS IRA CBBC INAT 合　計

長期研修プログラム

博士課程学生 0 3 1 1 1 6

短期研修プログラム

教　授 0 0 0 0 1 1

准教授 0 0 0 1 1 2

助　教 3 2 0 1 1 7

研究員 0 0 0 0 3 3

技術者 0 0 1 0 0 1

博士課程学生 1 5 5 3 4 18

修士課程学生 0 0 0 1 0 1

短期研修小計 4
（3）*

7 6
（5）*

6 10
（8）*

33
（29）*

合　計 4
（3）*

10 7
（6）*

7 11
（9）*

39
（35）*

*：複数回研修に参加した対象者がいるため、短期研修参加者の総数は 29 人である。
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第３章　プロジェクトの実績と達成度

３－１　投　入

（１）日本側による投入

１）研究者

終了時評価時点までに、89 名の研究者がプロジェクト活動に参加した。職位の内訳は、

教授 10 名、准教授 11 名、助教 12 名、研究員 13 名、技術補助員 1 名、博士課程学生 15 名、

修士課程学生 27 名、その他 4 名であった。男女別では、男性 58 名、女性 31 名であった。

89 名の研究者のなかには、職場異動、卒業などの理由で、プロジェクト途中で離脱した

者もいた。研究者の内訳と名簿は、表３－１及び付属資料１の Appendix 4 のとおりであ

る。

表３－１　日本側研究者の内訳

職位／組織 筑波大学 京都大学 東京工業大学 合　計

教　授 7 1 2 10

准教授 6 4 1 11

助　教 10 1 1 12

研究員 11 0 2 13

技術補助員 1 0 0 1

博士課程学生 13 1 1 15

修士課程学生 17 7 3 27

その他 4 0 0 4

合　計 69
（66）*

14 10
（9）*

93
（89）*

*：4 名の研究者が複数の職位で登録されており、実際の人数は 89 名である。
注：外部機関に所属しているが 3 大学と共同で研究を行っているメンバーを含む。

２）研究者と専門家の派遣

2014 年 12 月末時点で、JICA によりチュニジアに派遣された日本人研究者は 28 名であ

る。渡航回数の合計は 114 回、チュニジアでの現地活動延べ日数は 1,200 日である。

加えて、JICA は長期専門家（業務調整員）も派遣した。業務調整員は 2012 年 5 月に交

替した。派遣に関する詳細を、表３－２と付属資料１の Appendix 5 に示す。

表３－２　日本からチュニジアへの研究者と専門家の派遣（2014 年 12 月末時点）

研究者 専門家

人　数 渡航回数 現地活動延べ日数 人　数 業務期間（人月）

28 114 1,200 2 51.9
注：長期専門家の休暇期間も業務期間に含まれている。
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３）機材と消耗品

2014 年 12 月末時点で、チュニジア側研究機関のために購入された研究機材と消耗品の

総額は、1 億 6,042 万 6,133 円と 26 万 9,222.109 チュニジア・ディナール（TND）である。

日本側研究のために購入された機材の総額は、2,636 万 8,632 円である。調達の概要を表

３－３に、主な調達機材一覧を付属資料１の Appendix 6 に示す。

表３－３　日本側が調達した研究機材と消耗品総額（2014 年 12 月時点）

受領者 日本での調達 チュニジアでの調達 TOTAL

（円） （円） （TND） （円） （TND）

チュニジア側研究

機関

147,111,133 13,315,000 269,222.109 160,426,133 269,222.109

日本側研究機関 26,368,632 0 0 26,368,632 0

合　計 173,479,765 13,315,000 269,222.109 186,794,765 269,222.109

４）日本への招聘プログラムと本邦研修

表３－４に示すとおり、4 回の日本招聘プログラムが実施され、25 名が参加した。

本邦研修には、表２－ 14 にあるとおり、6 名が長期研修に参加し、35 名が短期研修に

参加した。本邦研修の詳細については、付属資料１の Appendix 7 に示す。

表３－４　日本への招聘プログラム

番　号 時　期 参加者数 目　的

１ 2010年10 月 4 ・プロジェクト活動のキックオフ会議として、日本

側大学 3 校を訪問

２ 2011 年 5 月 10 ・ Desert Technology 学会に出席

・筑波大学主催の SATREPS セミナーに出席

・第４回 PMU と第２回 JCC を開催

・日本の産業セクターを視察

３ 2012 年 9 月 6 ・ JST 主催の SATREPS シンポジウムに出席

４ 2014 年 5 月 5 ・筑波大学で行われた長期研修生の博士論文の公開

審査に参加

・小豆島のオリーブ産業を視察

合　計 25

５）現地活動費

JICA は、チュニジアでの現地活動を支援するため、終了時評価時点までに TND 73 万

9,038 を支出した（表３－５参照）。主な使途は、旅費、会議費、プロジェクトが雇用した

ナショナル・スタッフの給与、作業補助員への謝金、軽微な機器の購入、消耗品の購入、

通信費等である。
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表３－５　日本側が支出した現地活動費（2014 年 12 月末時点）
（単位：TND）

期　間 2010/11 年

（5-3 月）

2011/12 年

（4-3 月）

2012/13 年

（4-3 月）

2013/14 年

（4-3 月）

2014/15 年

（4-12 月）

合　計

金　額 75,160 196,910 176,724 155,264 134,980 739,038

（２）チュニジア側による投入

１）研究者

終了時評価時点までに、97 名の研究者がプロジェクト活動に参加した。内訳は、教授

11 名、准教授 14 名、助教 7 名、研究員 4 名、技術者 16 名、技師 2 名、博士研究員 2 名、

博士課程学生 33 名、修士課程学生 8 名である。男女比をみると、男性 40 名、女性 57 名

である。97 名のなかには、職場異動、卒業等の理由で、プロジェクト途中で離脱した者

もいる。詳細は、表３－６及び付属資料１の Appendix 4 に示す。

表３－６　チュニジア側研究員の内訳

職位／組織 ENIS CBS IRA CBBC INAT 合　計

教　授 3 1 1 1 5 11

准教授 7 1 0 6 0 14

助　教 1 4 0 2 0 7

研究員 0 0 4 0 0 4

技術者 2 4 7 2 1 16

技　師 0 1 0 1 0 2

博士研究員 2 0 0 0 0 2

博士課程学生 3 11 4 6 9 33

修士課程学生 1 1 0 0 6 8

合　計 19 23 16 18 21 97
注：職位は最新のものである。

２）施設と機材

プロジェクトの事務所は、当初スファックスの CBS 内に設立されたが、2011 年にチュ

ニスの INAT に移設された。

チュニジア側研究機関は、自己予算でも研究機材を購入した。2014 年 12 月末時点で、

主要な機材購入のために費やされた金額は、TND 24 万 7,396 と 14 万 4,300 ユーロの合計

額である。これら主要な研究機材の一覧を、付属資料１の Appendix 8 に示す。

３）現地活動費

終了時評価時点までに、チュニジア側から支出された現地活動費は、TND  19 万 8,797
である。チュニジア側現地活動費は、消耗品の購入、機材の維持管理、旅費等に使われ

た。詳細は、表３－７に示すとおりである。
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表３－７　チュニジア側が支出した現地活動費（2014 年 12 月末時点）
単位：TND

期　間 2010/11 年

（5-3 月）

2011/12 年

（4-3 月）

2012/13 年

（4-3 月）

2013/14 年

（4-3 月）

2014/15 年

（4-12 月）

合　計

金　額 - 25,246 40,716 90,476 42,359 198,797

３－２　活　動

（１）全体の進捗

プロジェクトの活動は、行動計画表（PO）にしたがって実施される予定になっていたが、

実際には特に開始時において遅延が生じた。主な理由は、機材のチュニジア国内輸送時に生

じた交通事故と機材の破損、調達の遅れ、チュニジアの政変である。しかしながら、プロ

ジェクトに参加した研究者たちの努力により作業の遅延は回復され、終了時評価時点では大

きな遅れはみられない。全体活動の進捗は、付属資料１の Appendix 9 に示すとおりである。

（２）成果１に係る活動の実績

成果１に係る活動は、以下に示すとおりである。

成果１：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の有用成分の機能性及び

その生息環境が解析される。

活動 1-1-1：伝承的薬効に基づき有用生物資源を選定する。

活動 1-1-2：土地利用形態別情報により対象植物（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の

生息地域を選定し、植物本体の収集を行う。

活動 1-1-3：選定された植物（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）から溶媒抽出を行い、

画分調整を行う。

活動 1-2-1：バイオアッセイ により生物資源の機能性を評価する。

活動 1-2-2：評価された機能性に関して活性本体の同定、メカニズムの解析を行う。

活動 1-3-1：有用生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の採取地点周辺の最新の

気象時系列データを取りまとめる。

活動 1-3-2：有用生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の採取地点周辺の土壌分

析を行い、土壌データを取りまとめる。

活動 1-3-3：有用生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の生息地域の環境特性を

解析する。

１）活動 1-1-1 の実績

生物資源の伝承的薬効に関する情報を収集するための現地調査が、4 回にわたり実施さ

れた。表３－８に示すとおり、182 種の薬用植物情報が収集された。
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表３－８　伝承的薬効成分に係る情報収集調査

番　号 期　間
場　所

（県）
インタビュー対象者

収集された情報

（薬用植物の数）

１ 2010 年 12 月 -
2011 年 1 月

Sfax,
Medenine,
Tataouine

農家、漁業関係者、主婦または

主夫、年長者、香料業者、薬剤

師（計 48 名）

96

２ 2011 年 9 月 Tunis,
Ben Arous, 
Zaghouan

農家、主婦または主夫、年長者、

香料業者、薬剤師、医師、薬用

植物輸出業者（計 19 名）

37

３ 2011 年 11 月 Bizerte 農家 17 名 30

４ 2012 年 11 月 -
2012 年 12 月

Medenine 農家 12 名 19

合　計 96 名 182

薬用植物 182 種に対する情報から、有用な生物資源 19 種が特定された。特定された有

用生物資源を、表３－９に示す。

表３－９　伝承的薬効に基づき選定された有用生物資源

番　号 植物の学術名 伝承的薬効

１ Capparis spinosa 抗頭痛、抗骨内寄生虫

２ Peganum harmala 抗高血圧、抗血糖、抗尿管感染症

３ Nitaria retusa 抗湿疹、抗眼の腫れ

４ Mauricandia arvensis 抗皮膚アレルギー、抗腫瘍

５ Allinum roseum 解熱、抗洟

６ Hernaria fontanseii 抗皮膚裂傷

７ Artemisia herba-alba Asso 抗高血圧、抗腹痛、抗寄生虫

８ Rosmarinus officinalis 抗高血圧、抗頭痛、抗高熱

９ Thymus capitatus 抗高熱

10 Thymus hirtus 抗咳、解熱

11 Juniperus phoenicea 抗咳、解熱、抗昆虫によるラクダの皮膚の疥癬

12 Ruta chalepensis 抗骨痛、抗耳痛

13 Artemisia compestris 抗咳、抗爬虫類毒及び蠍毒

14 Polygunum equisitiform 抗人パロマウィルスによる吹き出物

15 Retama raetam 抗骨折、抗皮膚の腫れ

16 Zizyphus lotus 抗湿疹、抗毛髪の頭垢（フケ）、抗腹部潰瘍、洗顔
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17 Lavandula multifida 抗背骨痛、尿管の洗浄、抗月経不順、神経リラックス、

抗高血糖、血圧安定、皮膚洗浄

18 Matricaria recutita 抗腹部潰瘍、抗肝炎、血管拡大、抗皮膚アレルギー、

洗顔

19 Teucrium pollium 抗関節痛

２）活動 1-1-2 の実績

以下に示す活動が実施された。

ａ）オリーブ

・ 2011 年 11 月と 12 月に、オリーブ 9 品種のサンプリングを、25 カ所で実施した。サ

ンプリング地点は、およそ 10 ～ 12 県に分布している。

ｂ）薬用植物

・ 2011 年 4 月に、半湿潤地域（El Fahs と Zaghouan）と半乾燥地（Matmata と Mednine）
に対する予備調査を実施した。

・薬用植物に対するサンプリングを、20 か所以上で実施した。ローズマリーについて

は、2011 年 6 月から 2013 年 3 月まで 3 か月ごとにサンプリングを行った。

・バイオマス量を算定した。

・ローズマリーの含有物を測定した。

ｃ）塩生植物

・ 2012 年 8 月（乾期）と 2013 年 3 月（雨期）に、に 13 種の塩生植物を収集した。収

集地点は、7 県にまたがる 8 地点である。

３）活動 1-1-3 の実績

オリーブ、薬用植物、塩生植物のサンプルに対し、溶媒抽出と画分調整が行われた。詳

細を、表３－ 10 に示す。

表３－ 10　対象植物サンプルの溶媒抽出と画分調整

植物の種類 溶媒抽出 画分調整

サンプル数 組　織 サンプル数 組　織

オリーブ 52 筑波大学、 CBS 4 CBS

薬用植物 46 筑波大学、京都大

学、IRA
12 筑波大学、IRA

塩生植物 24 筑波大学、CBBC 10 CBS

合　計 122 26

４）活動 1-2-1 の実績

溶媒抽出と画分調整が行われたサンプルの機能性が、バイオアッセイにより評価され

た。バイオアッセイによる評価手法は、日本側研究機関からチュニジア側研究機関へ、戦

略的な方法で移転された。プロジェクトの前半期には、主として日本側研究機関が生物活
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性分析を行い、その分析手法をチュニジア側研究機関に移転した。プロジェクト後半期に

は、チュニジア側研究機関が主体的に生物活性分析を行うよう促された。

５）活動 1-2-2 の実績

活性本体の同定を行うために、プロジェクトで導入された研究機材を使った成分分析

が、主としてチュニジア側研究機関によって実施された。日本側研究機関は、プロジェク

ト後半期において、分析結果の検証を行った。メカニズムの解析は、主として日本側研究

機関が、プロジェクト後半期に実施した。

６）活動 1-3-1 の実績

以下に示す活動が行われた。

・ 5 カ所のサンプリング地点に気象計を設置し、1 年間以上気象観測を行った。

・チュニジアの主要気象観測所 26 カ所の気象データを収集した。

７）活動 1-3-2 の実績

オリーブ、薬用植物（主としてローズマリー）、塩生植物のサンプリング地点及びその

他地点の土壌が採取され、ENIS によって物理的分析と化学的分析が行われた。今回の土

壌分析によって、既存の土壌分類図に土壌の物理・化学特性が付記できるようになった。

サンプリング地点とサンプル数は、表３－ 11 に示すとおりである。

表３－ 11　土壌分析のサンプリング地点とサンプル数

サンプル採取の深さ サンプル数

地　表 249

20 cm 21

40 cm 21

60 cm 19

合　計 310

８）活動 1-3-3 の実績

オリーブ、薬用植物（ローズマリー）、塩生植物の有用成分は、気象や土壌といった生

育環境に左右される。有用成分量と生育環境の関係性の分析は、現在進行中であり、プロ

ジェクト終了までに完了する予定である。

（３）成果２に係る活動の実績

成果２に係る活動は、以下に示すとおりである。
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成果２：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の生産のために、地域環

境に適合した高度水利用技術や安定的・持続的な生産環境の改善方法が開発さ

れる。

活動 2-1：アルカリ塩類集積のリスクの高い地域において、堆積物（貯水池堆積物中に多

く含まれる腐植物質等）を活用した安定的・持続的な生産環境の改善方法を検

討する。

活動 2-2：水資源利用における環境に対する安全性のリスク評価を行う。

活動 2-3：有用生物資源生産に必要である水資源を量及び質の両面で確保するための技術

を開発する。

１）活動 2-1 の実績

以下に示す活動が実施された。

・堆砂速度の推定

‐流域土地利用の調査

‐流域年間土壌流出量の推定

‐深浅測量の結果を用いた堆砂速度の推定

・貯水池流入後の土砂の動態解析

‐貯水池濁水挙動観測結果解析

‐貯水池成層モデルの作成

‐貯水池の数値シミュレーション

・貯水池堆砂の浚渫費用を創出するための堆砂土の商業的利用可能性分析

‐堆砂土の重金属吸着容量の評価

‐堆砂土の土壌改良剤としての利用可能性調査

‐堆砂土のセラミックス（レンガ）生産材料としての利用可能性調査

‐堆砂土の抗アレルギー剤としての利用可能性調査

貯水池堆砂の商品化可能性検討結果は、表３－ 12 に示すとおりである。

表３－ 12　貯水池堆砂の商品化可能性検討結果

番　号 用　途 科学的検証 経済性 事業可能性

持続可能性

備　考

１ 土壌改良剤 確認済み 中 低 他の高付加価値製品と

の組み合わせにより量

的消費は可能。

２ セラミックス

（レンガ）生産

確認済み 中 中 セラミックスを基礎と

した高付加価値な製品

の創出をめざす。

３ 抗アレルギー剤 確認済み 低～中 低 -
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２）活動 2-2 の実績

以下に示す活動が行われた。

・北部チュニジアにおける降水の起源追跡

・ Siliana の内陸流域と Sousse の沿岸流域における地表水－地下水循環システム の解明

・北部沿岸 Nabeul 県の Lebna 及び Chiba 流域における地下水涵養起源の推定（当初計画で

は内陸部の .DVVHULQH 県でも同様の活動が計画されていたが、治安上の問題でアクセス

が困難であったため同県での活動は中止された）

３）活動 2-3 の実績

水資源を量及び質の両面で確保するための技術として、以下に示す 4 つの技術が開発さ

れた。

・�深浅測量を行っていない貯水池における堆砂速度の推定技術（年間流域土壌流出量、河

川形状等から推定する）

・�チュニジア北部広域における降水起源を推定するための安定同位体マッピング技術

・�内陸流域と沿岸流域における地下水－地表水循環系の概念モデル確立技術

・�ダム下流域の地下水涵養に果たすダム起源水寄与率の時空間的分布解析技術

（４）成果３に係る活動の実績

成果３に係る活動は、以下に示すとおりである。

成果３：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）に関するライブラリーを

含む統合データベースが構築される。

活動 3-1-1：データベースの枠組みを設計する。

活動 3-1-2：�1-2-2、1-3-3、2-3 の結果を基にデータベースを構築する。

活動 3-1-3：それぞれの研究機関で構築されたデータベースをスファックス・バイオテク

ノロジーセンター（CBS）のデータベースに統合する。

活動 3-1-4：データベースの運営体制を構築する。

活動 3-2-1：�1-1-3 で抽出された生物資源画分のライブラリーを構築する。

活動 3-2-2：ライブラリーの運営体制を構築する。

１）活動 3-1-1 の実績

データベースの枠組みが、以下に示すとおり設計された。

・データベース構築の目的は、乾燥地及び半乾燥地の生物資源（オリーブ、薬用植物、塩

生植物）に関する情報を蓄積することである。

・主キーを植物種とする。主キーは、写真、基礎情報、バイオアッセイの結果、その他の

情報とリンクする。

・基礎情報は、北アフリカの薬用植物に関する 8 つの文献から収集する。

・入力項目は、チュニジア側研究機関間で標準化する。

２）活動 3-1-2 の実績

・活動1-2-2（バイオアッセイによる機能性の評価）結果をデータベースに入力しているが、

作業が遅れており完了には至っていない。
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・サンプリング地点の位置情報は、気象データ及び土地利用図とリンクされている。サン

プリング地点の土壌情報も利用可能になっている。

・水資源に関する情報は、まだデータベースに入力されていない。水利用技術の活用によ

る生産性向上可能性に関する情報をデータベースに入力する予定である。水利用技術と

生産性向上可能性に関する技術分析が終了次第、入力を開始する。

３）活動 3-1-3 の実績

終了時評価時点において、チュニジア側研究機関（CBS、IRA、CBBC）は、それぞれ

の対象植物（オリーブ、薬用植物、塩生植物）に関するデータセットを独自に保管してお

り、統合はされていない。日本側では、これらの情報が「SATREPS データベース」とし

て統合されている。

４）活動 3-1-4 の実績

チュニジア側研究機関によって、データベースの管理担当者が任命されている。担当者

は、日本側研究者から作業指示を受けた。

５）活動 3-2-1 の実績

植物サンプルのライブラリーが、CBS、CBBC、IRA に設立された。オリーブのサンプ

ルは、粉末と抽出液のかたちで CBS に保管されている。薬用植物のサンプルも、粉末と

抽出液のかたちで IRA に保管されている。塩生植物のサンプルは、粉末のかたちで CBBC
に保管されている。これらのサンプルは、日本の筑波大学と京都大学にも共有されてい

る。

６）活動 3-2-2 の実績

終了時評価時点において、バーコードシステムを使ったライブラリーは、チュニジアに

は導入されていない。日本側（筑波大学）では導入されている。

（５）成果４に係る活動の実績

成果４に係る活動は、以下に示すとおりである。

成果４：分子マーカーを活用した耐非生物ストレス食用作物の育種方法が開発される。

成果 4-1：耐乾性食用作物の乾燥耐性と乾燥に適応するための関連形質に関与する遺伝子

座を同定する。

成果 4-2：乾燥耐性と適応関連形質とに連鎖する分子マーカーを開発する。

１）活動 4-1 の実績

ソルガム、コムギ、オオムギの 3 種が、対象の食用作物として選定された。チュニジア

では、食用作物の耐乾性、耐塩性、耐病性に関する量的形質座位（QTL）を特定すること

が大きな課題になっている。耐乾性と耐塩性に関する分析は日本側研究機関によって行わ

れ、特にコムギとオオムギの耐病性に関する分析はチュニジア側研究機関が担当した。表

３－ 13 に示すとおり、関連する QTL が、各研究機関によって特定された。
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表３－ 13　QTL の特定

作物／耐性 耐乾性 耐塩性 耐病性

ソルガム 筑波大学によって特定

された。

筑波大学によって特定

された。

筑波大学によって特定

された。

コムギ 筑波大学によって特定

された。

筑波大学によって特定

された。

INAT によって特定さ

れた。

オオムギ 筑波大学によって特定

された。

筑波大学によって特定

された。

INAT によって特定さ

れた。

２）活動 4-2 の実績

単純反復配列（SSR）マーカーは、耐乾、耐塩、耐病性をもつ品種を早期に改良するに

あたって重要となる遺伝子情報である。

日本側研究機関によって、以下に示す SSR マーカーが特定された。

・ソルガムの耐乾性（開花期）に関する SSR マーカー

・コムギの耐塩性に関する SSR マーカー

また、チュニジア側研究機関によって、以下に示す SSR マーカーが特定された。

・コムギの耐病性に関する SSR マーカー

・オオムギの耐病性に関する SSR マーカー

（６）成果５に係る活動の実績

成果５に係る活動は、以下に示すとおりである。

成果５：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の利用法・製品化に関す

る技術が開発される。

活動 5-1：有用生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の技術的効率と経済価値を

評価する。

活動 5-2：有用生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）由来の機能成分を利用した

食品乳化／分散技術を開発する。

活動 5-3：有用成分の分離・精製技術を開発する。

１）活動 5-1 の実績

以下に示す活動が行われた。

・オリーブ農家の効率性分析

・食品の安全・衛生に関する法制度分析

・有用性植物の伝統的価値の調査

・日本におけるチュニジア産オリーブオイル消費選好分析

２）活動 5-2 の実績

オレウロペインは、オリーブに含まれている典型的なポリフェノールである。オレウロ

ペインを食品加工で利用するために、以下に示す項目を分析した。
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・オレウロペインの油水界面吸着量

・オレウロペインの界面活性

・オレウロペインの乳化能力

・オリーブ由来オレウロペインを内包したエマルションの調製

・オリーブ由来オレウロペインを内包したエマルションの特性評価

分析の結果として、オレウロペインは乳化能力を有すること、今後、合成乳化剤の代わ

りに使用できることが示された。

３）活動 5-3 の実績

オリーブミル工場廃水から機能成分の一種であるポリフェノールを分離する目的で、以

下に示す項目を分析した。

・膜法によるオレウロペインの分離特性

・ポリフェノールの精製方法

分析の結果として、エタノールを貧溶媒として用いながらオリーブミル工場廃水から高

純度のポリフェノールを分離精製する技術が開発された。同技術は、米国特許として申請

中である。

３－３　成果の達成度

（１）成果１の達成度

１）要　約

成果１：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の有用成分の機能性及び

その生息環境が解析される。

⇒達成されている。

指標 1-1：関連分での論文発表数、国際学会発表数、特許出願数が、それぞれ 15、50、
5 以上になる。

⇒達成されている。

指標 1-2：機能性解析に必要な分析能力を備えた研究者や学生、技術系職員の数が、

CBBC、CBS、IRA において、それぞれ 7 名、6 名、5 名以上になる。

⇒達成されている。

指標 1-3：有望な生物資源の機能性が、8 以上特定されている。

⇒達成されている。

２）指標 1-1 の達成度

指標 1-1 は、目標値以上の達成度を示している。

付属資料１の Appendix 10 に示すとおり、成果１に係る論文数は 30 報である。うち 24
報が原著論文、6 報がその他論文である。論文数は、目標値である 15 報を上回っている。

表３－ 14 に示すとおり、成果１に係る国際学会発表数は 63 である。発表数は、目標値

である 50 を上回っている。付属資料１の Appendix 10 に、発表のリストを示す。
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表３－ 14　成果１に係る国際学会発表数

招待講演 口頭発表 ポスター発表 合　計

2 31 30 63

成果１に関する特許出願数は、アメリカ合衆国への申請が 3 件、日本への申請が 2 件で

ある。出願数は、目標値である 5 件に到達している。特許出願の詳細を、付属資料１の

Appendix 10 に示す。

３）指標 1-2 の達成度

指標 1-2 は達成されている。

チュニジア研究機関の自己評価に基づけば、機能性解析に必要な分析能力を備えた研究

者、学生、技術系職員の数は、表３－ 15 に示すとおりである。対象 3 機関すべてにおい

て目標値が達成されている。

表３－ 15　機能性解析に必要な分析能力を備えた研究者、学生、技術系職員の数

職位／組織 CBBC CBS IRA 合　計 能力を備えたとされる基準の例

研究者 5 2 2 9 SATREPS プロジェクトに深く関与し

た研究者、日本で関連分野の研修を受

けた研究者

学　生 3 4 3 10 関連分野で学位を受けた学生

技術系職員 3 1 1 5 長期にわたり関連分野で業務を続け

てきた職員

合　計 11 7 6 24

目標値 7 6 5 18

４）指標 1-3 の達成度

指標 1-3 は、目標値以上の達成度を示している。

in vivo（生体内）試験により、以下に示す 13 の有望な機能性が特定された。特定され

た有望な機能性の数は、目標値である 8 より多い。

1. チュニジア産オリーブの抗白血病効果

2. チュニジア産オリーブの抗アレルギー効果

3. チュニジア産オリーブの抗腫瘍効果

4. チュニジア産薬用植物の神経関連効果

5. チュニジア産薬用植物のエネルギー代謝促進効果

6. チュニジア産薬用植物の抗アレルギー効果

7. チュニジア産薬用植物の抗ストレス効果

8. チュニジア産薬用植物の抗腫瘍効果

19. チュニジア産薬用植物の美白効果

10. チュニジア産塩生植物の抗肥満効果
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11. チュニジア産塩生植物の抗アレルギー効果

12. チュニジア産塩生植物の美白効果

13. チュニジア産塩生植物の神経関係効果

（２）成果２の達成度

１）要　約

成果２：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の生産のために、地域

環境に適合した高度水利用技術や安定的・持続的な生産環境の改善方法が開

発される。

⇒おおむね達成されている。

指標 2-1：関連分野での論文発表数、国際学会発表数が、それぞれ 12 と 28 以上になる。

⇒達成されている。

指標 2-2：当該分野の技術開発に必要な能力を備えた研究者や学生、技術系職員の数が、

CBS、ENIS、INAT、IRA において、それぞれ 2 名、10 名、3 名、1 名以上になる。

⇒ある程度達成されている。

２）指標 2-1 の達成度

指標 2-1 は、目標値以上の達成度を示している。

付属資料１の Appendix 10 に示すとおり、成果２に係る論文数は 25 報である。うち 23
報が原著論文、2 報がその他論文である。論文数は、目標値である 12 報を上回っている。

表３－ 16 に示すとおり、成果２に係る国際学会発表数は 31 である。発表数は、目標値

である 28 を上回っている。付属資料１の Appendix 10 に、発表のリストを示す。

表３－ 16　成果２に係る国際学会発表数

招待講演 口頭発表 ポスター発表 合　計

8 11 12 31

３）指標 2-2 の達成度

指標 2-2 は、ある程度達成されている。

チュニジア研究機関の自己評価に基づけば、当該分野の技術開発に必要な分析能力を備

えた研究者、学生、技術系職員の数は、表３－ 17 に示すとおりである。CBS と INAT で

は目標が達成されているが、ENIS と IRA の達成度は目標値を下回っている。
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表３－ 17　当該分野の技術開発に必要な能力を備えた研究者、学生、技術系職員の数

職位／組織 CBS ENIS INAT IRA 合　計 能力を備えたとされる基準の例

研究者 1 3 3 0 7 SATREPS プロジェクトに深く関

与した研究者、日本で関連分野

の研修を受けた研究者

学　生 2 3 4 0 9 関連分野で学位を受けた学生

技術系職員 2 2 1 0 5 長期にわたり関連分野で業務を

続けてきた職員

合　計 5 8 8 0 21

目標値 2 10 3 1 16

（３）成果３の達成度

１）要　約

成果３：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）に関するライブラリーを

含む統合データベースが構築される。

⇒ある程度達成されている。

指標 3-1：統合データベースに含まれる品種数が 60 種以上になる。

⇒ある程度達成されている。

指標 3-2：統合データベースを運営管理できる職員数が各機関 1 名以上になる。

⇒ある程度達成されている。

指標 3-3：統合データベースの運営管理マニュアルが整備されている。

⇒ある程度達成されている。

指標 3-4：ライブラリーに保存されているサンプルの数が 360 以上になる。

⇒達成されている。

指標 3-5：ライブラリーを運営管理できる職員数が、CBBC、CBS、IRA において、それ

ぞれ 1 名以上になる。

⇒ある程度達成されている。

指標 3-6：ライブラリーの運営管理マニュアルが整備されている。

⇒ある程度達成されている。

２）指標 3-1 の達成度

指標 3-1 は、ある程度達成されている。

終了時評価時点において、チュニジア側には植物種のデータベースが完成されていな

い。各機関が作成しているのは、植物種に関する一部情報が表計算ソフトに入力されてい

るが完全な検索機能を有していないデータセットである。データセットに入力されている

情報も不完全である。多くの場合、バイオアッセイの分析結果が欠落している。データ

セットに入力されている植物種／品種の数は、表３－ 18 に示すとおりである。これらの

データセットは、筑波大学と共有されている。
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表３－ 18　データセットに入力されている植物種／品種の数

植物の種類 機　関 植物種／品種の数

オリーブ CBS 23 品種

薬用植物 IRA 51 種

塩生植物 CBBC 13 種

合　計 87 種／品種

３）指標 3-2 の達成度

指標 3-2 は、ある程度達成されている。

チュニジア側研究機関の自己評価によれば、表３－ 19 に示すとおり、データセットの

作成法に習熟している職員が数名存在している。該当する職員数は、目標値を上回ってい

るが、これらの職員はデータセットの作成ができるだけであり、統合データベースの運営

管理ができるわけではない点に留意が必要である。チュニジアの統合データベースは終了

時評価時点において未完成である。

表３－ 19　対象植物のデータセットを作成できる職員数

植物の種類 機　関 該当する職員数 目標値

オリーブ CBS 1 1

薬用植物 IRA 4 1

塩生植物 CBBC 2 1

合　計 7 3
出典：関係各機関の自己評価

４）指標 3-3 の達成度

指標 3-3 は、ある程度達成されている。

終了時評価時点において、データベースの運営管理マニュアルはドラフトが作成されて

いるが、完成には至っていない。マニュアルは、プロジェクト終了時までに完成される予

定である。

５）指標 3-4 の達成度

指標 3-4 は、目標値以上の達成度を示している。

表３－20に示すとおり、チュニジア側ライブラリーに保管されている植物種は 50種で、

サンプル数の推測値は 430 である。サンプル数は、目標値の 360 を上回っている。筑波大

学にある日本側のライブラリーに保管されている植物種の数は 68 である。
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表３－ 20　チュニジア側ライブラリーに保管されているサンプル数

植物の種類 保管場所 植物種の数
サンプルの数

（各機関による推測値）
サンプルの形態

オリーブ CBS 23 230 粉末及び抽出液

薬用植物 IRA 14 100 粉末及び抽出液

塩生植物 CBBC 13 100 粉　末

合　計 50 430

６）指標 3-5 の達成度

指標 3-5 は、ある程度達成されている。

チュニジア側研究機関の自己評価によれば、表３－ 21 に示すとおり、ライブラリーの

維持管理ができる職員が数名存在している。該当する職員数は、目標値を上回っている

が、これらの職員はライブラリー維持管理の一部業務ができるだけであることに留意が必

要である。バーコード等を利用した効率的なライブラリー維持管理システムは、チュニジ

ア側研究機関には導入されていない。

表３－ 21　ライブラリーの維持管理ができる職員数

植物の種類 機　関 該当する職員数 目標値

オリーブ CBS 3 1

薬用植物 IRA 3 1

塩生植物 CBBC 4 1

合　計 10 3
出典：関係各機関の自己評価

７）指標 3-6 の達成度

指標 3-6 は、ある程度達成されている。

終了時評価時点において、ライブラリーの運営管理マニュアルはドラフトが作成されて

いるが、完成には至っていない。マニュアルは、プロジェクト終了時までに完成される予

定である。

（４）成果４の達成度

１）要　約

成果４：分子マーカーを活用した耐非生物ストレス食用作物の育種方法が開発される。

⇒達成されている。

指標 4-1：関連分野での論文発表数、国際学会発表数が、それぞれ 5 以上になる。

⇒達成されている。
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指標 4-2：関連する分析を実施できる能力を備えた研究者や学生、技術系職員の数が、

INAT において 6 名以上になる。

⇒達成されている。

２）指標 4-1 の達成度

指標 4-1 は、目標値以上の達成度を示している。

付属資料１の Appendix 10 に示すとおり、成果４に係る論文数は 14 報である。うち 12
報が原著論文、2 報がその他論文である。論文数は、目標値である 5 報を上回っている。

表３－ 22 に示すとおり、成果４に係る国際学会発表数は 12 である。発表数は、目標値

である 5 を上回っている。付属資料１の Appendix 10 に、発表のリストを示す。

表３－ 22　成果４に係る国際学会発表数

招待講演 口頭発表 ポスター発表 合　計

1 5 6 12

３）指標 4-2 の達成度

指標 4-2 は、目標値以上の達成度を示している。

チュニジア研究機関の自己評価に基づけば、関連する分析を実施できる能力を備えた研

究者や学生、技術系職員の数は、表３－ 23 に示すとおり 9 名であり、目標値の 6 名を上

回っている。

表３－ 23　関連する分析を実施できる能力を備えた研究者や学生、技術系職員の数

職位／機関 INAT 能力を備えたされる基準の例

研究者 4 SATREPS プロジェクトに深く関与した研究者、日本で関連

分野の研修を受けた研究者

学生 3 関連分野で学位を受けた学生

技術系職員 2 長期にわたり関連分野で業務を続けてきた職員

合　計 9

（５）成果５の達成度

１）要　約

成果５：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の利用法・製品化に関

する技術が開発される。

⇒おおむね達成されている。
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指標 5-1：関連分野での論文発表数、国際学会発表数、特許出願数が、それぞれ 6、8、
1 以上になる。

⇒達成されている。

指標 5-2：利用法・製品化に関する技術開発能力を備えた研究者や学生、技術系職員の

数が、CBBC、CBS、IRA において、それぞれ 3 名以上になる。

⇒ある程度達成されている。

２）指標 5-1 の達成度

指標 5-1 は、目標値を上回る達成度を示している。

付属資料１の Appendix 10 に示すとおり、成果５に係る論文数は 10 報で、すべて原著論

文である。論文数は、目標値である 6 報を上回っている。

表３－ 24 に示すとおり、成果５に係る国際学会発表数は 10 である。発表数は、目標値

である 8 を上回っている。付属資料１の Appendix 10 に、発表のリストを示す。

表３－ 24　成果５に係る国際学会発表数

招待講演 口頭発表 ポスター発表 合　計

0 5 5 10

成果５に関する特許出願数は、アメリカ合衆国への申請が 1 件である。出願数は、目標

値である 1 件に到達している。特許出願の詳細を付属資料１の Appendix 10 に示す。

３）指標 5-2 の達成度

指標 5-2 は、ある程度達成されている。

チュニジア研究機関の自己評価に基づけば、当該分野の技術開発に必要な分析能力を備

えた研究者、学生、技術系職員の数は、表３－ 25 に示すとおりである。IRA では目標が

達成されているが、CBS と CBBC の達成度は目標値を下回っている。

表３－ 25　利用法・製品化に関する技術開発能力を備えた研究者や学生、技術系職員の数

職位／組織 CBS IRA CBBC 合　計 能力を備えたされる基準の例

研究者 2 3 0 5 SATREPS プロジェクトに深く関与し

た研究者、日本で関連分野の研修を受

けた研究者

学生 0 2 1 3 関連分野で学位を受けた学生

技術系職員 0 1 0 1 長期にわたり関連分野で業務を続けて

きた職員

合　計 2 6 1 9

目標値 3 3 3 9
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３－４　プロジェクト目標の達成度

（１）要　約

プロジェクト目標：乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の有用成分の探索・

機能性評価・生産・製品化といった一連のプロセスを統合的に行う

ための技術的な基礎が構築される。

⇒達成されている。

指標１：実施機関の研究能力全般

⇒達成されている。

指標２：実施機関間の協働体制

⇒達成されている。

（２）指標１の達成度

指標１は、達成されている
1
。チュニジア側研究者は、プロジェクトが導入した新たな研究

手法を吸収しており、結果として、多くの原著論文が作成されるとともに特許申請が行われ

ている。

１）共著論文数

チュニジア側あるいは日本側研究者によって作成されたプロジェクト関連論文の総数

は、72 報である。このうち、40 報がチュニジア側と日本側の共著論文である（表３－ 26

参照）。合同評価団は、5 年間というプロジェクト期間内を考えると、十分な数の論文が

作成されたと評価する。

表３－ 26　チュニジア側と日本側による共著論文数と筆頭著者の分類

成　果 筆頭著者の分類 合　計

チュニジア側研究メンバー 日本側研究メンバー その他

成果１ 9 1 3 13

成果２ 2 11 0 13

成果３ 0 1 1 2

成果４ 4 0 0 4

成果５ 4 4 0 8

合　計 19 17 4 40
注：日本で長期研修を受けたチュニジア側研究者は、「チュニジア側研究メンバー」に区分してある。

２）特許申請数

プロジェクト活動の成果として申請されている特許数は 6 である。すべての特許申請

は、チュニジア側と日本側の共同申請である。

３）新たに導入された研究手法

チュニジア側研究機関は、プロジェクトによって新たに導入された研究手法として、以

1
　プロジェクト目標の指標１には、具体的な達成目標あるいは数値目標が示されていないため、定量的に達成度を評価することは

困難であった。
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下に示す手法を挙げた。合同評価団は、これらの新たな研究手法がチュニジア側研究機関

に着実に移転されていることを確認した。新たな研究手法を身に付けることなどを通じ

て、チュニジア側研究機関は、技術面においても機材面においてもその研究能力が強化さ

れた。

・機能性をスクリーニングする手段としてのバイオアッセイ

・生物活性分子の精密な定性化及び定量化

・分子マーカーを使った作物育種方法

（３）指標２の達成度

指標２は、達成されている
2
。

チュニジア側研究機関によれば、プロジェクト以前あるいはプロジェクト開始当初におい

て、実施機関が協働して研究に取り組んだ経験はほとんどなかった。プロジェクト開始後

は、実施機関の協働体制が構築・強化された。以下に示す事例は、その具体例である。合同

評価団は、実施機関間の協働体制が構築され、十分なレベルで機能していると評価する。

・対象植物がオリーブ、薬用植物、塩生植物と異なるものの類似の手法や研究機材で研究

を行っている CBS、IRA、CBBC は、連携して研究を進めている。研究機材に不具合が生

じた際に互いに研究者を派遣したり、消耗品を一括で購入したりするなどの工夫がみられ

るようになった。

・ ENIS は、すべての対象植物に対する横断的課題である土壌に関する研究において、機関

連携の中心的役割を担っている。ENIS は、CBS、IRA、CBBC からサンプルを受け取りな

がら土壌の分析を行った。

・ INAT と ENIS は、水資源に関する研究を、分担しながら行っている。

３－５　上位目標の達成度

（１）要　約

終了時評価時点において、上位目標の達成度を測るのは困難であった。上位目標の指標に

は、ベースラインとなるデータがないものもあり、数値目標も設定されていないからであ

る。終了時評価時点で可能な限り情報を収集したので、その結果を以下に示す。

上位目標１：実施機関が乾燥地生物資源の機能解析の中核的研究拠点になる。

上位目標２：有用生物資源を用いて開発された製品の商品化により地域経済が活性化さ

れる。

指標 1-1：関連分野の研究者数と国籍並びに実施機関を訪れる海外からの訪問者数。

指標 1-2：データベースの種と品種の数、データベースへのアクセス数。

指標２：有用生物資源を用いた製品数、売り上げ、新規雇用者数並びに民間企業に使用

された特許やライセンスの数。

2
　プロジェクト目標の指標２には、具体的な達成目標あるいは数値目標が示されていないため、客観性が高い手法で達成度を評価

することができなかった。
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（２）指標の達成度

１）指標 1-1 の達成度

表３－ 27 に示すとおり、終了時評価時点におけるチュニジア側研究機関の職員数は

3,222 人であり、全員がチュニジア人である。

チュニジア側研究機関に問い合わせたところ、海外からの訪問者数は、IRA を除いて記

録されていなかった。プロジェクト活動に参加している IRA の研究室は、中間レビュー

調査以降、薬用植物に関心がある訪問者の数を記録していた。終了時評価時点までに 7 組

の訪問者があり、うち 2 組が海外からの訪問者であった。

表３－ 27　チュニジア側研究機関職員の内訳

職位／組織 ENIS CBS IRA CBBC INAT 合　計

教　授 82 15 16 12 30 155

准教授 31 7 14 9 25 86

助　教 98 25 21 57 25 226

補助員 23 3 18 8 22 74

研究者 7 20 22 23 10 82

技術者 35 35 105 28 15 218

博士課程学生 850 85 99 104 400 1,538

修士課程学生 30 20 40 20 200 310

事務職員 50 20 64 22 50 206

作業員 68 22 191 36 10 327

合　計 1,274 252 590 319 787 3,222

２）指標 1-2 の達成度

終了時評価時点において、チュニジアのデータベースは構築されておらずアクセス数を

確認することはできなかった。データベースの基礎情報となるデータセットを見ると、入

力されている植物種と品種の数は、87（オリーブ 23 品種、薬用植物 51 種、塩生植物 13 種）

である。

３）指標 2 の達成度

終了時評価時点で有用生物資源を用いた製品化は実現していない。特許も申請中である

ため、民間企業に使用された特許やライセンスもない。

ただし、研究成果の製品化が進展しつつある。プロジェクトでは、研究成果を民間企

業等に紹介し実用化につなげる目的で、2014 年 3 月 14 日に、97 名（チュニジア側 74 名、

日本側 23 名）の参加を得て SATREPS セミナーをチュニジア商工連合会（UTICA）と連携

して開催した。また、民間企業等からの問合せも届いている。終了時評価時点における民

間企業等からの問合せの現状と、研究成果が実用化されるまでの道筋と課題を成果ごとに

整理すると、以下に示すとおりとなる。

－ 40 －



ａ）成果１

民間企業数社から問合せが来ている。チュニジア側研究機関に対する問合せは、以下

に示す 5 例である。これらの事例は、何らかのかたちで成果１と関連があると思われ

る。特筆すべきは、IRA が機能性食品のサンプルを自ら開発し、民間企業や住民への広

報を積極的に進めていることである。

・チュニジア企業が、自社の商品（エッセンシャルオイル）をバイオアッセイ技術で分

析することに関心を示し、CBS に問合せを行った。

・フランスの化粧品会社が、CBBC との連携を図っている。

・チュニジアの乳製品会社が、自社製品の品質向上について、CBBC と共同研究の実施

契約締結へ向けた取り組みを行っている。

・チュニジアの乳製品会社が、IRA と共に Ziziphus lotus を使った機能性食品の開発を進

めている。

・チュニジアの生物薬剤会社が、薬用植物の薬効について IRA に問合せを行っている。

日本企業からの問合せも、筑波大学に届いている。日本企業からの問合せ数を整理し

たものが、表３－ 28 である。ほかにも、バイオアッセイの手法に関する問合せが 1 社、

ハラルフードに関する問合せが 1 社から寄せられている。

表３－ 28　成果１に関する日本企業からの問合せ数

番　号 有望な機能性 日本企業からの問合せ数

1 チュニジア産オリーブの抗白血病効果 4 - -

2 チュニジア産オリーブの抗アレルギー効果 - -

3 チュニジア産オリーブの抗腫瘍効果 - -

4 チュニジア産薬用植物の神経関連効果 2 1 2

5 チュニジア産薬用植物のエネルギー代謝促進

効果

-

6 チュニジア産薬用植物の抗アレルギー効果 -

7 チュニジア産薬用植物の抗ストレス効果 -

8 チュニジア産薬用植物の抗腫瘍効果 -

9 チュニジア産薬用植物の美白効果 -

10 チュニジア産塩生植物の抗肥満効果 - -

11 チュニジア産塩生植物の抗アレルギー効果 - -

12 チュニジア産塩生植物の美白効果 - -

13 チュニジア産塩生植物の神経関係効果 - -

民間企業からの問合せは、研究成果製品化の第一段階にすぎない。製品化に至るまで

には、さまざまな課題を克服していく必要がある。成果１で特定された 13 の有望な機

能性につき、想定される製品の種類と製品化に至るまでの課題を整理すると、表３－

29 に示すとおりとなる。
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表３－ 29　成果１で特定された有望な機能性が製品化されるまでのロードマップ

番　号 有望な機能性 想定される製品 製品化に至るまでの課題

1 チュニジア産オリーブ

の抗白血病効果

・医薬品（白血病対策）

・機能性食品

・作用メカニズムの解明

・安全性評価

・経済性評価

・臨床試験

2 チュニジア産オリーブ

の抗アレルギー効果

・医薬品（アレルギー

対策）

・機能性食品

・作用メカニズムの解明

・機能性成分の同定

・安全性評価

・経済性評価

・臨床試験

3 チュニジア産オリーブ

の抗腫瘍効果

・医薬品（抗がん剤）

・機能性食品

・作用メカニズムの解明

・機能性成分の同定

・安全性評価

・経済性評価

・臨床試験

4 チュニジア産薬用植物

の神経関連効果

・医薬品（神経病対策）

・機能性食品

・作用メカニズムの解明

・機能性成分の同定

・安全性評価

・経済性評価

・臨床試験

5 チュニジア産薬用植物

のエネルギー代謝促進

効果

・医薬品（肥満対策）

・機能性食品

・作用メカニズムの解明

・安全性評価

・経済性評価

・臨床試験

6 チュニジア産薬用植物

の抗アレルギー効果

・医薬品（アレルギー

対策）

・機能性食品

・作用メカニズムの解明

・機能性成分の同定

・安全性評価

・経済性評価

・臨床試験

7 チュニジア産薬用植物

の抗ストレス効果

・医薬品（神経病対策）

・機能性食品

・作用メカニズムの解明

・安全性評価

・経済性評価

・臨床試験

8 チュニジア産薬用植物

の抗腫瘍効果

・医薬品（抗がん剤）

・機能性食品

・作用メカニズムの解明

・機能性成分の同定

・安全性評価

・経済性評価

・臨床試験
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9 チュニジア産薬用植物

の美白効果

・機能性化粧品

・機能性食品

・作用メカニズムの解明

・安全性評価

・経済性評価

・臨床試験

10 チュニジア産塩生植物

の抗肥満効果

・医薬品（肥満対策）

・機能性食品

・作用メカニズムの解明

・安全性評価

・経済性評価

・臨床試験

11 チュニジア産塩生植物

の抗アレルギー効果

・医薬品（アレルギー

対策）

・機能性食品

・作用メカニズムの解明

・安全性評価

・経済性評価

・臨床試験

12 チュニジア産塩生植物

の美白効果

・機能性化粧品

・機能性食品

・作用メカニズムの解明

・安全性評価

・経済性評価

・臨床試験

13 チュニジア産塩生植物

の神経関係効果

・医薬品（神経病対策）

・機能性食品

・作用メカニズムの解明

・安全性評価

・経済性評価

・臨床試験

ｂ）成果２

表３－ 30 に示すとおり、農業水資源水産省を通じて、いくつかの地方農業開発事務

所（CRDA）が、プロジェクトで開発された技術に関心を示していることが報告されて

いる。

表３－ 30　成果２に関する関係者からの問合せ状況

番　号 開発された技術 技術に対する問合せ状況

1
深浅測量を行っていない貯水池における堆砂

速度の推定技術
なし

2
チュニジア北部広域における降水起源を推定

するための安定同位体マッピング技術

いくつかの CRDA が関心

を示している。

3
内陸流域と沿岸流域における地下水－地表水

循環系の概念モデル確立技術

いくつかの CRDA が関心

を示している。

4
ダム下流域の地下水涵養に果たすダム起源水

寄与率の時空間的分布解析技術
なし
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ｃ）成果３

データベースに関し数社から問合せがあったが、データ公開には至っていない。

ｄ）成果４

終了時評価時点で、成果４に関する実用化に向けた問合せはない。

ｅ）成果５

オリーブミル工場廃水からのポリフェノール精製技術については、日本企業からの問

合せが届いている。これら技術が製品化に至るまでの課題を整理すると、表３－ 31 に

示すとおりとなる。

表３－ 31　成果５で開発された技術が製品化されるまでのロードマップ

番　号 開発された技術 製品化に至るまでの課題

1 オレウロペインの油水界面における界面活性

効果を利用する食品乳化技術の開発

・安定化技術

2 オリーブミル工場廃水からのポリフェノール

精製技術

・民間企業との連携
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第４章　評価結果

４－１　評価５項目による評価の結果

（１）妥当性

妥当性は「高い」。

（中間レビュー調査時点では、「高い」と評価されていた）

１）ニーズ

受益者であるチュニジア側研究機関に所属する研究者、学生、技術系職員のニーズは、

最先端の研究の実施によりチュニジアの経済発展に貢献することである。プロジェクト

は、受益者のニーズに応えている。

２）優先度

ａ）チュニジアの開発政策

チュニジア国「2012-2016 年経済社会開発戦略」は、10 の優先課題を掲げている。プ

ロジェクトは、このうち以下に示す 3 つの課題に応えている。

・科学と技術によって、経済構造を転換する。

・生産性、創造性、自由な独創力のために、国内に活力を創出する。

・資源の利用を最適化し、自然環境を保全する。

ｂ）日本の国別援助方針

2013 年に作成された日本の対チュニジア国別援助方針は、以下に示す 3 項目を重点

分野としている。

①公正な政治・行政の運営に向けた安定的な国内改革

②持続可能な産業育成

③国内産業振興を担う人材の育成

プロジェクトは、重点分野②と③に大きく貢献するものである。

（２）有効性

有効性は「高い」
3
。

（中間レビュー調査時点では、「可能性として高い」と評価されていた）

１）プロジェクト目標達成

チュニジア側研究機関には最先端の研究機材が装備されており、機材を有効に活用した

研究活動も行われている。チュニジア側研究機関の研究能力は、強化されている。

プロジェクト活動を通して、チュニジア側研究機関の連携も深まった。研究機関による

協働体制が整備された。

プロジェクト目標は既に達成されていると考えられるが、統合データベースの構築等の

残作業を確実に実施することにより、達成度を更に高めることが期待される。

２）成果からプロジェクト目標に至るまでの論理性

5 つの成果は相互補完の関係にあり、程度に差があるものの何らかのかたちで生物資源

3
　プロジェクト目標の指標には、具体的な達成目標あるいは数値目標が示されていないため、客観性が高い手法で達成度を評価す

ることができなかった。
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の有効利用に貢献している。生物資源の有効利用には、2 つの側面がある。1 つ目は、質

的側面（生物資源に付加価値をつけること）であり、2 つ目は量的側面（経済活動に必要

となる生物資源の量を確保すること）である。有効な生物資源を製品化・実用化するため

には、この両面を満足させる必要がある。

・成果１は、生物資源に付加価値を加えることをめざしている。具体的な対象はオリー

ブ、薬用植物、塩生植物であり、生物資源有効利用の質的側面にアプローチしている。

・成果２は、一定の生物資源を確保することをめざした基礎研究の集合体である。生物資

源有効利用の量的側面にアプローチしている。

・成果３は、生物資源有効利用の質的側面と量的側面双方にアプローチしている。具体的

には、成果１と２の結果を広く知らしめることを目的にしている。

・成果４は、食用作物の量的側面にアプローチしている。研究対象が食用作物であるた

め、成果をすぐにオリーブ、薬用植物、塩生植物に適用することはできないが、新たに

導入された育種法は、将来的にオリーブ、薬用植物、塩生植物に適用できる可能性があ

る。

・成果５は、生物資源有効利用の質的側面と量的側面双方にアプローチしている。

３）成果からプロジェクト目標に至るまで外部条件

成果からプロジェクト目標に至るまでの外部条件「導入される技術が実施研究機関内及

び実施研究機関間で共有される」は満たされており、問題は発生しなかった。

４）プロジェクト目標達成に係る促進要因

・本邦研修の内容が適切であり、チュニジアにおける研究機材の購入計画と調和が取れて

いた。研修生は、本邦研修で必要な技術を学び、帰国後にはチュニジアで同じ機材を使

いながら研究を進めることができた。

・小豆島など日本の研究機関と産業界を視察したことが、チュニジア側研究者の意欲を刺

激し、チュニジア生物資源の有効利用を進める契機となった。

・ほとんどの消耗品が、日本側により購入された。チュニジア側研究者は、研究活動の技

術的側面に集中することができた。

・プロジェクト期間を通し、日本側（JICA）が一括してさまざまな事務手続きを行った。

事務的手続きが円滑に行われたことは、双方にとってメリットがあった。

５）プロジェクト目標達成に係る阻害要因

・ 2010 ～ 2011 年のジャスミン革命により、チュニジアでの研究活動に遅れが生じた。

・機材運搬時に生じた運送会社の交通事故により、研究機材の搬入が遅れた。

・チュニジア側の資器材調達に長時間を要した。

・ 2011 年の東日本大震災により日本側研究機関に保管されていた試験サンプルが喪失す

る、留学生が帰国するといった事態が生じた。

（３）効率性

効率性は「ある程度高い」。

（中間レビュー調査時点では、「中程度」と評価されていた）

１）成果の達成見込み

終了時評価時点において、成果１と４は「達成」されており、成果２と５は「おおむね
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達成」されている。これらの成果は、プロジェクト終了後まで達成度が維持される見込み

である。終了時評価時点における成果３の達成度は、「ある程度達成」であるが、表４－

１に示すとおり、プロジェクト終了までに達成度の改善が期待できる。

表４－１　終了時評価時点における成果の達成見込み

成果１ 乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の有用成分の機能性及

びその生息環境が解析される。

⇒達成されている。

成果２ 乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の生産のために、地域

環境に適合した高度水利用技術や安定的・持続的な生産環境の改善方法が開

発される。

⇒おおむね達成されている。

成果３ 乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）に関するライブラリー

を含む統合データベースが構築される。

⇒ある程度達成されており、プロジェクト終了時までに達成することが可能である。

CBS、IRA、CBBC が作成している植物種のデータセットを統合し、データベース化

することによって、プロジェクト終了時までに成果３を達成することができる。

成果４ 分子マーカーを活用した耐非生物ストレス食用作物の育種方法が開発される。

⇒達成されている。

成果５ 乾燥地生物資源（オリーブ、薬用植物、耐塩性植物）の利用法・製品化に関

する技術が開発される。

⇒おおむね達成されている。

２）投入

全体として、日本側からの投入もチュニジア側からの投入も、量とタイミングのいずれ

も適切であった。投入は、研究成果の発表、特許の申請、技術移転、機材の購入、研修な

どに有効に使われた。終了時評価時点で確認された問題は、CBBC に導入された TOF-MS
の故障である。また投入コストについても成果の達成に見合うものであった。

３）活動から成果に至るまでの外部条件

活動から成果に至るまでの外部条件の一部が満たされず、以下のとおり支障が生じた。

・機材運搬中に交通事故が発生し、機材の搬入に遅れが生じた。

・ジャスミン革命の影響により、IRA 等への日本人研究者のアクセスが一時的に制限され

た。

４）実施プロセス

全体として、プロジェクトの実施プロセスは適切だったが、一部の活動で日本側とチュ

ニジア側のコミュニケーション不足がみられた。
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（４）インパクト

インパクトは「ある程度高い」。

（中間レビュー調査時点では、「可能性として高い」と評価されていた）

１）上位目標達成の可能性

ａ）上位目標１

上位目標１「実施機関が乾燥地生物資源の機能解析の中核的研究拠点になる。」の達

成可能性は、ある程度高い。

チュニジア側実施機関が中核的研究拠点になるには、特に以下に示す 2 点において、

更なる努力が必要である。1 点目は、研究能力を更に強化することである。そのために

は、最先端の研究機材を適切に維持管理していくことが不可欠である。2 点目は、チュ

ニジア及び国際的な民間企業、チュニジア政府機関、その他市民に研究機関の能力を

理解してもらうことである。

ｂ）上位目標２

上位目標２「有用生物資源を用いて開発された製品の商品化により地域経済が活性化

される。」の達成可能性は、ある程度高い。

以下に示すとおり、終了時評価時点においても、民間企業数社が生物資源の有効な機

能性について関心を寄せている。

・チュニジア企業が、自社の商品（エッセンシャルオイル）をバイオアッセイ技術で分

析することに関心を示し、CBS に問合せを行った。

・フランスの化粧品会社が、CBBC との連携を図っている。

・チュニジアの乳製品会社が、自社製品の品質向上について、CBBC に問合せを行って

いる。

・チュニジアの乳製品会社が、IRA とともに Ziziphus lotus を使った機能性食品の開発を

進めている。

・チュニジアの生物薬剤会社が、薬用植物の薬効について IRA に問い合わせを行って

いる。

チュニジア側研究機関は、これら企業の関心をつなぎ止め、次なる段階に進めるよう

あらゆる手段を尽くす必要がある。

２）正のインパクト

・当初計画には入っていなかったが、ENIS が日本人研究者と共に、地理情報システム

（GIS）を使った「環境データベース」の構築を始めた。環境データベースの主な目的は

土壌分析の結果を表示することであるが、将来的には、有効な生物資源の分布解析など

他の用途に拡大することも可能である。

・プロジェクトの受益者とされていない日本の研究者にとっても、プロジェクトの実施に

はメリットがあった。日本の研究者のチュニジアの乾燥地・半乾燥地へのアクセスが確

保され、チュニジア乾燥・半乾燥地を対象にした研究活動を行うことができた。

３）負のインパクト

終了時評価時点で顕在化している負のインパクトはない。
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（５）持続性

持続性は「中程度」である。

（中間レビュー調査時点では、「確保されている」とされていた）

１）政策面

チュニジア政府は、知識集約型の経済発展並びに「研究と開発」の重要性を強調してい

る。政府の政策は、生物資源の機能解析と有効利用の持続性を担保するものである。

２）組織・制度面

チュニジア側研究機関に関する組織・制度改編は計画されていない。政府が推進するテ

クノパーク事業は、研究機関の環境改善を後押しすることになると考えられる。

３）技術面

プロジェクトは、多くの高性能かつ高価な研究機材を導入した。これら機材の導入は、

多くの研究成果に貢献した。しかしながら、これら機材の維持管理は容易ではない。チュ

ニジアでは、機材に問題が生じた際、直ちに対応してくれる業者やサービスが存在しな

い。消耗品のなかには、簡単に入手できないものもある。

４）人的資源面

プロジェクト期間中に、8 名のチュニジア側メンバーが筑波大学で博士号を取得し、29
名が短期研修を受講した。これらの研修生が、帰国後も当該分野の研究に従事するまたは

研究機関に雇用されるのであれば、人的資源面の持続可能性は高い。

５）財務面

機材の維持管理予算には、懸念がある。故障の程度が深刻である場合、修理には多額の

予算が必要となるが、チュニジア側研究機関には深刻な故障に対応するだけの予算が配賦

されていない。チュニジア側研究機関のなかには、研究活動予算の獲得に苦しんでいる機

関があり、プロジェクト終了後の消耗品購入が問題となるおそれがある。チュニジア側研

究機関は、民間セクターに対する委託分析を執り行うなどといった高品質のサービスを提

供するなどの工夫をして、財務基盤を強化する必要がある。

６）社会・文化面

プロジェクトが社会・文化面に与える影響は、ほとんどないと思われる。

７）環境面

終了時評価調査時点において、プロジェクトが環境面に与える影響は確認されていな

い。将来的に、多くの生物資源が経済活動のために利用されるようになった場合には、生

物資源が枯渇しないよう資源を適切に管理していかなくてはならない。

４－２　結　論

合同終了時評価団は、プロジェクトが多くの成果を創出していることを確認した。プロジェク

トは、その目標である「生物資源の有効利用に係る技術的基盤の構築（オリーブ、薬用植物、塩

生植物の機能性探索と評価並びに経済的利用可能性の評価）」を成し遂げている。

チュニジア側と日本側双方の研究機関は、プロジェクト活動に真摯に取り組んでおり、そのこ

とがプロジェクトの円滑な進捗につながった。チュニジア側研究機関は、多くの最先端研究機材

を導入し、研究技術を向上させることによって、最先端レベルの研究活動が実施できるように

なった。研究機関間の協力体制も強化された。結果として、人材育成、技術移転、生物資源の有
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効利用可能性などの面において、大きな成果が得られた。

５項目評価の結果は、妥当性と有効性が「高い」、効率性とインパクトが「ある程度高い」、持

続性が「中程度」となった。詳しい説明は、表４－２に示すとおりである。

上記の結果にかんがみ、合同終了時評価団は、R/D に記載されているとおり、プロジェクトは

2015 年 5 月に終了されるべきと結論する。

表４－２　５項目評価の要約

妥当性 高い。

プロジェクトは、受益者のニーズに応えており、チュニジア及び日本の政策とも合致している。

有効性 高い。

有用な生物資源を探索し、機能性を評価し、将来の製品化につなげていくための技術的基盤

が確立された。プロジェクト目標は、達成されている。

効率性 ある程度高い。

一部の外部条件が満たされなかったにもかかわらず、成果３を除くほとんどの成果が目標ど

おり達成されている。ほとんどの投入は、成果達成のために有効に利用されている。

インパクト ある程度高い。

チュニジア側研究機関は、研究開発能力を向上させている。学術界並びに産業界との交流を

深めていくことにより、これら機関が将来的に生物資源に関する中核的存在になっていくこ

とが期待できる。

持続性 中程度

政策面、組織面等の持続性は高い。日本で研修を受けたチュニジア側研究者の継続的雇用と

高性能かつ高価な研究機材の維持管理が、将来に向けた課題である。
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第５章　提　言

５－１　プロジェクト残期間にプロジェクトが対応すべき事項

（１）残作業の着実な実施

プロジェクトは、チュニジアにおけるジャスミン革命、機材運搬中の交通事故による機材

搬入の遅れ、東日本大震災による日本側研究機関のサンプル喪失など、想定外の事態に見舞

われた。合同終了時評価団は、日本側及びチュニジア側の努力により、これら作業の遅れが

終了時評価時点までにほぼ解消されていることを確認した。

終了時評価以降 4 カ月間のプロジェクト残期間においては、プロジェクト目標と成果の達

成度を更に向上させるために必要な活動を整理・分析し、それらの活動を着実に実施してい

くことが望まれる。例えば、以下に詳述するように統合データベースの構築と試験運用など

の残作業が、着実に実施されなくてはならない。

（２）最も実用化に近づいている研究成果の抽出と成果の発表・展示

プロジェクトは、抗肥満効果、抗腫瘍効果、美白効果など、製品化の可能性が最も高いと

考えられる研究成果を 5 つ程度選定し、ウェブサイトやパンフレットなどの作成を通じて農

業、工業、環境、製薬などの産官学の関係者に研究成果を発表・展示すべきである。

（３）最終成果発表会の実施

PMU は、研究者、政府関係者、産業界関係者等に科学的な研究成果を広く知らしめるた

めに、最終成果発表会を開催するべきである。

（４）データベース構築と運用に向けた役割の分担

終了時評価時点において、植物種に関する情報はチュニジア側研究機関にデータセットと

して保管されているが、これらのデータはデータベースとして統合・運用されるべきであ

る。チュニジア側研究機関が、将来的に生物資源の中核的研究拠点として機能していくなら

ば、このようなデータベースを構築・運用することは非常に重要である。データベースは、

産業界との共同研究や研究成果の実用化を図るうえで重要なツールとなり得るからである。

データベースを構築すれば、有用な生物資源がどのように分布しているかなどの情報を把握

することができるようになるかもしれない。

プロジェクトによるデータベース構築には遅れがみられるが、プロジェクトは、その残期

間においてデータベースを着実に構築しなくてはいけない。合同終了時評価団が各研究機関

を訪問・視察したところ、チュニジア側研究機関と日本側研究機関との調整などデータベー

ス構築で中心的役割を果たす機関としては、ENIS が最適であるように思われる。

データベースは、必要かつ十分な機能をもつように、慎重に設計されなくてはならない。

生物資源の分布を把握することができれば、どのような環境でその生物資源が効率的に生育

できるのかを理解できるようになるだろう。それらの情報から、大量生産の可能性等を分析

することが可能になると考えられる。
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（５）上位目標指標の改訂

プロジェクトは、プロジェクト終了時までに、上位目標の指標を改訂すべきである。現時

点の指標には、チュニジア側研究機関にとって測定が困難なものが含まれているからであ

る。改訂された指標は、測定可能であり、かつ、数値目標を含んでいなくてはならない。指

標改訂は、プロジェクト期間中に開催される JCC で提案され、承認されなくてはならない。

（６）プロジェクト終了後も有効な日本－チュニジア研究機関間 MOU の締結

現在、日本側研究機関とチュニジア側研究機関が締結している協定覚書（MOU）の有効

期限は、プロジェクト終了時までとなっている。プロジェクト終了後に、プロジェクトで収

集した生物資源から有効な機能が発見されることも考えられるため、協定覚書は、プロジェ

クト終了後でも有効なものに更新される必要がある。MOU は、プロジェクトの成果に関し、

包括的な内容でなくてはならない。

５－２　プロジェクト終了後に日本側が対応することが期待される事項

（１）チュニジア側研究機関との協力関係維持

日本側研究機関は、さまざまなネットワークを駆使して、プロジェクト終了後もチュニジ

ア側研究機関と何らかの協力関係を維持することが期待される。

（２）日本企業への情報提供など連携の強化

上位目標２「有用生物資源を用いて開発された製品の商品化により地域経済が活性化され

る。」を達成するために、日本側研究機関及び研究者は、プロジェクト終了後も引き続き、

日本あるいは海外企業との連携拠点となることが望まれる。これらの努力によって、共同研

究や生物資源の有効利用が促進されることが期待される。

５－３　プロジェクト終了後にチュニジア側が対応することが期待される事項

（１）日本側研究機関との協力関係維持

チュニジア側研究機関は、さまざまなネットワークを駆使して、プロジェクト終了後も日

本側研究機関と何らかの協力関係を維持することが期待される。

日本側研究機関との協力関係が特に必要なのは、特許取得製品が関係する分野（分子構造、

分子基盤の作用、構造機能の解析など）である。なかでも薬用植物の抗腫瘍作用に関する協

力関係維持は重要であるが、プロジェクトによる特許申請が行われたすべての分野で協力関

係を維持していくことが期待される。

（２）研究成果の実用化・製品化の促進に資する産学連携プラットフォームの設立・運営

上位目標２「有用生物資源を用いて開発された製品の商品化により地域経済が活性化され

る。」を達成するためには、多分野を対象にした水平型あるいは総合的研究活動から、特定

分野に絞り込んだ垂直型あるいは実用化型研究に移行していく必要がある。言い換えれば、

バイオテクノロジーからバイオインダストリーへの転換が期待されている。

チュニジアでは、テクノパークが産学連携の基盤となっている。テクノパーク内の産学連

携機能が更に強化され、研究機関とチュニジアあるいは国際的な企業との連携が強化されて

－ 52 －



いくことが期待される。

テクノパークにおける産学連携をめざした活動としては、以下が考えられる。

・研究者による民間企業訪問・視察の支援

・産学連携を促進するためのセミナーの開催

・民間企業に対する研究成果の公開と普及（例えば、生物資源の持続的な高度利用技術のデ

モンストレーション）

・研究者に対する知的財産取得の支援（特許申請など）と知的財産の管理（ライセンスなど）

・研究成果を実用・製品化するための民間企業との共同研究スキームの構築と推進

・食品産業による有効な機能成分製品化の支援

・研究成果を利用した起業の支援

・チュニジアの生物資源を利用した製品の経済性を評価するための研究者による市場調査

の支援

・若手研究者による新規事業に対する補助金制度の確立

（３）データベースの公開と関係者からのアクセス促進

データベースは、共同研究や生物資源の有効利用を促進するための重要な基盤である。

チュニジア側研究機関は、プロジェクト終了後も主体的にデータベースの開発を継続し、関

係者からのアクセスを促進していくことが期待される。

（４）チュニジア側研究メンバーの継続的雇用

上位目標１「実施機関が乾燥地生物資源の機能解析の中核的研究拠点になる。」を達成し、

チュニジア側研究機関の研究能力を維持発展させるためには、プロジェクトに参画したチュ

ニジア側研究者が、機関によって継続的に雇用されなくてはならない。これらの研究者が、

プロジェクト活動を通じて身に付けた研究能力と経験を継続的に発揮し、自らの研究機関を

発展させていくことが期待される。

（５）研究機材の適切な維持管理

R/D にも明記されているとおり、研究機材の維持管理はチュニジア側の責務である。機材

の修理や消耗品の購入等について、適切な維持管理体制が構築されなくてはならない。以下

に示すのは、そのための事例である。

・チュニジア側研究機関が、機材販売業者と維持管理契約が結べないかを交渉する。

・ MHESR が、毎年、機材の維持管理費を配賦する。この予算によって、機材販売業者が高

性能・高価な機材の定期メンテナンスを行えるようになる。

・機材購入の際に、現地に代理店があり維持管理サービスを提供できる業者を優先すべき

である。

・チュニジア側研究機関は、生物分析やバイオアッセイなどの分析業務を、第三者への有

償サービスとして提供すべきである。これらの業務により得られた対価は、高性能・高価

な機材の維持管理に使うことができる。
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第６章　教　訓

（１）生物資源の製品化を実現するための要件

合同終了時評価団は、プロジェクトの成果として、多くの研究成果が得られたことを確認

した。具体的な成果としては、原著論文、博士論文、その他の有用な成果品がある。

プロジェクトの研究成果は、基礎科学から応用科学までを含むものであり、生物資源を市

場に持ち込み有効利用しようとする試みもみられた。しかしながら、プロジェクト関係者の

努力では乗り越えられない壁があることも明らかになった。生物資源を製品化し国内あるい

は国際的な市場に製品を届けるためには、今回のプロジェクト期間を超えるレベルでチュニ

ジアと日本間の関係を維持・強化していくことが必要である。

（２）有用な生物資源特定をする際に伝統的知識を活用する有効性

プロジェクトは、有用な生物資源を特定する第一歩として、地域の伝統的知識を収集し

た。伝統的知識に基づき生物資源を分析した結果、伝承的な薬効をもつとされる植物は、有

用な機能成分を含んでいることが科学的に証明された。伝統的知識を利用することによっ

て、有用な生物資源の探索が効率的に行えることが確認された。

（３）研修と機材供与の有効な組み合わせによる効果的な技術移転

チュニジア側研究者への技術移転の主な手段は、日本の大学での短期及び長期研修であっ

た。これら研修プログラムと並行して、チュニジア側研究機関には日本の大学と同様の研究

機材が導入された。日本での研修を終えたチュニジア側研究者は、チュニジア帰国後も直ち

に研究を続けることができた。研修と機材供与の組み合わせは、技術移転の手法として効果

的な方法であった。

（４）多機関連携の強化に向けた各機関の役割の明確化

プロジェクトには、5 つの独立するチュニジア側研究機関が参画した。プロジェクトの活

動を通じて、これら研究機関の連携が深まり、結果として機材の共同利用や相互学習といっ

た連携がみられるようになった。

複数の研究機関が参画するプロジェクトにおいてより強固な連携を実現するためには、各

機関の役割を明確にし、より強力なリーダーシップの下で活動を実施することが必要であ

る。強力なリーダーシップを発揮するためには、実施国において学術的に著名で、プロジェ

クト管理や運営に秀でており、かつ、プロジェクト活動にフルタイムで参加できる人材を、

研究チームの統括者に任命することが望ましいであろう。

（５）適切な機材の購入による持続性の確保

先端的な研究を行うためには最先端の研究機材を導入する必要があるが、研究活動の持続

性を担保するためには適切な維持管理が不可欠である。一般に、最先端の研究機材は維持管

理が難しいので、機材を選定する際には、関係者が十分協議して適切な機材を選定しなくて

はならない。現地に良い代理店があるか否かもあらかじめ確認することが重要である。
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付　属　資　料

１．M/M・合同評価報告書（英文）

２．地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）
研究課題別終了時評価報告書
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ᆅ⌫つᶍㄢ㢟ᑐᛂᅜ㝿⛉Ꮫᢏ⾡༠ຊ࣒ࣛࢢࣟࣉ�36)75$6� 

◊✲ㄢ㢟ู⤊஢時ホ౯ሗ࿌᭩ 

 

㸯㸬◊✲ㄢ㢟ྡ 

஝⇱ᆅ⏕≀㈨※ࡢᶵ⬟ゎᯒと᭷ຠ฼⏝（2010年�月㸫2015年5月） 

 

㸰㸬◊✲௦⾲⪅ 

㸰㸬㸯㸬᪥ᮏഃ◊✲௦⾲⪅  㸸♒⏣ ༤Ꮚ（⟃Ἴ኱Ꮫ ໭ࢱࣥࢭ✲◊࢝ࣜࣇ࢔ー㛗 ᩍᤵ） 

㸰㸬㸰㸬┦ᡭഃ◊✲௦⾲⪅㸸6DPL 6D\DGL（ࢪࣟࣀࢡࢸ࢜࢖ࣂ࣭ࢫࢡࢵ࢓ࣇࢫー࣭ࢱࣥࢭー                  

ᡤ㛗） 

  

㸱㸬◊✲ᴫせ 

஝⇱ᆅᇦࡢ≀⏕ࡢ୰ࡣ࡟ᴟ㝈⎔ቃ࡟㐺ᛂ࡟ࡵࡓࡿࡍ⋓ᚓࡓࡋ≉␗ⓗ௦ㅰ⣔࡚ࡗࡼ࡟฼⏝౯್ࡢ

㧗࠸ᶵ⬟ᛶ成ศ➼ࣥࢸ࣏⏘⏕ࡢࣝ࢔ࣜࢸ࣐≀⏕ࡢシࣕࣝࢆ᭷ࡢ≀᳜ࡿ࠸࡚ࡋᏑᅾࡀᮇᚅࠋࡿࢀࡉ

状⌧ࡀࡢ࠸ࡋஈࡔࡲࡣ౛✲◊ࡢ࡚࠸ࡘ࡟㛤Ⓨࡢ฼⏝ἲࡸ᥈⣴ࡢ➼ᶵ⬟ᛶ成ศࡢࡑࠊࡽࡀ࡞ࡋ࠿ࡋ

ㄆ☜ࢆ᭷⏝ᛶࡢ※㈨≀᳜ࡿࡍ⫱⏕஝⇱࣭༙஝⇱ᆅᇦ࡛ࡢ࢔ࢪࢽࣗࢳࡣト࡛ࢡ࢙ࢪࣟࣉᮏࠋࡿ࠶࡛

ࢆ㛤Ⓨࡢ᱂ᇵᡭἲࡓࡋ目ᣦࢆ⏘㔞ࡢ※㈨≀᳜ࠊ࡟ࡶとと࠺⾜ࢆᢏ⾡㛤Ⓨࡿࡍ㛵࡟฼⏝ἲࡢࡑࠊࡋ

 ࠋ࠺⾜ࢆ✀⫱ࡓࡋ目ᣦࢆቃ㐺ᛂ⎔ࡢ≀᳜ࡿࢀࡉᮇᚅࡀ᭷⏝ᛶࠊࡓࡲࠋ࠺⾜

ලయⓗ࡛࢔ࢪࢽࣗࢳࠊࡣ࡟⏕ᜥࡽ࠿≀᳜ࡿࡍᢳฟࡓࡋ᭷⏝成ศࠊ࡚࠸⏝ࢆ་⸆ရࠊᶵ⬟ᛶ㣗ရ

ࠊࡓࡲࠋࡍ目ᣦࢆ〇ရ㛤Ⓨ࡚ࡗ⾜ࢆᵓ⠏ࡢ⾡〇ရ໬ᢏࠊࡋ᥈⣴ࢆ≀໬⢝ရཎᩱೃ⿵໬ྜࡣ࠸ࡿ࠶

஝⇱ᆅࠊ࡟ࡽࡉࠋ࠺⾜ࢆゎᯒࡢ࡝࡞ሷᛶ࣭⪏஝ᛶ㑇ఏᏊ⪏࡚࠸ࡘ࡟≀஝⇱ᆅస࡚ࡋ目標とࢆ✀⫱

☜㔞ⓗࡢỈ࡟≉ࠊ࠸⾜ࢆ໬Ꮫⓗ࣭⏕≀Ꮫⓗศᯒ⌮≀࡚࠸ࡘ࡟Ỉࡧࡼ࠾ᅵተࡿ࠶࡛┙ᇶ⫱⏕ࡢ≀᳜

ಖࡸỈ㉁ಖドࢆ目ᣦࠊࡋ㝆㞵Ỉ࣭℺₅Ỉ࣭ᆅୗỈࢆ฼⏝ࡓࡋሙྜࡢᅵተࡸỈࡢᏳ඲ᛶホ౯ࡗ⾜ࢆ

࡚ಖỈ฼⏝ᢏ⾡ࢆ㛤Ⓨࡇࡿࡍとࢆ目標とࠋࡿ࠸࡚ࡋ 

 

㸲㸬ホ౯⤖果 

 

⥲ྜホ౯  （㸿㸩㸸ᡤᮇࡢィ⏬ୖࡸࡸࢆᅇࠊࢀࢃ⾜ࡀࡳ⤌ࡾྲྀࡿ኱࡞ࡁ成果ࡀᚓ

 （ࡓࢀࡽ

 

࠾஦ᨾࡢᐇ㦂ᶵჾᦙ㏦時ࡢᅜෆ࡛࢔ࢪࢽࣗࢳࠊᨻኚࡿࡅ࠾࡟࢔ࢪࢽࣗࢳࡢト㛤ጞ時ࢡ࢙ࢪࣟࣉ 

ࣉࠊࡢࡢࡶࡓࡌ⏕ࡀࢀ㐜࡟άື✲◊ࡢᮇึ࡚ࡅཷࢆᙳ㡪ࡿࡼ࡟୙ྍᢠຊࡢ࡝࡞ᮾ᪥ᮏ኱㟈⅏ࡧࡼ

ព࡟☜᫂ࢆ఍ᐇ⿦♫ࡢ成果✲◊ࠊト࣓ࣥࢪーࢿ࣐トࢡ࢙ࢪࣟࣉ࡞ࡳᕦࡿࡼ࡟ーࢲトࣜーࢡ࢙ࢪࣟ

㆑ࢡ࢙ࢪࣟࣉࡓࡋトタィ࡟ᇶ࡙ࣝࢢ✲◊ྛࠊ࡚࠸ーࡀࣉ╔ᐇࢆ✲◊࡟ᐇ᪋ࠊࡋ௒࡟࡛ࡲゎ᫂ࢀࡉ

࠿ࡽ᫂ࡀᶵ⬟ᛶ成ศࡢ13ࠊ果⤖ࡓࡋゎ᫂࡟໬Ꮫⓗࢆᶵ⬟ᛶࡢ≀᳜⏝ఏ⤫స≀࣭ᮍ฼ࡓࡗ࠿࡞࠸࡚

ࡉᙧ成ࡶࢡト࣡ーࢵࢿேⓗࠊࢀࡉഛᩚࡀศᯒᶵჾ࡞⬟㧗ᛶࠊࡓࡲࠋࡿࡁホ౯࡛ࡃ㧗ࡣ点ࡓࢀࡉ࡟

－ 161 －
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ࡼ࡟ດຊࡢ௒ᚋࠊࡾ࠶ࡶ（ᐇ⏝໬ࠊ✀⫱ࠊྜ⤫ࡢࢫー࣋ࢱーࢹ≀᳜）㒊ศࡢᮍ達成ࠊࡋణࠋࡓࢀ

 ࠋࡿࢀࡉᮇᚅࡀ成果ࡿ

ேᮦ⫱成ࡢ㠃࡛ࡢ33ྡࡢ࢔ࢪࢽࣗࢳࡶⱝᡭ◊✲⪅ࡀ᪥ᮏ࡛◊ಟࡕ࠺ࡢࡑࠊࡋ␃Ꮫ⏕�ྡࡀ༤ኈ

Ꮫ఩ྲྀࢆᚓ୍ࠊࡋᐃࡢ◊✲成果ࠊࡾ࠾࡚ࡆୖࢆ㧗ࡃホ౯࡛ࢡ࢙ࢪࣟࣉࠊ࡟ࡽࡉࠋࡿࡁトࡢ◊✲成

果ࡣᅜෆ2௳ࠊᾏእ�௳ࡢ≉チฟ㢪ࡧࡼ࠾ከࡢࡃཎⴭㄽᩥࡲ࡟とࠊࡾ࠾࡚ࢀࡽࡵ⏘ᴗ໬ࡢ࡬ᒎ㛤

 ࠋࡿࡍホ౯ࡃ㧗࡚ࡳ࡟ⓗྜ⥲ࠊࡽ࠿࡝࡞点ࡿࡁᮇᚅ࡛ࡶ

 

㸲㸫㸯㸬ᆅ⌫つᶍㄢ㢟ゎỴࡢ࡬㈉⊩ 

 

࠙ㄢ㢟ࡢ㔜せᛶとࢡ࢙ࢪࣟࣉトࡢ成果ࡀㄢ㢟ゎỴ࡟୚ࡿ࠼⛉Ꮫⓗ࣭ᢏ⾡ⓗࢡࣃࣥ࢖トࠚ 

 ໭࢝ࣜࣇ࢔ᆅ୰ᾏἢᓊᆅᇦࡢ஝⇱࣭༙஝⇱ᆅᖏ᳜ࡿࡍ⏕⮬࡟≀㈨※（ࣜ࢜ーࠊ≀᳜⏝⸆ࠊࣈ⪏

ሷᛶ᳜≀）ࢆఫẸࡢᅾ᮶▱ࢆᡭࡾ࠿ࡀと࡚ࡋ཰㞟ྵࠊࡋ᭷成ศࣄࡢトࡢ⑓Ẽࡸ೺ᗣ୪࡟ࡧ໬⢝ရ

➼とࡢ࡚ࡋᶵ⬟ᛶとຠ⏝࢖ࢭࢵ࢔࢜࢖ࣂࡢ33ࢆ⣔࡛☜ㄆࠊ࡝࡞ࡿࡍఏᢎຠ⬟ࢆ⛉Ꮫⓗ࡟᫂࡟࠿ࡽ

≀⏕ࠊࡓࡲࠋ࠸῝኱ኚ⯆࿡ࡶ࡚ࡋと（≀໬ྜࢻーࣜ）ࢬ๰⸆シーࠊࡾ࠶ࡀトࢡࣃࣥ࢖ࡣ║╔ࡿࡍ

㈨※ࢹー࣋ࢱーࢆࢫᵓ⠏ࣥ࣋ࣥ࢖࡚ࡋトࣜーࢆస成ࡇࡓࡋとࠊࡣ㈨※ࢆ฼⏝ࡓࡋ⏘ᴗ໬ࡿ⮳࡟㐨

ࡀᛶ⬟ྍࡿࡀ⧄ࡶ࡟㈋ᅔ๐ῶࡸಖ඲ࡢ※㈨≀⏕ࡣ࡟ᑗ᮶ⓗࠊࡋព࿡ࢆとࡇࡓࡋ達฿࡟ཱྀࡾධࡢ➽

㧗ࠊࡃᆅ⌫つᶍㄢ㢟ゎỴ࡟୚ࢡࣃࣥ࢖ࡿ࠼トࡣ㧗࠸とホ౯ࠋࡿࢀࡉ 

 

࠙ᅜ㝿♫఍ࡿࡅ࠾࡟ㄆ▱ࠊά⏝ࡢぢ㏻ࠚࡋ 

 ᮏࢡ࢙ࢪࣟࣉト࡛ࡣ໭ࡢ࢝ࣜࣇ࢔⏕≀㈨※ࢆᶵ⬟ᛶ◊✲と࠺࠸᪂࠸ࡋษཱྀ࡛ホ౯ࡿࡍᡭἲࡀ᭷

࡚ࡗࡼ࡟➼チฟ㢪≉ࡸ⾲ⓎࡢᅜෆእᏛ఍࡛ࠊ⾲ㄽᩥⓎࡣ成果✲◊ࡢࡇࠋࡓࢀࡉ♧ࡀとࡇࡿ࠶࡛⏝

⛉Ꮫศ㔝࡛ᗈࡃㄆ▱࡟࡛ࡍࡓࡲࠊࢀࡉ㛵ᚰࡓࡋ♧ࢆ௻ᴗ➼࡛ࡢࡿ࠶ࡶ⏘ᴗ໬と࠺࠸ᐇ⏝㠃࡛ࡢά

 ࠋ࠸㧗࡚ࡵᴟࡣホ౯ࡧࡼ࠾ㄆ▱ᗘࡢࡽ࠿ᅜ㝿♫఍ࠊࡃ㧗ࡶࡋぢ㏻ࡢ⏝

 

࠙௚ᅜࠊ௚ᆅᇦࡢ࡬Ἴཬࠚ 

ᆅ୰ᾏἢᓊࡣ஝⇱࣭༙஝⇱ᆅᖏࡿ࠶࡟㎰ᴗ⎔ቃ᮲௳ୗ࡞࠺ࡼࡌᑐ㇟ᆅᇦとྠ✲◊ࡢ࢔ࢪࢽࣗࢳ 

㣗ᩥ໬ࡿࡍ᭷ࢆ㣗⸆㈨※（ఏᢎ⸆ຠࡓࡋト࡛ศᯒᑐ㇟とࢡ࢙ࢪࣟࣉᮏࠊ࡛ࡢࡿ࠸࡚ࡋศᕸࡃᗈ࡟

ࣉ࢔ࡿࡍ࡟☜᫂ࢆࢫࣥࢹࣅ࢚ࠊࡵࡓࡢࡑࠋ࠸㧗ࡣᛶ⬟ྍࡿ࠸࡚ࡋ⫱⏕ࡀ（※㣗㈨ࡓࢀࡲ㎸ࡾྲྀ࡟

ࣟーࡧࡼ࠾ࢳᚓࡓࢀࡽ◊✲成果ࡣẼೃⓗ࡟㢮ఝࡓࡋ㏆㞄ࡢ໭࢝ࣜࣇ࢔ㅖᅜ࡟༑ศ࡟Ἴཬࡿ࠺ࡋ㔜

せ࡞成果࡛ࠊࡾ࠶Ἴཬຠ果ࡣ㧗ࠋ࠸㣗⸆㈨※ࡢᅵተ࣭Ỉ➼ࡢ⏕⫱᮲௳ࡾࡼࢆ᫂☜ࡇࡍ♧࡟とࡼ࡟

 ࠋࡿࢀࢃとᛮ࠸ࡍࡸࡳ㐍ࡀἼཬࡾ

 

࠙ᅜෆእࡢ㢮ఝ◊✲とẚ㍑ࠚࣝ࣋ࣞࡓࡋ 

◊✲ᡭἲࡣ௒ࠊࡀࡔࡢࡶࡓࢀࢃ࡞⾜ࡶ࡟࡛ࡲ⣲ᮦࡀ௒ࡢࡑࠊࡾ࠶࡛ࡢࡶ࠸࡞࡟࡛ࡲ⣲ᮦࢆ⛉Ꮫ

ⓗ࡟᫂ࡇࡓࡁ࡛࡟࠿ࡽとࡣホ౯࡛࡛ࡲࢀࡇࠊࡓࡲࠋࡿࡁఫẸࡢᅾ᮶▱ࡣࡓࡲఏᢎ▱㆑と࡚ࡋఏ࠼

成果ࡢトࢡ࢙ࢪࣟࣉᮏࡓࡋ࡟☜᫂ࢆᏛⓗ᰿ᣐ⛉࡚ࡋᑐ࡟�ఏᢎⓗ⸆ຠ�ຠ果ࡢ※㣗⸆㈨ࡓࡁ࡚ࢀࡽ

 

� 
 

⏕ࡢ࡚ࡋ㑇ఏ㈨※と≀⏕ࡢ※㣗⸆㈨ࡓࡋ࡟᰿ᣐࢆࢀࡇ࡟ࡽࡉࠋࡿࢀࢃとᛮࡿ࠶㔜せ࡛࡚ࡵࢃࡁࡣ

⏘ᅜࡢᶒ฼୺ᙇࡸఫẸࡿࡼ࡟฼⏝ಁࢆ㐍ࠊࡃ࡞࡛ࡅࡔࡿࡍ㣗⸆と࠺࠸௜ຍ౯್ࢆ௜ࡓࡅ㣗ရࡸ㣧

ᩱ➼ࡢ⏘ᴗ໬࡟㐨ࢆ㛤ྍࡃ⬟ᛶ୍ࠋࡿࢀࡽ࠼⪄ࡶ᪉ࠊ㣗⸆㈨※ࡢ⏕⏘ᇶ┙ᩚഛ࡟㛵ࡸࡸࡣ࡚ࡋ成

果ࡀ୙㊊ࠋࡿ࠸࡚ࡋ 

 

㸲㸫㸰㸬┦ᡭᅜࢽーࡢࢬ඘㊊ 

 

࠙ㄢ㢟ࡢ㔜せᛶとࢡ࢙ࢪࣟࣉトࡢ成果ࡀ┦ᡭᅜࢽーࡢࢬ඘㊊࡟୚ࢡࣃࣥ࢖ࡿ࠼トࠚ 

ఏ⤫ⓗ࡞㣗⸆㈨※ࡢ᭷⏝成ศࡢ≉ᐃとᶵ⬟ᛶࢆ⛉Ꮫⓗ࡟᫂ࢹࡢࡑࠊࡋ࡟࠿ࡽー࣋ࢱーᩚࢆࢫഛ

࠶成果࡛ࡿ࠼୚ࢆトࢡࣃࣥ࢖࠸㧗࡟ࢬーࢽࡢᡭᅜ┦ࡣとࡇࡓࡋ成⫱ࢆ⪅✲◊ⱝᡭࡧࡼ࠾とࡇࡓࡋ

ࡢ✀ᐇ⏝ရࡢࢠ࣒࢜࢜ࠊࢠ࣒ࢥ࣒ࣛࣗࢹࠊ࣒࢞ࣝࢯࡓࡋᚓ⋓ࢆሷ㢮⪏ᛶࡸ஝⇱⪏ᛶࠊ᪉୍࡛ࠋࡿ

⫱成と࠺࠸┦ᡭᅜࢽࡢー࡟ࢬᑐࢫ࡞࠺ࡼࡢࡇࠊࡣ࡚ࡋトࣞࢫ⪏ᛶ࡟㛵㐃ࡿࡍ㑇ఏᏊ࣐ー࢝ーࡢ≉

ᐃࡣ࡟成ຌࡣ✲◊ࡓࡅྥ࡟✀⫱ࠊࡀࡓࡋ㐍ࢡࣃࣥ࢖ࠊࡎࡽ࠾࡛ࢇトࡣపࠋࡿ࠶࡛ࡲࡲ࠸ 

 

࠙ㄢ㢟ゎỴࠊ♫఍ᐇ⿦ࡢぢ㏻ࠚࡋ 

᭷⏝成ศྵ᭷᳜≀ࢆ౑ࡓࡗ⏘ᴗ໬ࡣ࡚ࡅྥ࡟Ẹ㛫௻ᴗࡢཧ⏬ࡀᚲせ࡛ࠊࡓࡲࠊࡾ࠶⏘ᴗ໬᥎㐍

ほ点ࡢ（ᚓ࣭฼⏝と฼┈㓄ศྲྀࡢ※㑇ఏ㈨�$%6ࡸಖ඲ࡢከᵝᛶ≀⏕ࡿࡅ࠾࡟ᡭᅜ┦ࠊࡣ࡟ࡵࡓࡢ

ࠊࡓࡲࠋࡿࢀࡽࡵồࡀとࡇࡿࡵ㐍࡟ៅ㔜ࠊ࡛ࡢࡿ࠶ᚲせ࡛ࡀ㓄៖࡞ㄆと༑ศ☜ࡢᶒ฼ࡢ㈨※ᅜࡽ࠿

ᮏࢡ࢙ࢪࣟࣉト࡛ࡣ᭷⏝࡞⏕⌮άᛶ᳨ࡢᐃ࢖ࢭࢵ࢔࢜࢖ࣂࡣ⣔ࡓ࠸⏝ࢆẁ㝵࡛␃ࠊࡾ࠾࡚ࡗࡲ⏘

ᴗ໬ࢆ㐍ືࠊࡣ࡟ࡿࡵ≀ᐇ㦂ࣄࡸト࡛ࡢᶵ⬟ᛶホ౯ࡀᚲせ࡛ࡇࡢࡑࠋࡿ࠶とࠊࡵྵࡶ⏘ᴗ໬ࡢ㠃

≀⏕஝⇱ᆅࠊࡓࡲࠋ࠸࡞࠼ゝࡣと࠸㧗ࡣ㺂⌧ẁ㝵࡛ࡣࡋぢ㏻ࡢ఍ᐇ⿦♫ࡸㄢ㢟ゎỴࠊࡶ࡚ࡳࢆࡅࡔ

㈨※ࢹࡢー࣋ࢱーᩚࢫഛࡣᴟ࡚ࡵ㔜せࡔと⪃ࡢࡑࡿࡅ࠾࡟࢔ࢪࢽࣗࢳࠊࡀࡿࢀࡽ࠼බ㛤ࡣ㐜࡚ࢀ

 ࠋࡿ࠸

 

࠙⥅⥆ⓗⓎᒎࡢぢ㏻ࡋ（ேᮦ⫱成ࠊ⧊⤌ࠊᶵᮦᩚࡢഛ➼ࠚ）  

 ᮏࢡ࢙ࢪࣟࣉトࢆᐇ᪋ࡿࡍ୰࡛ࠊ␃Ꮫ⏕�ྡࡀ༤ኈᏛ఩ྲྀࢆᚓ࡝࡞ࡿࡍ┦ᡭᅜࡢேᮦ⫱成࡟኱

࡛✲◊ඹྠࡀᶵ㛵✲◊5ࡢ࢔ࢪࢽࣗࢳ࡟ዎᶵࢆᐇ᪋ࡢトࢡ࢙ࢪࣟࣉᮏࠊࡓࡲࠋࡿ࠸࡚ࡋᐤ୚ࡃࡁ

࡞㧗㢠ࡶ㈝⌮⟶ᣢ⥔ࠊࡣ࡚ࡋ㛵࡟ᶵჾ࡞㧗ᗘࡓࢀࡉ౪୚࡟ഃ࢔ࢪࢽࣗࢳࠋࡓࢀࡉᵓ⠏ࡀయไࡿࡁ

࡞࠺ࡼࡢࡇࠋࡿ࠸࡚ࡋാ✌࡟㡰ㄪࠊࡢࡢࡶࡿ࠸࡚ࡗṧࡣၥ㢟ࡢ࠿ࡿࡍᕤ㠃࠺࡝ࢆ⏝㈝ࡢࡑࠊࡵࡓ

 ࠋ࠸㧗ࡣࡋぢ㏻ࡢⓗⓎᒎ⥆⥅ࡽ࠿とࡇ

 

࠙成果ࢆᇶとࡓࡋ◊✲࣭฼⏝άືࡀᣢ⥆ⓗ࡟Ⓨᒎࡃ࠸࡚ࡋぢ㎸ࡳ（ᨻ⟇➼ࡢ࡬཯ᫎࠊ成果≀ࡢ฼

（ࠚ࡝࡞⏝  

㣗⸆㈨※ࡿࢀࡲྵ࡟᭷⏝成ศࡢᶵ⬟ᛶホ౯ࡸᵓ㐀Ỵᐃ➼࡟㛵ࡿࢃᐇ㦂ᡭἲࡣ⫱成ࡓࢀࡉேᮦࢆ

୰ᚰ࡟ᣢ⥆ⓗ࡟Ⓨᒎࡢࡶࡃ࠸࡚ࡋとண᝿ࠊࡓࡲࠋࡿࢀࡉᵓ⠏ࡓࢀࡉ஝⇱ᆅ㣗⸆㈨※ࢹー࣋ࢱーࢫ

ࡸᶒ฼ࡢᅜ⏘⏕ࡿࡍᑐ࡟※㑇ఏ㈨≀⏕ࠋࡿࢀࡲとぢ㎸ࡢࡶࡿ࡞ととࡶࡢ⏝㣗⸆㈨※฼ࡢ௒ᚋࡣ

－ 162 －



 

� 
 

ࡼ࡟ດຊࡢ௒ᚋࠊࡾ࠶ࡶ（ᐇ⏝໬ࠊ✀⫱ࠊྜ⤫ࡢࢫー࣋ࢱーࢹ≀᳜）㒊ศࡢᮍ達成ࠊࡋణࠋࡓࢀ

 ࠋࡿࢀࡉᮇᚅࡀ成果ࡿ

ேᮦ⫱成ࡢ㠃࡛ࡢ33ྡࡢ࢔ࢪࢽࣗࢳࡶⱝᡭ◊✲⪅ࡀ᪥ᮏ࡛◊ಟࡕ࠺ࡢࡑࠊࡋ␃Ꮫ⏕�ྡࡀ༤ኈ

Ꮫ఩ྲྀࢆᚓ୍ࠊࡋᐃࡢ◊✲成果ࠊࡾ࠾࡚ࡆୖࢆ㧗ࡃホ౯࡛ࢡ࢙ࢪࣟࣉࠊ࡟ࡽࡉࠋࡿࡁトࡢ◊✲成

果ࡣᅜෆ2௳ࠊᾏእ�௳ࡢ≉チฟ㢪ࡧࡼ࠾ከࡢࡃཎⴭㄽᩥࡲ࡟とࠊࡾ࠾࡚ࢀࡽࡵ⏘ᴗ໬ࡢ࡬ᒎ㛤

 ࠋࡿࡍホ౯ࡃ㧗࡚ࡳ࡟ⓗྜ⥲ࠊࡽ࠿࡝࡞点ࡿࡁᮇᚅ࡛ࡶ

 

㸲㸫㸯㸬ᆅ⌫つᶍㄢ㢟ゎỴࡢ࡬㈉⊩ 

 

࠙ㄢ㢟ࡢ㔜せᛶとࢡ࢙ࢪࣟࣉトࡢ成果ࡀㄢ㢟ゎỴ࡟୚ࡿ࠼⛉Ꮫⓗ࣭ᢏ⾡ⓗࢡࣃࣥ࢖トࠚ 

 ໭࢝ࣜࣇ࢔ᆅ୰ᾏἢᓊᆅᇦࡢ஝⇱࣭༙஝⇱ᆅᖏ᳜ࡿࡍ⏕⮬࡟≀㈨※（ࣜ࢜ーࠊ≀᳜⏝⸆ࠊࣈ⪏

ሷᛶ᳜≀）ࢆఫẸࡢᅾ᮶▱ࢆᡭࡾ࠿ࡀと࡚ࡋ཰㞟ྵࠊࡋ᭷成ศࣄࡢトࡢ⑓Ẽࡸ೺ᗣ୪࡟ࡧ໬⢝ရ

➼とࡢ࡚ࡋᶵ⬟ᛶとຠ⏝࢖ࢭࢵ࢔࢜࢖ࣂࡢ33ࢆ⣔࡛☜ㄆࠊ࡝࡞ࡿࡍఏᢎຠ⬟ࢆ⛉Ꮫⓗ࡟᫂࡟࠿ࡽ

≀⏕ࠊࡓࡲࠋ࠸῝኱ኚ⯆࿡ࡶ࡚ࡋと（≀໬ྜࢻーࣜ）ࢬ๰⸆シーࠊࡾ࠶ࡀトࢡࣃࣥ࢖ࡣ║╔ࡿࡍ

㈨※ࢹー࣋ࢱーࢆࢫᵓ⠏ࣥ࣋ࣥ࢖࡚ࡋトࣜーࢆస成ࡇࡓࡋとࠊࡣ㈨※ࢆ฼⏝ࡓࡋ⏘ᴗ໬ࡿ⮳࡟㐨

ࡀᛶ⬟ྍࡿࡀ⧄ࡶ࡟㈋ᅔ๐ῶࡸಖ඲ࡢ※㈨≀⏕ࡣ࡟ᑗ᮶ⓗࠊࡋព࿡ࢆとࡇࡓࡋ達฿࡟ཱྀࡾධࡢ➽

㧗ࠊࡃᆅ⌫つᶍㄢ㢟ゎỴ࡟୚ࢡࣃࣥ࢖ࡿ࠼トࡣ㧗࠸とホ౯ࠋࡿࢀࡉ 

 

࠙ᅜ㝿♫఍ࡿࡅ࠾࡟ㄆ▱ࠊά⏝ࡢぢ㏻ࠚࡋ 

 ᮏࢡ࢙ࢪࣟࣉト࡛ࡣ໭ࡢ࢝ࣜࣇ࢔⏕≀㈨※ࢆᶵ⬟ᛶ◊✲と࠺࠸᪂࠸ࡋษཱྀ࡛ホ౯ࡿࡍᡭἲࡀ᭷

࡚ࡗࡼ࡟➼チฟ㢪≉ࡸ⾲ⓎࡢᅜෆእᏛ఍࡛ࠊ⾲ㄽᩥⓎࡣ成果✲◊ࡢࡇࠋࡓࢀࡉ♧ࡀとࡇࡿ࠶࡛⏝

⛉Ꮫศ㔝࡛ᗈࡃㄆ▱࡟࡛ࡍࡓࡲࠊࢀࡉ㛵ᚰࡓࡋ♧ࢆ௻ᴗ➼࡛ࡢࡿ࠶ࡶ⏘ᴗ໬と࠺࠸ᐇ⏝㠃࡛ࡢά

 ࠋ࠸㧗࡚ࡵᴟࡣホ౯ࡧࡼ࠾ㄆ▱ᗘࡢࡽ࠿ᅜ㝿♫఍ࠊࡃ㧗ࡶࡋぢ㏻ࡢ⏝

 

࠙௚ᅜࠊ௚ᆅᇦࡢ࡬Ἴཬࠚ 

ᆅ୰ᾏἢᓊࡣ஝⇱࣭༙஝⇱ᆅᖏࡿ࠶࡟㎰ᴗ⎔ቃ᮲௳ୗ࡞࠺ࡼࡌᑐ㇟ᆅᇦとྠ✲◊ࡢ࢔ࢪࢽࣗࢳ 

㣗ᩥ໬ࡿࡍ᭷ࢆ㣗⸆㈨※（ఏᢎ⸆ຠࡓࡋト࡛ศᯒᑐ㇟とࢡ࢙ࢪࣟࣉᮏࠊ࡛ࡢࡿ࠸࡚ࡋศᕸࡃᗈ࡟

ࣉ࢔ࡿࡍ࡟☜᫂ࢆࢫࣥࢹࣅ࢚ࠊࡵࡓࡢࡑࠋ࠸㧗ࡣᛶ⬟ྍࡿ࠸࡚ࡋ⫱⏕ࡀ（※㣗㈨ࡓࢀࡲ㎸ࡾྲྀ࡟

ࣟーࡧࡼ࠾ࢳᚓࡓࢀࡽ◊✲成果ࡣẼೃⓗ࡟㢮ఝࡓࡋ㏆㞄ࡢ໭࢝ࣜࣇ࢔ㅖᅜ࡟༑ศ࡟Ἴཬࡿ࠺ࡋ㔜

せ࡞成果࡛ࠊࡾ࠶Ἴཬຠ果ࡣ㧗ࠋ࠸㣗⸆㈨※ࡢᅵተ࣭Ỉ➼ࡢ⏕⫱᮲௳ࡾࡼࢆ᫂☜ࡇࡍ♧࡟とࡼ࡟

 ࠋࡿࢀࢃとᛮ࠸ࡍࡸࡳ㐍ࡀἼཬࡾ

 

࠙ᅜෆእࡢ㢮ఝ◊✲とẚ㍑ࠚࣝ࣋ࣞࡓࡋ 

◊✲ᡭἲࡣ௒ࠊࡀࡔࡢࡶࡓࢀࢃ࡞⾜ࡶ࡟࡛ࡲ⣲ᮦࡀ௒ࡢࡑࠊࡾ࠶࡛ࡢࡶ࠸࡞࡟࡛ࡲ⣲ᮦࢆ⛉Ꮫ

ⓗ࡟᫂ࡇࡓࡁ࡛࡟࠿ࡽとࡣホ౯࡛࡛ࡲࢀࡇࠊࡓࡲࠋࡿࡁఫẸࡢᅾ᮶▱ࡣࡓࡲఏᢎ▱㆑と࡚ࡋఏ࠼

成果ࡢトࢡ࢙ࢪࣟࣉᮏࡓࡋ࡟☜᫂ࢆᏛⓗ᰿ᣐ⛉࡚ࡋᑐ࡟�ఏᢎⓗ⸆ຠ�ຠ果ࡢ※㣗⸆㈨ࡓࡁ࡚ࢀࡽ

 

� 
 

⏕ࡢ࡚ࡋ㑇ఏ㈨※と≀⏕ࡢ※㣗⸆㈨ࡓࡋ࡟᰿ᣐࢆࢀࡇ࡟ࡽࡉࠋࡿࢀࢃとᛮࡿ࠶㔜せ࡛࡚ࡵࢃࡁࡣ

⏘ᅜࡢᶒ฼୺ᙇࡸఫẸࡿࡼ࡟฼⏝ಁࢆ㐍ࠊࡃ࡞࡛ࡅࡔࡿࡍ㣗⸆と࠺࠸௜ຍ౯್ࢆ௜ࡓࡅ㣗ရࡸ㣧

ᩱ➼ࡢ⏘ᴗ໬࡟㐨ࢆ㛤ྍࡃ⬟ᛶ୍ࠋࡿࢀࡽ࠼⪄ࡶ᪉ࠊ㣗⸆㈨※ࡢ⏕⏘ᇶ┙ᩚഛ࡟㛵ࡸࡸࡣ࡚ࡋ成

果ࡀ୙㊊ࠋࡿ࠸࡚ࡋ 

 

㸲㸫㸰㸬┦ᡭᅜࢽーࡢࢬ඘㊊ 

 

࠙ㄢ㢟ࡢ㔜せᛶとࢡ࢙ࢪࣟࣉトࡢ成果ࡀ┦ᡭᅜࢽーࡢࢬ඘㊊࡟୚ࢡࣃࣥ࢖ࡿ࠼トࠚ 

ఏ⤫ⓗ࡞㣗⸆㈨※ࡢ᭷⏝成ศࡢ≉ᐃとᶵ⬟ᛶࢆ⛉Ꮫⓗ࡟᫂ࢹࡢࡑࠊࡋ࡟࠿ࡽー࣋ࢱーᩚࢆࢫഛ

࠶成果࡛ࡿ࠼୚ࢆトࢡࣃࣥ࢖࠸㧗࡟ࢬーࢽࡢᡭᅜ┦ࡣとࡇࡓࡋ成⫱ࢆ⪅✲◊ⱝᡭࡧࡼ࠾とࡇࡓࡋ

ࡢ✀ᐇ⏝ရࡢࢠ࣒࢜࢜ࠊࢠ࣒ࢥ࣒ࣛࣗࢹࠊ࣒࢞ࣝࢯࡓࡋᚓ⋓ࢆሷ㢮⪏ᛶࡸ஝⇱⪏ᛶࠊ᪉୍࡛ࠋࡿ

⫱成と࠺࠸┦ᡭᅜࢽࡢー࡟ࢬᑐࢫ࡞࠺ࡼࡢࡇࠊࡣ࡚ࡋトࣞࢫ⪏ᛶ࡟㛵㐃ࡿࡍ㑇ఏᏊ࣐ー࢝ーࡢ≉

ᐃࡣ࡟成ຌࡣ✲◊ࡓࡅྥ࡟✀⫱ࠊࡀࡓࡋ㐍ࢡࣃࣥ࢖ࠊࡎࡽ࠾࡛ࢇトࡣపࠋࡿ࠶࡛ࡲࡲ࠸ 

 

࠙ㄢ㢟ゎỴࠊ♫఍ᐇ⿦ࡢぢ㏻ࠚࡋ 

᭷⏝成ศྵ᭷᳜≀ࢆ౑ࡓࡗ⏘ᴗ໬ࡣ࡚ࡅྥ࡟Ẹ㛫௻ᴗࡢཧ⏬ࡀᚲせ࡛ࠊࡓࡲࠊࡾ࠶⏘ᴗ໬᥎㐍

ほ点ࡢ（ᚓ࣭฼⏝と฼┈㓄ศྲྀࡢ※㑇ఏ㈨�$%6ࡸಖ඲ࡢከᵝᛶ≀⏕ࡿࡅ࠾࡟ᡭᅜ┦ࠊࡣ࡟ࡵࡓࡢ

ࠊࡓࡲࠋࡿࢀࡽࡵồࡀとࡇࡿࡵ㐍࡟ៅ㔜ࠊ࡛ࡢࡿ࠶ᚲせ࡛ࡀ㓄៖࡞ㄆと༑ศ☜ࡢᶒ฼ࡢ㈨※ᅜࡽ࠿

ᮏࢡ࢙ࢪࣟࣉト࡛ࡣ᭷⏝࡞⏕⌮άᛶ᳨ࡢᐃ࢖ࢭࢵ࢔࢜࢖ࣂࡣ⣔ࡓ࠸⏝ࢆẁ㝵࡛␃ࠊࡾ࠾࡚ࡗࡲ⏘

ᴗ໬ࢆ㐍ືࠊࡣ࡟ࡿࡵ≀ᐇ㦂ࣄࡸト࡛ࡢᶵ⬟ᛶホ౯ࡀᚲせ࡛ࡇࡢࡑࠋࡿ࠶とࠊࡵྵࡶ⏘ᴗ໬ࡢ㠃

≀⏕஝⇱ᆅࠊࡓࡲࠋ࠸࡞࠼ゝࡣと࠸㧗ࡣ㺂⌧ẁ㝵࡛ࡣࡋぢ㏻ࡢ఍ᐇ⿦♫ࡸㄢ㢟ゎỴࠊࡶ࡚ࡳࢆࡅࡔ

㈨※ࢹࡢー࣋ࢱーᩚࢫഛࡣᴟ࡚ࡵ㔜せࡔと⪃ࡢࡑࡿࡅ࠾࡟࢔ࢪࢽࣗࢳࠊࡀࡿࢀࡽ࠼බ㛤ࡣ㐜࡚ࢀ

 ࠋࡿ࠸

 

࠙⥅⥆ⓗⓎᒎࡢぢ㏻ࡋ（ேᮦ⫱成ࠊ⧊⤌ࠊᶵᮦᩚࡢഛ➼ࠚ）  

 ᮏࢡ࢙ࢪࣟࣉトࢆᐇ᪋ࡿࡍ୰࡛ࠊ␃Ꮫ⏕�ྡࡀ༤ኈᏛ఩ྲྀࢆᚓ࡝࡞ࡿࡍ┦ᡭᅜࡢேᮦ⫱成࡟኱

࡛✲◊ඹྠࡀᶵ㛵✲◊5ࡢ࢔ࢪࢽࣗࢳ࡟ዎᶵࢆᐇ᪋ࡢトࢡ࢙ࢪࣟࣉᮏࠊࡓࡲࠋࡿ࠸࡚ࡋᐤ୚ࡃࡁ

࡞㧗㢠ࡶ㈝⌮⟶ᣢ⥔ࠊࡣ࡚ࡋ㛵࡟ᶵჾ࡞㧗ᗘࡓࢀࡉ౪୚࡟ഃ࢔ࢪࢽࣗࢳࠋࡓࢀࡉᵓ⠏ࡀయไࡿࡁ

࡞࠺ࡼࡢࡇࠋࡿ࠸࡚ࡋാ✌࡟㡰ㄪࠊࡢࡢࡶࡿ࠸࡚ࡗṧࡣၥ㢟ࡢ࠿ࡿࡍᕤ㠃࠺࡝ࢆ⏝㈝ࡢࡑࠊࡵࡓ

 ࠋ࠸㧗ࡣࡋぢ㏻ࡢⓗⓎᒎ⥆⥅ࡽ࠿とࡇ

 

࠙成果ࢆᇶとࡓࡋ◊✲࣭฼⏝άືࡀᣢ⥆ⓗ࡟Ⓨᒎࡃ࠸࡚ࡋぢ㎸ࡳ（ᨻ⟇➼ࡢ࡬཯ᫎࠊ成果≀ࡢ฼

（ࠚ࡝࡞⏝  

㣗⸆㈨※ࡿࢀࡲྵ࡟᭷⏝成ศࡢᶵ⬟ᛶホ౯ࡸᵓ㐀Ỵᐃ➼࡟㛵ࡿࢃᐇ㦂ᡭἲࡣ⫱成ࡓࢀࡉேᮦࢆ

୰ᚰ࡟ᣢ⥆ⓗ࡟Ⓨᒎࡢࡶࡃ࠸࡚ࡋとண᝿ࠊࡓࡲࠋࡿࢀࡉᵓ⠏ࡓࢀࡉ஝⇱ᆅ㣗⸆㈨※ࢹー࣋ࢱーࢫ

ࡸᶒ฼ࡢᅜ⏘⏕ࡿࡍᑐ࡟※㑇ఏ㈨≀⏕ࠋࡿࢀࡲとぢ㎸ࡢࡶࡿ࡞ととࡶࡢ⏝㣗⸆㈨※฼ࡢ௒ᚋࡣ
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$%6 ᣢ⥆ⓗ࡚ࡗࡼ࡟ࢀࡑࠊࡾ࠶㔜せ࡛ࡀとࡇࡿࡍ࡟☜᫂ࢆᶒ฼ࡋㄝ࡚᫂ࡋᑐ࡟ᨻᗓࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟

 ࠋࡿࢀࢃとᛮࡿࢀࡉಖドࡀⓎᒎ࡞

 

㸲㸫㸱㸬௜㝶ⓗ成果 

 

࠙᪥ᮏᨻᗓࠊ♫఍ࠊ⏘ᴗࡢ࡬㈉⊩ࠚ 

 ໭࢝ࣜࣇ࢔ᆅ୰ᾏἢᓊ㒊ࡢ஝⇱࣭༙஝⇱ᆅᇦࡢ㣗⸆㈨※ࡢᶵ⬟ᛶ࡟ᑐ࡚ࡋ⛉Ꮫⓗ᰿ᣐࢆ୚ࡓ࠼

࡛ࡢࡶࡿࢀࡉᮇᚅࡀ⏝᪥ᮏ࡛௒ᚋάࡣᶵ⬟ᛶ⣲ᮦ࡞᪂つࠋࡿࢀࡉホ౯࡚ࡋ㈉⊩とࡢᅜࡀᡃࡣとࡇ

ࡓࡋࠊࡎࡽ࠾࡚ࡋ達฿ࡣ࡛ࡲࢁࡇとࡿࡍト࡛☜ㄆࣄࢆᶵ⬟ᛶࡣト࡛ࢡ࢙ࢪࣟࣉᮏࠊࡋ࠿ࡋࠋࡿ࠶

࠿ࡀ時㛫ࡔࡲࡣ࡟࡛ࡲᴗ໬⏘ࡢ➼໬⢝ရࡣࡓࡲ೺ᗣ㣗ရࠊ་⸆ရࡓࡋ⏝฼ࢆᶵ⬟ᛶ成ศࠊ࡚ࡗࡀ

 ࠋࡿࢀࢃとᛮࡿ࠿

 

࠙⛉Ꮫᢏ⾡ࡢⓎᒎࠚ 

 ఏᢎຠ⬟㸫ᶵ⬟ᛶホ౯㸫ࢫࣥࢹࣅ࢚⵳✚（᱂ᇵとᶵ⬟ᛶ成ศኚືとࡢ㛵ಀ）とࡢ✲◊࠺࠸ὶࢀ

➼ᵓ㐀Ỵᐃࡸᶵ⬟ᛶホ౯ࡢ᭷⏝成ศࡿࢀࡲྵ࡟※㣗⸆㈨ࠊࡓࡲࠋࡿࡁホ౯࡛ࡣとࡇࡓࡏࡉ╔ᐃࢆ

㛵࡟ᇶ┙ゎ᫂⏘⏕ࡢ≀᳜࡟ࡧࡽ࡞ࠊᢏ⾡⛣㌿ࡢゎᯒᡭἲࡓࡋ⏝฼ࢆศᯒᶵჾࡸᐇ㦂ᡭἲࡿࢃ㛵࡟

௒ࠊ࠼とゝࡓࡋ⫣㈉࡟ୖྥࡢࣝ࣋ࣞ⾡Ꮫᢏ⛉ࡢᡭᅜ┦ࠊ࡛ࡢࡓࢀࡽ図ࡀᢏ⾡⛣㌿ࡢᡭἲ✲◊ࡿࢃ

ᚋࡢⓎᒎྍࡢ⬟ᛶࡶ㧗ࠋ࠸ᡃࡀᅜと┦ᡭᅜࡢ㛫࡟ᵓ⠏ࡓࢀࡉᏛ⾡ࢵࢿト࣡ーࡣࢡ௒ᚋࡶ⥅⥆ⓗ࡟

Ⓨᒎࡇࡃ࠸࡚ࡋとࡀぢ㎸ࠋࡿࢀࡲ 

 

࠙ୡ⏺࡛ά㌍࡛ࡿࡁ᪥ᮏேேᮦࡢ⫱成（ⱝᡭࣟࢢࠊーࣝࣂ໬ᑐᛂࠚ）  

Ꮫ⏕ࢆ୰ᚰ࡟ �� ࢀࡉホ౯ࡃ㧗ࡣ点ࡓࢀࢃ࡞⾜࡟ᴟⓗ✚ࡀேᮦ⫱成ࡢ⪅✲◊᪥ᮏேⱝᡭࡢࡶྡ

 ࠋࡿ

 

࠙▱㈈ࡢ⋓ᚓࠊࡸᅜ㝿標‽໬ࡢ᥎㐍ࠊ⏕≀㈨※ࢹࠊࡸࢫࢭࢡ࢔ࡢ࡬ーࡢࢱධᡭࠚ 

ᅜෆእ࡛ࡢᏛ఍Ⓨ⾲ᩘࡸᅜ㝿ㄅࡢ࡬Ⓨ⾲ᩘࠊᅜෆ≉チ㸰௳ࠊ⡿ᅜ≉チ�௳ࡢฟ㢪ࠊ࡝࡞኱࡞ࡁ

成果ࡇࡿ࠸࡚ࡗࡀୖࡀとࡣ㧗ࡃホ౯࡛ࠋࡿࡁᚓࡓࢀࡽ成果ࢆ⏘ᴗⓗ࡟Ⓨᒎ࢙ࣇ࣏ࣜࡢࡵࡓࡿࡏࡉ

⏝ᛂࡢ࡬➼ࣜࣉࢧࠊࡾ࠶࡛ࡢࡶࡿࡀ࡞ࡘ࡟ⓗⓎᒎ⥆⥅ࡶチฟ㢪≉ࡢ⢭〇᪉ἲࡢーࣝ➼᭷⏝≀㉁ࣀ

 ࠋࡿࡁホ౯࡛ࠊࢀࡽ࠼⪄༑ศࡶ

 

（ࠚ࡝࡞ࢱーࢹࠊࣝ࢔ࣗࢽ࣐ࠊヨసရࠊ࣒ࣛࢢࣟࣉࠊㄽᩥࠊᥦゝ᭩）≀ලయⓗ成果ࡢ௚ࡢࡑ࠙  

஝⇱ᆅ⏕≀㈨※（ࣜ࢜ーࠊ≀᳜⏝⸆ࠊࣈ⪏ሷᛶ᳜≀）ࢆྡ✀≀᳜ࡢ୺࢟ーと᳜ࠊࡋ≀෗┿ࠊᇶ

♏᝟ሗࠊᶵ⬟ᛶホ౯⤖果ࠊఏᢎⓗ฼⏝ἲࠊ⎔ቃ᝟ሗ➼ࢹྜ⤫ࡓࡏࡉࢡࣥࣜࢆー࣋ࢱーࡀࢫస成ࡉ

 ࠋࡓࢀ

 

࠙ᢏ⾡ࡧࡼ࠾ேⓗࢵࢿト࣡ーࡢࢡᵓ⠏（┦ᡭᅜࠚࡴྵࢆ）  

 

� 
 

 ࠋࡿࡁホ౯࡛࡟࠸኱ࡣ点ࡓࢀࡉᵓ⠏ࡀࢡト࣡ーࢵࢿࡢᶵ㛵㛫✲◊ࡢ࢔ࢪࢽࣗࢳ

 

㸲㸫㸲㸬ࢡ࢙ࢪࣟࣉトࡢ㐠Ⴀ 

 

（ࠚࡴྵࡶ㐃ᦠࡢと࡝࡞ᶵ㛵ࠊトࢡ࢙ࢪࣟࣉࡢ௚）ᵓ⠏ࡢト᥎㐍యไࢡ࢙ࢪࣟࣉ࠙  

┦ᡭᅜࡢ୺せ࡞◊✲ᶵ㛵ࣂ࣓ࣥࢆーとࠊࡋ㐃ᦠࢆ図ࡾຠ⋡ⓗࢆ✲◊࡟㐍୍ࠋࡓࡵ᪉ࠊ᪥ᮏᅜෆ

 ࠋࡿ࠼࠸とࡓࢀࡽ࠼ᩚࡀయไࡓࡋ࠿άࢆᚩ≉ࡢࢀࡒࢀࡑࠊࡣ࡚ࡋ㛵࡟⧊⤌ཧຍࡢ

 

ーࣜࡢ⪅⾲௦✲◊ࡸయไ࣭㐙⾜状況ࡢ࣒ーࢳ✲◊）ᑐฎࡢ࡬状況ኚ໬ࡧࡼ࠾⌮⟶トࢡ࢙ࢪࣟࣉ࠙

（ࠚࣉࢵーシࢲ  

 ◊✲௦⾲⪅ࡣᶵ⬟ᛶ◊✲ࡢᑓ㛛ᐙ࡛ࠊࡀࡿ࠶ᑓ㛛ศ㔝௨እ࡟࢔ࢪࢽࣗࢳࡶ࡚࠸ࡘ࡟✲◊ࡢ㢖⦾

࣭⌮⟶ࢆトࢡ࢙ࢪࣟࣉࠊࡋⓎ᥹ࢆࣉࢵーシࢲーࣜ࡞㐺ษ࡚࠸ฟྥ࡟ 㐙⾜ࡇࡓࡋとࡣホ౯ࠋࡿࡍ್࡟ 

 

࠙成果ࡢά⏝ࡓࡅྥ࡟άືࠚ 

ࡳ⤌ࡾྲྀࡢ࡬ᴗ໬⏘ࡓࡋ࠿⏕ࢆࡳᙉࡢ※㈨≀⏕ࡢᅜ⮬ࠊࡋ㛤ദࢆࣉࢵシࣙࢡー࡛࣡࢔ࢪࢽࣗࢳ

㛵ᚰ࡟成果✲◊ࠊࡓࡲࠋࡓࡗ⾜࡟ᴟⓗ✚ࢆάືࡢ࡝࡞ࡿࡍ௓⤂࡚࠸ࡘ࡟ᛶ⬟ྍࡢ⏝άࡢ᪥ᮏ࡛ࡸ

 ࠋࡿࡁホ౯࡛ࡣとࡇࡿ࠸࡚ࡋᐇ᪋ࡃከᩘࡶ࡝࡞㠃ㄯᑐᛂࡢ࡬Ẹ㛫௻ᴗࡢ᪥ᮏࡓࡗᣢࢆ

 

࠙᝟ሗⓎಙ（ㄽᩥࠊㅮ₇ࠊシࣥࢼ࣑ࢭࠊ࣒࢘ࢪ࣏ーࠚ࡝࡞࢔࢕ࢹ࣓ࢫ࣐ࠊ）  

シࣥ࣡ࡸ࣒࢘ࢪ࣏ーࢡシࣙࡶࣉࢵ㛤ദࠊ࠿࡯ࡿ࠸࡚ࡋㄽᩥࡣᶵ⬟ᛶ◊✲ࢆ୰ᚰ࡟ከᩘฟ࡚ࢀࡉ

 ࠋࡓࢀࢃ⾜࡟༑ศࡣⓎಙࡢ成果ࠊࡾ࠾

 

࠙ேᮦࠊᶵᮦࠊண⟬ࡢά⏝（ຠ⋡ࠊຠ果ࠚ）  

⌧ᆅ࡟㛗ᮇ࡟⁫ᅾࠊࡀࡓࡗ࠿࡞࠸ࡣ⪅✲◊ࡿࡍ᪥ᮏഃ◊✲⪅ࡀ㢖⦾࡟Ώ⯟ࡿࡍととࠊ࡟ࡶ᪥ᮏ

ศᯒ࡞⬟㧗ᛶࡓࡋഛᩚ࡟ᆅ⌧ࠊࡓࡲࠋࡿ࠸ฟ࡚ࡀと࡛◊✲成果ࡇࡓࡋᐇ᪋ࢆಟ◊ࡢࡃከ࡚࠸࠾࡟

ᶵᲔࢆά⏝࡚ࡋ௒ࡓࡗ࠿࡞ࡁ࡛࡛ࡲศᯒࠋࡓࡗ࡞࡟࠺ࡼࡿࡁ࡛࡟⮬⊃ࡶ 

 

㸳㸬௒ᚋࡢ࡚ࡅྥ࡟✲◊ࡢせᨵၿ点ࡧࡼ࠾せᮃ஦㡯 

 

௚ࢡ࢙ࢪࣟࣉࡢトとࡢ㐃ᦠࠊࡵྵࡶ௨ୗ࡚࠸ࡘ࡟ᮇᚅࡿࡍとと࡟ࡶせᮃࠋ࠸ࡓࡋ 

 

〇ရ㛤Ⓨࡓࡋッồࢆᶵ⬟ᛶࡸ஦ᴗ໬ࡢーࣝࣀ࢙ࣇ࣏ࣜࡿࡍᅇ཰࡟ຠ⋡ⓗࡽ࠿᤼Ỉ࣑ࣝࣈー࣭ࣜ࢜

 ࠋࡿ࠶㔜せ࡛ࡀ㒊ศࡢࡇࡣ࡟ࡵࡓࡿࡍάᛶ໬ࢆ῭⤒ࡢ࢔ࢪࢽࣗࢳࠋ࠸ࡋ࡯࡚ࡋຍ㏿໬ࢆ

 

ᶵࠊ࠸⾜࡚ࡋ࡟ᇶࢆࢫー࣋ࢱーࢹࢆලయⓗホ౯ࡢ㛵ಀࡢᶵ⬟ᛶと⏕⏘᮲௳࣭⏕⏘ᇶ┙とࡢ≀⏕࣭

⬟ᛶ࡟╔目ࡓࡋ᭷ຠ฼⏝ࡢ᮲௳ࡢᥦ♧࡛ࡲ㐍ࠋ࠸ࡓࡁࡔࡓ࠸࡚ࡵᅵተࣝࣛࢿ࣑成ศとࣀ࢙ࣇ࣏ࣜ
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$%6 ᣢ⥆ⓗ࡚ࡗࡼ࡟ࢀࡑࠊࡾ࠶㔜せ࡛ࡀとࡇࡿࡍ࡟☜᫂ࢆᶒ฼ࡋㄝ࡚᫂ࡋᑐ࡟ᨻᗓࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟

 ࠋࡿࢀࢃとᛮࡿࢀࡉಖドࡀⓎᒎ࡞

 

㸲㸫㸱㸬௜㝶ⓗ成果 

 

࠙᪥ᮏᨻᗓࠊ♫఍ࠊ⏘ᴗࡢ࡬㈉⊩ࠚ 

 ໭࢝ࣜࣇ࢔ᆅ୰ᾏἢᓊ㒊ࡢ஝⇱࣭༙஝⇱ᆅᇦࡢ㣗⸆㈨※ࡢᶵ⬟ᛶ࡟ᑐ࡚ࡋ⛉Ꮫⓗ᰿ᣐࢆ୚ࡓ࠼

࡛ࡢࡶࡿࢀࡉᮇᚅࡀ⏝᪥ᮏ࡛௒ᚋάࡣᶵ⬟ᛶ⣲ᮦ࡞᪂つࠋࡿࢀࡉホ౯࡚ࡋ㈉⊩とࡢᅜࡀᡃࡣとࡇ

ࡓࡋࠊࡎࡽ࠾࡚ࡋ達฿ࡣ࡛ࡲࢁࡇとࡿࡍト࡛☜ㄆࣄࢆᶵ⬟ᛶࡣト࡛ࢡ࢙ࢪࣟࣉᮏࠊࡋ࠿ࡋࠋࡿ࠶

࠿ࡀ時㛫ࡔࡲࡣ࡟࡛ࡲᴗ໬⏘ࡢ➼໬⢝ရࡣࡓࡲ೺ᗣ㣗ရࠊ་⸆ရࡓࡋ⏝฼ࢆᶵ⬟ᛶ成ศࠊ࡚ࡗࡀ

 ࠋࡿࢀࢃとᛮࡿ࠿

 

࠙⛉Ꮫᢏ⾡ࡢⓎᒎࠚ 

 ఏᢎຠ⬟㸫ᶵ⬟ᛶホ౯㸫ࢫࣥࢹࣅ࢚⵳✚（᱂ᇵとᶵ⬟ᛶ成ศኚືとࡢ㛵ಀ）とࡢ✲◊࠺࠸ὶࢀ

➼ᵓ㐀Ỵᐃࡸᶵ⬟ᛶホ౯ࡢ᭷⏝成ศࡿࢀࡲྵ࡟※㣗⸆㈨ࠊࡓࡲࠋࡿࡁホ౯࡛ࡣとࡇࡓࡏࡉ╔ᐃࢆ

㛵࡟ᇶ┙ゎ᫂⏘⏕ࡢ≀᳜࡟ࡧࡽ࡞ࠊᢏ⾡⛣㌿ࡢゎᯒᡭἲࡓࡋ⏝฼ࢆศᯒᶵჾࡸᐇ㦂ᡭἲࡿࢃ㛵࡟

௒ࠊ࠼とゝࡓࡋ⫣㈉࡟ୖྥࡢࣝ࣋ࣞ⾡Ꮫᢏ⛉ࡢᡭᅜ┦ࠊ࡛ࡢࡓࢀࡽ図ࡀᢏ⾡⛣㌿ࡢᡭἲ✲◊ࡿࢃ

ᚋࡢⓎᒎྍࡢ⬟ᛶࡶ㧗ࠋ࠸ᡃࡀᅜと┦ᡭᅜࡢ㛫࡟ᵓ⠏ࡓࢀࡉᏛ⾡ࢵࢿト࣡ーࡣࢡ௒ᚋࡶ⥅⥆ⓗ࡟

Ⓨᒎࡇࡃ࠸࡚ࡋとࡀぢ㎸ࠋࡿࢀࡲ 

 

࠙ୡ⏺࡛ά㌍࡛ࡿࡁ᪥ᮏேேᮦࡢ⫱成（ⱝᡭࣟࢢࠊーࣝࣂ໬ᑐᛂࠚ）  

Ꮫ⏕ࢆ୰ᚰ࡟ �� ࢀࡉホ౯ࡃ㧗ࡣ点ࡓࢀࢃ࡞⾜࡟ᴟⓗ✚ࡀேᮦ⫱成ࡢ⪅✲◊᪥ᮏேⱝᡭࡢࡶྡ

 ࠋࡿ

 

࠙▱㈈ࡢ⋓ᚓࠊࡸᅜ㝿標‽໬ࡢ᥎㐍ࠊ⏕≀㈨※ࢹࠊࡸࢫࢭࢡ࢔ࡢ࡬ーࡢࢱධᡭࠚ 

ᅜෆእ࡛ࡢᏛ఍Ⓨ⾲ᩘࡸᅜ㝿ㄅࡢ࡬Ⓨ⾲ᩘࠊᅜෆ≉チ㸰௳ࠊ⡿ᅜ≉チ�௳ࡢฟ㢪ࠊ࡝࡞኱࡞ࡁ

成果ࡇࡿ࠸࡚ࡗࡀୖࡀとࡣ㧗ࡃホ౯࡛ࠋࡿࡁᚓࡓࢀࡽ成果ࢆ⏘ᴗⓗ࡟Ⓨᒎ࢙ࣇ࣏ࣜࡢࡵࡓࡿࡏࡉ

⏝ᛂࡢ࡬➼ࣜࣉࢧࠊࡾ࠶࡛ࡢࡶࡿࡀ࡞ࡘ࡟ⓗⓎᒎ⥆⥅ࡶチฟ㢪≉ࡢ⢭〇᪉ἲࡢーࣝ➼᭷⏝≀㉁ࣀ

 ࠋࡿࡁホ౯࡛ࠊࢀࡽ࠼⪄༑ศࡶ

 

（ࠚ࡝࡞ࢱーࢹࠊࣝ࢔ࣗࢽ࣐ࠊヨసရࠊ࣒ࣛࢢࣟࣉࠊㄽᩥࠊᥦゝ᭩）≀ලయⓗ成果ࡢ௚ࡢࡑ࠙  

஝⇱ᆅ⏕≀㈨※（ࣜ࢜ーࠊ≀᳜⏝⸆ࠊࣈ⪏ሷᛶ᳜≀）ࢆྡ✀≀᳜ࡢ୺࢟ーと᳜ࠊࡋ≀෗┿ࠊᇶ

♏᝟ሗࠊᶵ⬟ᛶホ౯⤖果ࠊఏᢎⓗ฼⏝ἲࠊ⎔ቃ᝟ሗ➼ࢹྜ⤫ࡓࡏࡉࢡࣥࣜࢆー࣋ࢱーࡀࢫస成ࡉ

 ࠋࡓࢀ

 

࠙ᢏ⾡ࡧࡼ࠾ேⓗࢵࢿト࣡ーࡢࢡᵓ⠏（┦ᡭᅜࠚࡴྵࢆ）  

 

� 
 

 ࠋࡿࡁホ౯࡛࡟࠸኱ࡣ点ࡓࢀࡉᵓ⠏ࡀࢡト࣡ーࢵࢿࡢᶵ㛵㛫✲◊ࡢ࢔ࢪࢽࣗࢳ

 

㸲㸫㸲㸬ࢡ࢙ࢪࣟࣉトࡢ㐠Ⴀ 

 

（ࠚࡴྵࡶ㐃ᦠࡢと࡝࡞ᶵ㛵ࠊトࢡ࢙ࢪࣟࣉࡢ௚）ᵓ⠏ࡢト᥎㐍యไࢡ࢙ࢪࣟࣉ࠙  
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図 1 成果目標シートと達成状況（2015 年 3 月時点） 
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